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資料1  

社会保障審議会少子化対策特別部会委員名簿  

所 属 ・役 割  氏  名  

東北福祉大学教授  

東京大学大学院法学政治学研究科教授  

吉村小児科院長  

千葉大学法経学部准教授  

恵泉女学園大学大学院教授  

三鷹市長  

慶應義塾大学経済学部教授  

東京大学社会科学研究所教授  

日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局局長  

立教大学大学院21世紀社会デザイン研究科教授  

有限会社セレーノ代表取締役  

三重県知事  

日本経済団体連合会少子化対策委員会企画部会長  

日本テレビ報道局解説委員  

大阪市立大学生活科学部教授  

福岡県添田町長  

有限会社遊育代表取締役  

○ 岩 渕 勝 好  

岩 村 正 彦  

内 海 裕 美  

大 石 亜希子  

◎ 大日向 雅 美  

清 原 慶 子  

駒 村 康 平  

佐 藤 博 樹  

篠 原 淳  子  

庄 司 洋 子  

杉 山 千 佳  

野 呂 昭 彦  

高 尾 剛 正  

宮 島 香 澄  

山 解 文 治  

山 本 文 男  

吉 田 正 幸  

（注）◎は部会長、○は部会長代理  

（五十音順 敬称略）   



資料2  

社会的養護に関する今後の見直しについて  

厚生労働省 雇用均等児童家庭局   



社会的養護の現状について  

資料：福祉行政報告例［平成19年度末現在］  

乳児院   児童♯議施哉   情緒障害児   児童自立支援   自立援助  

短期治療施設   施設   ホーム   

乳児（保健上、安定  保護者のない児童、  軽度の情緒障害を  不良行為をなし、又  義務教育を終了し  

対象児童  した生活環境の確   虐待されている児童  有する児童   はなすおそれのあ   た児童であって、  
保その他の理由に   その他環境上養護を  る児童及び家庭環  児童養護施設等を  

より特に必要のある  要する児童（安定し  境その他の環境上  退所した児童等  

場合には、幼児を含  た生活環境の確保  の理由により生活  

む。）   その他の理由により  指導等を要する児  

特に必要のある場合  
土  

には、乳児を含む。）  

施設数   121か所   564か所   31か所   58か所   46か所   

（公立・私立）   
（14か所・107か所）  （49か所・515か所）   （12か所・19か所）   （56か所・2か所）   （0か所・46か所）   

児童定員   3，727人   33，917人   1，484人   4，036人   336人  

児童現鼻   3，190人   30，846人   1，151人   1，889人   236人   

職員総数   3，831人   14，641人   805人   1，799人   171人   

資料：社会福祉施設等調査報告［平成19年10月1日現在］  

自立援助ホームは連絡協議会調［平成19年12月1日現在］  

（12月1日現在協議会に加入しているホームについて）  

資料：小規模グループケア、地域小規模児童養護施設は家庭福祉課調【平成19年度］  
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社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会を平成19年8月に設置、9月7日（第1回）以降、計5回を開催  
し、以下の2点について11月22日にとりまとめされた。   

t早急に対応が行うことが可能となるような具体策   

■上記対応を進めることに加え、今後とも少子化対策全体の議論の動向を踏まえながら進めるべき見直し  

＿＿」＝＝ 」  
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施設機能の見直しに関連する検討のこれまでの経緯と今後の予定   

平成19年11月にとりまとめられた社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会報告書において、社会的養  
護に関する施設機能の見直しについて以下の指摘を受けた。  

・子どもの状態や年齢に応じた適切なケアを実施できるよう現行の施設類型のあり方を見直すとともに、人員配置基   
準や措置費の算定基準の見直し等を含めてケアの改善に向けた方策を検討。   

・このような見直しを具体的に進めるためには必要な財源の確保が不可欠であるとともに、現在施設内で行われてい   
るケアの現状を詳細に調査・分析することが必要。  

＿＿＿n  
平成20年3月に（平成19年度）社会的養護施設に関する実態調査を実施。  

＿＿＿⊂＝＝」＿＿－  

平成20年10月に社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会において、平成19年度社会的養護に関する  
実態調査の中間まとめを報告。   

平成21年5月18日に社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会において、平成20年度社会的養護に関  
する実態調査（タイムスタディ）の実施状況及び平成19年度社会的養護に関する実態調査の追加クロス集計を報告。  

平成20年度社会的養護に関する実態調査（タイムスタディ）の調査・分析結果等も踏まえな  

がら、社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会において具体的な議論を進める  3   



「社会的養護体制の充実を図るための方策について」社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会報告書（抄）  

（平成19年11月）  

基本的考え方  

（前略）   

我が国の社会的養護は、現在、上記のような社会的養護を必要とする子どもの数の増加、虐待等子どもの抱える背景の多様化等の中で大き   
な転換期を迎えており、現行の社会的養護体制では、その状況に十分に対応できるだけの質・量を備えているとは言い難いと言わざるを得ず、   
その拡充は緊急の課題であると言える。  

（中略）   

本専門委員会においては、上記のような認識の下、その体制整備のため、早急に対応を行うことが可能となるよう、できるだけ具体的な対応策   
について提案することとした。なお、社会的養護体制については、この報告書を踏まえた対応を進めることに加え、今後とも少子化対策全体の   
財源に関する議論の動向も踏まえながら、必要な見直しを進めるべきである。   

社会的養護体制の拡充のための具体的施策  

1．子どもの状態に応じた支援体制の見直し  

（2）施設機能の見直し   

子どもの抱える背景が多様化・複雑化する中、心理的ケアや治療を必要とする子どもに対する専門的なケアや自立支援に向けた取組、継続   
的・安定的な環境での支援の確保、ケア単位の小規模化とそこにおける家庭的な養護を推進する必要がある。その際、後述の実態調査・分析   
の結果を踏まえ、子どもが必要とする心理的ケア等と組み合わせながら、個別的なケアや継続的・安定的な環境の下でのケアを受けることがで   
きるよう、子どもの状態や年齢に応じたケアが提供できるような体制とするべきである。   

このため、施設種別にかかわらず子どもの状態や年齢に応じた適切なケアを実施できるよう、乳児院、児童養護施設、情緒障害児短期治療施   
設及び児童自立支援施設に分類された現行の施設類型のあり方の見直しを検討するべきである。また、母子生活支援施設についても、母子の   
関係性に着目しつつ生活の場面において母子双方に支援を行うことができるという特性を活かしつつ、ケアの改善に向けた検討を行う必要があ   
る」   

これらの見直しについては、子どもにとって必要なケアの質を確保するための人員配置基準の引き上げや措置費の算定基準の見直し等を含め   
たケアの改善に向けた方策を検討するものとする。その際、施設で生活を送る主体である子どもにとって、より暮らしやすい生活となるようにする   
という視点に立って、検討を進めることが必要である。   

ただし、このような見直しを具体的に進めるためには、必要な財源の確保が不可欠であるとともに、現在施設内で行われているケアの現状を詳   
細に調査・分析し、その結果を十分に踏まえて、ケアのあり方とこれに必要な人員配置や措置費の算定のあり方について検討する必要がある。   

したがって、厚生労働省が来年度にかけて行うことを予定している「施設ケアに関する実態調査」の結果を中心にその他の調査研究の状況もあ   
わせて踏まえながら、本尊門委員会において、その具体化に向けた検討をさらに進めていくこととする。  
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社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会  
の設置について  

平成19年9月7日   

1．設置の趣旨   

社会的養護を必要とする子どもの増加や虐待等によ  

る子どもの抱える背景の多様化・複雑化を踏まえ、児童  
の社会的養護の拡充に向けた具体的施策を検討する  

ため、社会保障審議会児童部会に「社会的養護専門委  
員会」を設置する。   

2．構成等  
（1）専門委員会委員は別紙参照のこと。  
（2）専門委員会には委員長を置く。  
（3）専門委員会の庶務は、厚生労働省雇用均等・児童  
家庭局家庭福祉課において処理する。   

3．主な検討課題  

（1）子どもの状態に応じた支援体制の見直しについて  

（2）社会的養護に関する関係機関等の役割分担と機能  

強化及び地域ネットワークの確立について  

（3）自立援助ホームの見直し等自立支援策の拡充につ   

いて  

（4）人材確保のための仕組みの拡充について  

（5）措置された子どもの権利擁護の弓垂化とケアの質の確  

保のための方策について  

（6）社会的養護体制の計画的な整備について  

（7）その他  

社会保障審議会児童 部会  
社会的暮護専門委員会 委員名簿  

委 員 名   所  属   

全 国児童 自 立支援施設協議会顧 問  
相 澤 仁  

国立武蔵野学院 施設長   

全蜜乳児福祉協議会制度対策研究委員全委員長  
今 田 義夫  

日 本赤十字社医療センター附属乳児院 施設長   

全 国母子生活支援施設協議会副会長  
大塩 孝江  

倉 明 園 施設長   

大島 祥市   
全国 自立援助ホーム連絡協議会監事  

ベアーズホーム 施設長   

奥山  眞紀 子  国立成育 医療センターこころの診療部長   

柏 女  霊峰  淑徳大学総合福祉学部社会福祉学科教授   

全 国里親会理事  

木ノ内 博通      前千葉県里親会会長   

榊原 智子  読売新聞東京本社生活情報部記者   

庄 司  順 一  青山 学院大学文 学部教授   

松風 勝代  大阪府健康福祉部児童家庭室家庭支援課長   

全国情緒障害児短期治療施設協議会幹事  
高 田 治  

横浜いずみ学園 施設長   

豊岡 敬   
東京都福祉保健局参事  

足立児童相 談所長   

西 澤 哲   山梨 県立大学人間福祉学部教授   

全 国児童家庭支援センター協議会副 会長  

藤井 美憲       愛泉こども家庭センター 施設長   

全国児童養護施設協議会副 会長  
藤 野 興一  

鳥 取こども学園 施設長   

山懸 文治  大阪市立大学生活科学部人 間福祉学科教授   

吉 田 恒雄  駿河台 大学法学部教 授   

◎委 員長  （敬称略、五十音順）  
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施設機能見直しのための調査の目的  

↓社会的養護専門委員会報告書（平成19年11月）より  
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施設機能見直しのための調査のイメージ  

現在施設内で行われているケアの現状を詳細に調査・分析し、ケアのあり方と  

これに必要な人員配置や措置費の算定のあり方について検討  
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：平成20年10月社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会資料より：  
」＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

平成19年度社会的養護施設に関する実態調査結果（ポイント）  

1．調査概要  

【社会的養護施設に関する実態調査】   
◇施設調査  

社会的養護を必要とする児童が入所する施設のケアの形態や運営状況等、及び児童の在籍状況調査   

◇児童個票調査  

社会的養護における入所児童の心身の状況や入所児童に対するケアの適合状況、及びケアの負担状況調査   

◇職員勤務状況調査  

社会的養護における職員の職種別配置状況や勤務状況の調査  

2．施設調査集計結果より   

・在籍人数（平成20年3月1日現在）※有効回答施設分のみ  

施 設 種 別   乳児院   児童養護施設  情緒障害児短期治療施設  児童自立支援施設   
母子生活支援施設  

世帯数   人数   

施   設   数   112か所   489か所   26か所   40か所   240か所   

在籍人数   3，023人   27，842人   949人   1，489人   3，677世帯  10，120人   

・ケアの形態（児童養護施設 施設    数：489か所）  

大舎   中舎   小舎   
小規模グルー  
プケア   童養護施設   プホーム   

数  370   95   114   212   55  保有施設   

数   ％  75．8％   19－5％   23．4％   43．4％   22．7％   11．3％   

舎  数  476   220   444   212   116   98   

一舎あたり定員数   平均   45．65   15．43   8．82   7．27   5．99   6．06   

一舎あたり在籍児童数   平均   42．09   14．46   8．36   7．14   5．81   5．58   
当該ケア形態における  

職員1人あたり児童数  
平均   4．43   3．91   3．39   3．08   2．75   2．59   

8   
※職員一人あたり児童数は、常勤換算した直接ケア職種の配置職員数にて算出  
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：平成20年10月社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会資料より： し 
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3．児童個票集計結果より  

・養護問題発生理由（上位5位）※複数回答  

施設種別  乳  院  児 童 養 護 施 設  情緒障害児短期治療施設  児 童 自 立 支 援 施 設   

①母の精神障害等   ①母の放任・怠だ   ①児童の問題による監護困難  ①児童の問題による監護困難  

②両親の未婚   ②父母の離婚   ②母の虐待・酷使   ②父母の離婚  

内  容                    ③母の放任・怠だ   ③母の精神障害等   ③母の放任・怠だ   ③母の放任・怠だ  

④破産等の経済的理由  ④母の虐待・酷使   ④父母の離婚   ④父の虐待・酷使  

⑤母の就労   ⑤破産等の経済的理由  ⑤母の精神障害等   （9母の虐待・酷使   

・母子生活支援施設の主たる入所理由（上位3位）※単独回答   

①夫などからの暴力、②住宅事情、③経済事情  

・身体疾患■身体障害有の割合  

施設種別   乳児院   児童董妻    施設   情緒障害児短期治療施設  児童自立支援施設  母子生活支援施設   

％   28．7％   22．  2  ％   29．8％   16．1％   14．6％   

・発達障害・行動障害等有の割合  

施設種別   乳児院   児童養護施設  情緒障害児短期治療施設  児童自立支援施設  母子生活支援施設   

％   13．3％   20，0％   69．3％   39．6％   12．0％   

・被虐待児童の割合  

施設種別   乳児院   児童養護施設  情緒障害児短期治療施設  児童自立支援施設  母子生活支援施設   
％   34．6％   59．2％   77．7％   63．5％   43．7％   

・ケアの適合状況（当該施設におけるケアが適していないとされた児童等の割合）  

施設種別   乳児院   児童養護施設  情緒障害児短期治療施設  児童自立支援施設  母子生活支援施設   

％   16．2％   9．7％   11．8％   11．4％   12．0％   

4・闇翔書斎胤の状況（調査対象1週間の合計勤務時間）  

施設種別   乳児院   児童養蓋    施設   情緒障害児短期治療施 設  児童自立支援施設  母子生活支援施設   

間数   43．32   平均勤務時    49．  8  6  48．79  47．66  43．18   
9   
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：平成21年5月社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会資料より ：  
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平成20年度社会的養護における施設ケアに関する実態調査タイムスタディ調査の実施状況（報告）  

1．タイムスタディ調査について  

①調査対象施設数  
○児童養護施設  

○乳児院  

21か所  

4か所（20年3月調査と合わせて6か所）   

○情緒障害児短期治療施設 3か所   
○児童自立支援施設  2か所   

○母子生活支援施設  4か所  

②調査対象施設の選定条件等   

調査対象施設の選定については、施設種別ごとに職員配置等の条件で抽出を行ったリストの中から、各施設協議会より推   
薦を受けた施設のうち、調査の協力が得られた施設とした。  
児童 書 寺   

職員配置等   ケア形態   対象ユニット数   対象施設数   総児童数   

手厚い配置   
大舎   ユニットを分割   11か所   196人  

小舎りト規模   2ユニット   7か所   113人   

平均的な配置   大舎・中舎   ユニットを分割   3か所   52人   

計  21か所   361人   

職員配置等   ケア形態   対象ユニット数   対象施設数   総児童数   

手厚い配置   
小舎りト規模   2ユニット   2か所   24人  

小舎りト規模以外  1ユニット   2か所   

計  
31人  

4か所   55人   

○情緒障害児短期治療施設  

職員配置等   ケア形態   対象ユニット数   対象施設数   総児童数   

入所率高い（80％以上）  大舎   ユニットを分割   1か所   9人  

手厚い配置  小舎り小規模   2ユニット   2か所   29人   

計  3か所   38人   

○児童自立支援施設  

職員配置等   ケア形態   対象ユニット数   対象施設数   総児童数   

入所率高い（60％以上）  夫婦制   1ユニット   1か所   12人  

手厚い配置  交代制   1ユニット（寮舎）   1か所   12人程度   

計  2か所   24人程度   10   
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：平成21年5月社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会資料より  

○母子生活支援施設  

職員配置等   ケア形態   対象ユニット数  対象施設数  世帯数  総児童数   

本国のみ   入所世帯すべて   2か所   38世帯   
入所率高い（70％以上）  

71人  

手厚い配置  
本園及び  

入所世帯すべて   2か所   了4世帯   135人   
小規模分園  
計  4か所  112世帯   206人  

③調査の概要  

本調査は、「施設職員の業務量調査（1分間タイムスタディ調査）」と「入所児童の状態調査（アセスメント調査・突発事象等調査）」  
の二つの調査により構成される。   
1）施設職員の業務量調査（1分間タイムスタディ調査）  

・入所児童に対し、どのようなケアを、どのくらい（時間）、施設職員が提供しているのかを数量的に把握する目的で実施する調査0  
・調査は、児童を日常的にケアする職員が行う2日間タイムスタディ調査（他計式）と、児童を日常的にケアする職員以外が行う7  
日間タイムスタディ調査（自計式）の二つを行う。  

2）入所児童の状態調査（アセスメント調査・突発事象等調査）  

・入所児童一人ひとりの心身の状態や突発事象等を把握する目的で実施する調査。  
・調査は、調査対象とする児童一人ひとりに対して行うアセスメント調査と、突発事象等調査の二つを行う。   

④調査に用いる調査票等（略）  

2∴スケジュール  

①説明会の開催  

○乳児院、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設  
平成21年1月23日（金）13：30～17：∽（東京会場）  

平成21年1月26日（月）13：30～17：00（大阪会場）  

○母子生活支援施設  
平成21年1月28日（水）13：30～17：00（東京会場）  

○児童自立支援施設  

平成21年2月23日（月）、2月27日（金）個別説明  
②調査の時期  

説明会終了後、施設内における準備終了後、2月中旬～3月中旬  
③調査票の回収  

3月中旬～下旬  

3．グループインタビュー」こついて   

タイムスタディ調査の実施後に、調査時に、調査対象施設において調査員となっており、日常的に児童への直接的なケアに従事して   
いる職員を対象とし、調査当時の児童の状態とケア時間一内容についてのグループインタビュー調査を実施する。   
グループインタビューの目的は、児童の臨床像とケア時間の多寡との関連性をグループインタビューを通じて明確にすることである。11   



1・嘲日向ぼっこ」とは？！   
私たち特定非営利活動法人社会的養護の当事者参加推進団体「日向ぼっこ」は社会的養護の当事者参加   

の実現やネットワーク創りをめざすべく集まった当事者グループです。  

結成 月2～4回のペースで勉強会を重ねる  

社会的養護を経験した人が気軽に集まれる場所  

「日向ぼっこサロン」を東京都新宿区中落合に開設  

職員体制を採る  

特定非営利活動法人として認可  

東京都「地域生活支援事業」受託開始  

「日向ぼっこサロン」を東京都文京区湯島に移転  

2006年3月  

2007年4月  

2008年4月  

7月  

8月  

2009年4月  

運営している私たちも  

施設や里親家庭で  

生活していました。  

（≡≡〉（≡婚Q≡〉◎◎（室⊇〉（≡∋（萱）  

正会員9名で運営しています  

2．活動内容秒居場所・相談事筆（地嘩生活支硬事筆）  
15～18歳で社会的養護の措置解除となる若者たちが、気軽に   

集まれる居場所を運営しています。多くの方々は親御さんがお  

らず、居たとしても親らしい関わりやサポートは望めません。  

そんな方々にとって、家庭のようにくつろぎ、日々の喜怒哀楽   

を分かち合い、明日へのパワーを充電していただくための居場  

所が「日向ぼっこサロン」です。昨年度8ケ月間は210日開館   

し、延べ1201名の方々にお越しいただきました。  

必要に応じ、相談やサポートも行っています。相談・サポート内容は大きく分けると2分類。就労や生  

活困難に関してと生きづらさや親・施設への思いの整理など精神的なものです。   

前者のご相談に関しては、月単位の収支を確認して貰い貯金額を設定しその後を見守ったり、ステ  

ップアップできるよう、高校卒業資格認定試験や定時制高校の受験に向けての学習支援、逼迫されて  

いる方には役所に同行し生活保護の申請を行ったりと、その方々に合わせてそれぞれです。   

後者のご相談に関しては、じっくりお話をしていくことに限   

ります。受け止められること、「自分だけじやない」「仲間がい  

る！」といった思いから、多くの方は徐々に明るくご自身の力   

で前進されていきます。  

※社会的養護の当事者団体は日向ぼっこの他にも、千葉・愛知・   

大阪・鳥取と増えつつあります。  
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3．活動内容（卦 当事者の声、集約・啓発事業  

社会的養護はまだまだマイノリティの分野であり、当事者活動も   

進んでおりません。ご高齢の方や・ハンディのある方の分野は、そ   

の方ご自身が語れなかったとしても、ご家族が代弁者となり、権利   

擁護が可能です。しかし、家族から見放されてしまった私たちは   

私たち自身が声を上げていかなければ、援助や政策をよくしてい  

先日の虐待防止シンポジウム  

の様子です  

市民・援助者の方々への講演・  

研修の他に、施設に出向いてお  

子さんたちとお話することも  

あります。  

くことはおろか、市民の皆様に知って頂くこともできません。  

何か悪いことをしたわけではないのに、育ちの時点でハンディを被り、  

的養護の下の子どもたち。そのハンディを解消するために、私たちは声を集め、発信しています。   

社会的養護を多くの方々にご存知頂けるように長い間、あたためてきた日向ぼ  

っこの本がついに完成しました。   

タイトルは、「施設で育った子どもたちの居場所『日向ぼっこ』と社会的養護」！   

この本や日向ぼっこの活動を通じ、社会的養護に関わってくれる方が増えれば  

この上ない幸せです。  
啓発のための本も出版しました！  

4．日向ぼっこサロ吊こ集う施設を巣立った人たちの声をご紹介します！  

1）養育面 「施設・里親家庭間わず、不調時に子・養育者共に冷静になるためのサポートの充実を」  

2）教育面（1）「遅れを取り戻すことを保証して」（2）「最低限、高校卒業を目指して」  

（3）大学等進学「お金がない事が障壁にならないように、奨学金や福祉貸付の活用を」   

3）人的資源面（1）親子関係に代わる関わり（＝職長・養育者）「どんな子どもにも大人と1対1でじっくり話し  

合う時間は必要」「人手が足りないと言えども、誰でもいいわけではない」「職員を評価するシステムが必  

要。子どもにとってよくない職員は解雇されるように。また、子どもにとっていい職員は長く働けるように」  

（3）家族関係の調整・家族への支援「親が全くいない子どもには、より大人と愛着関係を築けるように  

配慮を（基本的には里親委託を）」  

4）その他（1）当事者活動の必要性「子どもが声を上げられる場所が必要」「子どもの気持ちを代弁する（権  

退所した人たちが集まり、助  利擁護）機関が必要」「帰る場所がないしんどさを緩和するために、   

け合える場所が必要」「子どもの声は元子どもが一番理解しやすい。いい意味でOB・OGを活用し  

三」（2）子どものための施設「施設を評価する仕組みを全国に導入して。子どもにとって悪い施設は改善  

しなくては運営できないように」（3）制度面「保証人がいないことでハンディを被らなくても済むように制度  

充実を」「社会的養護の下ではどうしても子どもが弱い立場に置かれてしまうので、きちんと権利擁護が保   

障されるように（施設内虐待の疑いがある時は、事前通告なく監査を／ケアの不服などを話し合える第三   

者の確保を）」  

つこ  特定非営利活動法人 社会的養護の当事者参加推進団体  

サロンの開館日  

水曜以外16～21時  
日曜日 11～17時  

〒113－0034東京者β文京区湯島2－12－2瑞穂ビル30  

03－5684－0977（お電話は開館時間内にお願いします）  TeトFax  

hinatabokko2006＠gmail．com 回http＝／／hinatabokko2006tmain・jp／  
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厚生労働省社会保障審議会少子化対策特別部会ヒアリング 参考資料  

平成21年6月25日  

特定非営利活動法人  

社会的養護の当事者参加推進団体  

日向ぼっこ 渡井さゆり  

1．社会的  の背景   

親の放任・怠惰・就労・虐待・行方不明・精神疾患など何らかの事情で親と暮らすことが困難な子ど  

もたちのセーフティーネットである社会的養護。現在、47，056人（社会的養護施設在籍人数43，423人 厚  

生労働省「平成19年度社会的養護の実態調査結果」・里親に委託されている児童数3，633人 厚生労働  

省「平成19年度福祉行政報告例」）の子どもたちが社会的養護の下で生活しています。   

確かに私たちは親から養育されなかった分、社会的養護の枠組みの中で養育されてよかったと言えま  

す。しかし、措置期間中にもっと育んで欲しかった面・ケアして欲しかった面などは沢山あります。は  

からずも私たちと同じように社会的養護を必要とするこれからの子どもたちにとって、社会的養護が十  

分に機能する仕組みとなるよう、私たちの経験談や要望をお伝えさせて］頁きます。  

2．ヒアリングの要点   

決して「かわいそう」と思われたいわけではありませんが、私たちは親がいないこと・親から虐げら  

れたことによるハンディを背負っています。その欠如感や不遇感などの処理は、こうした運命を背負っ  

た私たち自身の課題です。しかし、社会的養護の不十分  

けではどうにもならない大きな課題です。  

さや退所後＿の赫との不集合は私たちの努力だ  

社会的養護の不十分さ   

⇒養育面・教育面・精神面での未発達／私たち特有の課題に対してのケアがなされないままの退所  

匡司担い手が不足しています  

→子どもと一緒に生きてくれる養育者・ボランティアの方々が必要です！  

退所後の環境との不整合   

⇒現代社会で15～18歳で自立することの一般とのギャップ／親や保証人がいないことによる障壁  

区画社会的養護の下で生活していた私たちは圧倒的にマイノリティであり、退所後支えもありません  

→条件が不利でも一生懸命努力すれば、それなりの暮らしができるように、制度の充実が必要です！  
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3．社会的  の現状  

匝司社会的養護の下で生活していた人たちの、社会的養護に関しての声   

1）社会的養護の不十分さ  

（1）養育面  

①安心・安全が必ずしも保障されていない（強制・威圧・暴力・虐待からの無力感・怯え）  

②自活に向けての能力が育まれていない（希望する選択・決定の経験不足や無力感）  

（2）教育面  

①学習の遅れを取り戻すことが保障されていない（学歴のハンディを一生背負っていくことに）  

②学校が馴染まない子どもにも多様な進路選択を（高校卒業資格認定試験の活用など）  

（3）人的資源面  

①養育者が親子関係に代わる関わりになりえていない（養育者の言動に傷つくことも）  

②家族関係の調整・家族への支援がなされていない（措置解除後にまた家族の問題に振り回される）  

（4）精神面  

①生い立ちの整理がなされない（自分の人生が自分の知らないところで動いていく）  

②個々のハンディ・課題へのサポートがなされていない（どの子どもも個別のケアが必要）  

2）環境・現行制度との不整合  

（1）措置解除後のハンディ  

①同世代で自活している人は殆どいない（仕事がない／同世代と比べてしまい苦痛）  

②保証人や困った時に相談できる人の不在（劣等感・不遇感が孤立や無気力に繋がる）  

（2）権利擁護  

①インケア中も措置解除後も権利擁護がなされていない（制度の充実に繋がらない）  

②帰る場所がない（弱い立場が孤立しさらに悪くなってしまう→措置解除後集える場所を）   

1  

必ずしも本人の努力不足とは言えない、社会的養護の不十分さや現行制度との不整合が社会的華護の王  

で生活した人の生きづ烏さの原因となっています   



21・6．25資料  

神奈川県厚木児童相談所 山野良一  

［社会的養護について］  

1．セーフティ   

○ 施設内虐待一神奈川県の取り組み（子ども人権審査委員会）   

○ 子ども間の暴力・いじめの連鎖  

・ 加害児もかっては被害児  

2．パーマネンシー   

○ サイコロジカル・ペアレント（心理的な親）・・・「安定」した「恒久的」な「特  

定」の大人との関わりが保障されているのか  

○ やる気のある職員たち（若者たち）が仕事を継続できる体制にあるのか  

・欧米では、子ども1対 職員1  

3．ウエルビーイング   

○ 社会的養護の中の子どもたちの健康、情緒、学力を向上させるという視点（客観  

的な調査の必要性）   

○ 自立支援に欠けている視点一不利な子ども時代体験の連鎖を防ぐ  

・社会的養護の経験者だからこそ高等教育の保障を   



［現代の貧困家庭の課題について］  

1．余裕のなさ   

○ ひとり親家庭  

・仕事、家事、育児  

・職場（非正規・派遣労働）と育児の板ばさみ  

・削られる子どもへの関わりと子どものアタッチメントや発達への影響  

2．低賃金（働き方）の問題性  

○ ダブルワークや長時間労働   

○ 夜間労働や変則勤務（土日勤務）一子どもを危険にさらす  

3．孤立   

○ 頼りになる親族の少なさ一親の親も社会的に不利な状況を生きてきた  

○ 地域社会の中でも、近所づきあいは少ない  

・情報へのアクセスの不足→コーディネーターの必要性  

4．居住空間   

○ 狭い集合住宅や賃貸アパートでの生活一思春期の子どもにとってのリスク  

○ 無理をして家を購入する場合  

5．教育費の高さ  

○ 義務教育での教材費などにかかる費用一就学援助制度の課題  

○ 高等教育の学費の高さ － あきらめ  

○ 私立高校への進学の困難さ  

6．保育所の重要性  

○ 幼い子どもたちにとっての「貧困の防波堤」  

○ 子どもたちの成長の保障  

○ 親たちの精神的なサポート  

○ 地域の子育ての拠点  

・ 保育所ソーシャルワーカーの必要性  

○ 保育所の偏在性の課題  

・ アクセス（交通手段）の問題  

7．子育て家族にとってのセーフティネットの欠如   

○ 失業や病気をした時のセーフティネットが働かない  

・保育料や国民健康保険料の減免措置が確実に機能しているのか？（制度の広報  

は十分なのか？）  

○ 失業保険や労災への未加入  

○ 生活保護申請の壁  
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◆平成20（2008）年11月20日 朝日新聞 東京夕刊   

子ども間暴力、遇に99件 膚待被害「負の連鎖」 都の児i養護施設24カ所調査   

東京都社会福祉協議会児童部会が都の児童養護施設を調べたところ、入所する子どもた  

ちの間の身体的暴力が1週間で99件発生していたことがわかった。子どもから暴力などを  

受けたことがある職員も6割を超えた。養護施設で暮らす子どもの6割は虐待を受けた上  

で入所しており、「負の連鎖」の様子が浮き彫りになった。   

こうした実態調査は全国で初めてで、高知市で開かれている全国児童養護施設長研究協  

議会で20日報告された。 調査は59施設に対して07年10月に実施。同月15日から1週  

間の発生状況を調べた子ども間の暴力については48施設から、職員の被害については919  

人から回答を得た。子ども間の身体的暴力は半数の24施設であり、総数は99件。都の施  

設で生活する子どもは約3千人いるが、単純計算すると、子ども間の暴力は年間で6400件  

程度はあると推計されるという。大部分が下校後から就寝までの時間帯で、毎日まんべん  

なく起こっていた。加害児童は幼児から中学生まで同じように分布していたが、被害を受  

けた子どもは小学校中学年以下に偏っていた。週に1回以上の暴力を受けている子どもの  

割合は6割近くにのぼった。   

一方、職員に対する調査では、子どもから身体的暴力、凶器や言葉による脅しなどを受  

けたことがあると答えた人は6割強。1年以内に暴力を受けた人は4割近い。1年以内に  

職員に暴力をふるった子どもの数は756人で、1施設あたり約16人。入所児童の3～4人  

に1人が1年以内に職員に暴力をふるっていると推察される。職員に暴力をふるった原因  

や状況は「八つ当たり」「トラブルの介入時」「施設のルールに対する不満」が多かった。   

調査では、「暴力は認めない」という子どもへの働きかけや死角を作らないなどの環境整  

備、職員間の理解協力態勢の強化など施設側の取り組みも聞き、対応マニュアルも作成し  

た。調査を担当した児童養護施設「クリスマス・ヴィレッジ」（東京都足立区）の黒田邦夫  

施設長は「発覚したものだけなのでこれがすべてではないだろう。虐待を受けた児童が大  

量に入所し、暴力に対してハードルの低い子どもが増えている結果で、早急な対応が必要  

だ」と話している。   

◇「社会的な養育放棄」   

高橋王宏・東洋大教授（子ども家庭福祉論）の話 児童養護施設はどこもほぼ満杯で、  

発達障害、知的障害を抱える子どもたちも増え、対応が難しくなっている。虐待を受けた  

子どもは連鎖で暴力をふるう側になる傾向が強い。30年変わっていない子ども6人に職員  

1人という職員配置基準や児童相談所の一時保護所も引き受ける余裕がない状態では、施  

設が社会的に「ネグレクト（養育放棄）」されていると言ってもおかしくない。  
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◆平成20（2008）年11月15日 洗売新W  

［児童膚待を断つ】（下）保護先でまた、ぶたれた 力足りぬ施設（連載）   

◇「反抗的」な子、力足りぬ施設   

大学を卒業した6年前、北関東の児童養護施設で働き始めた女性（28）は、我が目を疑  

った。男性職員が突然、スリッパで子どもの頭をたたいたからだ。この職員は園長の実弟  

で、施設内を取り仕切っていた。子どもが外出できるのは月に1、2回、「それも、園長や  

男性職員に気に入られた子だけ」。言うことを聞かないと車で近くの山に連れて行かれ、「置  

き去りにするぞ」と脅された。「やり過ぎではと言っても、『悪いことをしたから当然だ』  

と取り合ってくれなかった」。失望した女性は約1年で退職。後に、男性が副園長となり、  

体罰が一層激しくなっていることを知った。他の元職員らに呼びかけて実態を探り、昨年、  

県に告発した。県の立ち入り調査で、子どもを倉庫に閉じこめるなどの行為が確認され、  

改善が指示された。現在は別の施設で働くこの女性は「家庭で虐待を受け、保護された先  

でまた虐待されるなんてひどすぎる。でも、施設で働いていれば、そういう現場を目にし  

たことがない人の方が少数派」と打ち明ける。  

◎   

安全、安」L、なはずの施設や里親家庭で起きる「施設内虐待」。その原因について、西南学  

院大学准教授の安部計彦（かずひこ）さん（児童福祉学）は「自分を心から受け入れてく  

れるのか確認するため、わざと反抗的な態度をとる『試し行為』など、虐待を受けた子ど  

もに特有の行動が引き金になっている」と指摘する。「『殴れるものなら殴ってみろ』など  

と子どもに挑発された職員がカッとなり、体罰などにつながってしまう」というのだ。   

保護先の環境の悪さも挙げられる。子どもにとっては、大人数の中で暮らすこと自体が  

ストレスになる。安部さんらが2005～06年度に児童相談所の一時保護所を対象に行った調  

査では、子どもの数が21人を超えると、子どもから職員への暴力は飛躍的に増えた。それ  

がまた職員からの虐待につながってしまう。施設内虐待の実態をつかもうと、厚生労働省  

も今国会に提出した児童福祉法改正案に、施設と里親家庭での虐待禁止規定を初めて盛り  

込み、発見した場合の通告義務も明示した。   

悩む現場で、注目されている試みがある。東京都足立区の児童養護施設「クリスマス・  

ヴィレッジ」の園長、黒田邦夫さん（56）が実践している施設改善法だ。黒田さんは02年、  

職員による虐待が発覚した「筑波愛児園」（茨城県つくば市）の立て直しに成功した。1人  

の職員が数人の子どもを担当し、問題を1人で抱え込んだことが体罰につながったと見て、  

40人の子どもを3グループに分け、複数の職員がそれぞれ担当するようにした。職員には、  

子どもたちと話し合うように指示。暴力的な子どもを恐れる職員もいたため、2人1経で  

一人一人に向き合うようにした。すると、子どもは落ち着き、子ども同士のいじめも減っ  

たという。黒田さんの元には今、施設の改善を目指す各地の職員から相談が寄せられる。  

黒田さんは言う。「日本の児童福祉の予算は諸外国に比べ、格段に乏しい。子どもへの社会  

の無関心こそが、虐待を生む温床だ」  
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資料5  

第24回社会保障審議会少子化特別部会 （2009．6．25） 資料（阿部彩）  

1．子どもの相対的貧困率の上昇  

OE⊂D主要国の子どもの貧困率の推移  

ヱ5．0亡L〔．  

之00■二■て．  

日本の子どもの相対的貧困率は約  

13．7％（2004年値）．OECD諸国の中で   

は23カ国中9番目に高いこの値は  

1990年代から約2％の上昇している．日   

本においては、高齢者が依然として一番   

高い貧困率を示しているものの、高齢者   

の貧困率は横ばいもしくは減少してい   

るが、子どもの貧困率は上昇している。  

出所．OECD（2008）戊℃m〃gLbe9U∂ノク九come   
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2．どのような子どもがそキ困か  

子どもの属する家族構成（2004）  
構成比（割合）貧困率（％）  

両親と子のみ世帯  63．2％  

三世代世帯  28．5％  

母子世帯＊1  4．1％  

父子世帯＊1  0．6％  

高齢者世帯＊2  0．1％  

その他の世帯  3．4％  

＊1親1人と20歳未満の子のみの世帯  

＊2高齢者世帯は標本数が15と少ない  

家族柵成別に子どものZ′〔困率をみると、母子世イ附こ屈する子どもの往困率   

が66％と突出している。このため、母子世帯に屈する子どもの偶成比は小   

さいものの、賃困の子どもの約3割～4割は母子世帯の子どもと推計され   

る．両親と子のみ（核家族）世イ附こ屈する子どものi：†困率は11％であるが、   

偶成比が大きいため、往困の子どもの約5剖である．子どもの竹園は、ど  

のような家族梢成にても見られる現象である．  
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（％）  子どもの年齢別の貧困率  
子どもの年齢別に見ると、0～2歳の子どもの往困率が一番il●Jiく、  

年齢の上昇とともに賃困率も減少する．2001年から2004年にか   

けて、子ども全体の賃困率は若干減少したものの、0～2歳（お   

よび12～14歳）の子どもの貧困率は上昇した．この年齢眉の貧   

困率の上昇は、若い親の扉用状況の悪化によるものと考えられる．  
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出所阿部彩，2009，『子どもの賓匪廿岩濾暮店  

税の就労状況と子どもの＝路困率は深い関係がある．親が「1年未満の契  

約、内職、家族従業者」または「自営‥業者」の子どもの往困率は3割に  

近い．  

出所 阿部彩（2009）『子どもの貧困』岩波古店   



第24［司社会保障審議会少子化特別部会 （2009．6．25） 資料（阿部彩）   

3．子どもの貧困が及ぼす影響  

貧困とアウトカムをつなぐ「経路」  
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親の就労状況  子育て時間  
の不足  

保育の不足  

出所：Seccombe（2007、和訳小西2008）の図をもとに筆者追加  

子ども期の貧困は、成人しても継続するさまざまなアウトカムに影響する。特に幼児期（0～5歳）の貧困経験が将来にわた  

って大きな揖響があると報告されている（DuncとIn＆Brooks・Gunneds．1997）．貧困とアウトカムをつなぐ経路は多岐にわた  

（閂のi恒、就学前教育、食料給付、給食、保育、親の就労支援等）  るものの、子ども期の貧困に対する所得保障および現物給付   

は、不利を緩和する効果がある．  

Duncan＆Brooks・Gunn（1997）（詣DSequeDCeSOF〔存owlhg坤A）017RussellSageFoundation，NewYork  

4．日本の子どもの貧困の特徴  

① 母子世帯‥を始め、「特定世帯」の往困率が突出   

● 子どもの屈する世帯の多様性 （母子・父子世帯は他の先進諸国より少ないものの、三世代世帯、高齢者世帯等も存在す  

る）－これら世措を湘れなく対象とする必要性  

② 政策による貧困削減効果の少なさ   

● 政策による子どもの竹困の削減効果がほとんど存在せず、また、唯一存在していた母子世帯に対する効果も減少（再分配  

前および再分配彼の往困率の差）   

● 一方で、再分配前の子どもの貧困率は但ヒ   

● 貧困ギャップでみると、子どものそれは高齢者などに比べて比較的に少ない  

③ 女性の就労による彷困削減効果が少ない   

● 共働き世帯の子どもの貧困率と、片側き世帯‥のそれとの差がほとんどない（女性の就労が子どもの彷困の角糾肖の手立てと  

はならない）   

● 一方で、片側き世帯の往困率は垣ヒ（比較的に所得の高い片働き世帯と、所得の低い共働き世帯）  
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今後の保育関係の検討の場の設置について（案）  

1．  設置の趣旨  

○ 第1次報告を踏まえた今後の検討に向けては、特に保育関係の検討項目  

が専門的かつ分量が多い（※参考資料）ため、少子化対策特別部会の下に、  

2つの専門委員会を設置することとする。  

2．今後の検討の進め方等  

○ 保育関係の今後の検討については、2つの専門委員会が中心となって議論  

し、少子化対策特別部会においては、定期的に2つの専門委員会からの報告  

を受け、それを踏まえた議論を行うものとする。  

0 2つの専門委員会は、少子化対策特別部会の委員の一部のほか、保育関  

係者、学識経験者等から構成する。   



参考資料  
（平成21年5月19日  

少子化対策特別部会資料6）  

第1次報告を踏まえた今後の主な検討課題   
一次世代育成支援のための新たな制度体系の設計－  

《「新たな保育の仕組み」の詳細設計》  

○ 保育の必要性等の判断の仕組みの詳細一 需要が供給を上回る地域における対象者間の優先度判断の必要性の有無・方法／定期的・短時間利用や不   
定期な利用についての受け皿のあり方／保護者が非就労である障害児の取扱い／兄弟姉妹がいる場合の配慮／保障上限量（例えば過当たり2′～3区分）の判断のあ   

り方／保障上限量を超える利用に対する財政支援のあり方・負担のあり方／公正な選考を保障する仕組み／緊急的受け皿の確保策 等  

○ 保育の提供の仕組みの詳細 一 市町村の関与等の仕組み 等  

○ 参入の仕組みの詳細 一 基本的仕組み（客観的基準（最低基準による指定制を基本としつつ検討）／施設整備責（減価償却責）の運営費上乗せ、会計基準   

の適用、運営費の使途制限の見直しに関する詳細／突然の撤退等により子どもの保育の確保が困難となることがないような措置（指定基準等）／公費による給付の   適正性を確保するための方策 等  
○ 責用設定・費用の支払い方法の詳細 一 付加的サービスの価格設定等、費用の支払い・保育料徴収の具体的方策等  

○ 認可保育所の質の向上の詳細一 保育所に求められる役割、専門性の高まり等に対応した質の向上（職員配置、保育士の処遇、専門性の確保等）の詳   
細／研修の制度的強化、実務経験と研修受講を通じたステップアップの仕組み、研修受講を可能とする配置基準の見直しの詳細／ステップアップした者の配置の費   
用支払い上の評価等による処遇改善の詳細／保育士の計画的養成等  

○ 認可外保育施設の質の引上げの詳細一 経過的な最低基準到達支援の対象／無資格者の資格取得の仕組みなど従事者に対する研修のあり方／需要を   

満たし得ない地域における利用者間の公平性確保の方法／小規模サービス類型の基準等／早朝・夜間帯保育の基準等 等  

○ 地域の保育機能の維持・向上の詳細一 小規模サービス類型の基準等／多機能型の基準等／人口減少地域における保育機能のあり方等  

○ 多様な保育サービスの詳細 一 早朝・夜間帯保育の基準等／計画的整備を行う仕組み／需要がまとまらない地域の実施方法／延長保育利用者が少ない   
場合の最適な保育の提供／小規模サービス類型の基準等／病児一病後児保育の水準の保障、利用しやすい多様なサービスの量の拡充に向けた仕頼み 等  

○ 情報公表■評価の仕組みの詳細 一 公的主体による情報公表制度の具体化／質の確保された公的保育であるかが明確に判別できる方法／第三者評価   
機関の水準の向上、評価項目のあり方、受審促進の方策等 等  

《放課後児童クラブの仕組み》  

○制度上の位置づけ（市町村の実施責任、サービス利用方式、給付方式等）及び財源のあり方  

○場所の確保（小学校の積極的活用等）、人材の確保（職員の処遇改善等）  

○ 対象年齢  

○サービスの質の維持・向上のための基準の要否、そのあり方、担保方法  

○ 一体的運営を行っている場合の位置づけ（人員配置、専用スペースの基準等）   



《すべての子育て家庭に対する支援の仕組み》  

（一時預かり）  

○ 制度上の位置づけ（市町村の実施責任、サービス利用方式、給付方式等）及び財源のあり方  

○地域子育て支援拠点事業とともに実施することの意義、事業運営の安定性確保、近接するサービスとの関係整理 等  

（乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業・地域子育て支援拠点事業）  

○ 制度上の位置づけ及び財源のあり方  

○ 取組促進の方策  

（その他多様な子育て支援の取組等）  

○ 制度上の位置づけ及び財源のあり方  

○ 地域特性の応じた柔軟な取組を尊重しつつ、積極的取組を促すための支援  

○担い手の育成、親がやがて支援者に回れるような循環を生む環境づくり、研修やバックアップ等の強化等質の向上、コーディネート   
機能の位置づけ 等  

《経済的支援》  

○ 育児休業給付、児童手当や税制上の配慮を含めた経済的支援の充実（※サービス（現物給付）の拡充に優先的に取り組む必要に留意）  

《情報公表■評価の仕組み》  

○情報が必要な時に容易に入手できる環境整備（コーディネート機能の仕組みと併せ）  

○ 公的主体による情報公表制度の具体化  

○ 第三者評価機関の水準の向上、評価項目のあり方、受審促進の方策等 等  

《財源・費用負担》  

○ 社会全体での重層的負担イ目的・受益」と連動した費用負担  

・国と地方の最適な負担、不適切な地域格差が生じない地方財政への配慮  
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 多様な主体による寄付の促進方策   

O「包括性・体系性」「普遍性」「連続性」の制度設計上の具体化  

○妊婦健診t乳幼児健診など母子保健事業、社会的養護、出産関係給付、育児休業給付等の新制度体系における位置づけ   
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夢β青 身め＃会の真贋  

安心＃会の真贋のため仁、＃会∠熱轡の脚化■効率化と虐滑を劇とLた生一昔安   

心腐摩の斉膚碧を虐める。その離計二つい丁ぱ、窟丁＿章 4．「2ノの基本方針に霹   

っ丁彦虜する。夏た、一渚碧者政窟を潜めとする安全・皇居の彦凍害∴防衛・虜二好・   

眉安筈や教育の屠竺に原り潜む。  

1．生活安心保障の再構築  

（1）安心社会とは  

「安心社会」とは、国民が活き活きと働く機会が確保され、働くことが報われ  

る公正で活力ある社会であり、また、人が助け合い、いたわり合い、支え合う  

社会である。こうした安心社会を実現するためには、現役世代支援も含めて、  

全生涯・全世代を通じての「切れ目のない生活安心保障」を再構築する必要が  

ある。  

このため、持続可能性を確保しながら、社会保障の機能強化・効率化を図るこ  

とにより、高齢者施策を中心とする社会保障の「ほころび」に対応する。加え  

て、人生前半の安心保障について、若年層の雇用を軸とした生活安心保障を再  

構築するとともに、子どもの成長過程や生活に対応して少子化対策を抜本的に  

拡充し、社会の「安心」と「活力」を両立させる必要がある。  

（2）安心社会実現の道筋   

・上記の生活安心保障を再構築する取組を、中期的に下記の3つの局面に沿って  

同時に進める。その際、新たな費用負担を伴う施策については、国民の納得が  

得られるよう税制抜本改革を実施する前までに、改革内容や費用額を具体的に  

明らかにする。あわせて、格差の是正・固定化防止等の政策で、少子化対策に  

含まれる政策については、「中期プログラム」の枠内での確立・制度化を検討する。   

①安心再構築局面（2009年度～2011年度頃）  

この期間においては、優先課題の着実な実施と安心基盤の設計を行う。  

「中期プログラム」で示された社会保障の機能強化・効率化のうち、2011年度  

までに実施すべき重要事項にっいては、先般成立した平成21年度第1次補正予  

算27で対処することとなっている優先課題など（別紙1参照）を軸に、着実に実  

行に移す。   

・上記社会保障の機能強化・効率化のうち、2010年代半ばに向けた取組について  

は、税制抜本改革の検討にあわせて、「中期プログラム」の別添工程表で示され  

た諸課題（別紙2参照）を軸に検討を進め、対応策の具体化を行う。   

・子育て等に配慮した低所得者支援策（給付付き税額控除等）について、財源確  

ニ7「平成21年度一般会計補正予算（第1号）」（平成21年5月29日）  
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保方策とあわせ、制度設計の論点を含めて検討する。  

・幼児教育、保育のサービスの充実・効率化・総合的な提供、財源確保方策とあ   

わせた幼児教育の無償化について総合的に検討する。  

・雇用・生活保障セーフティネット（職業能力開発と一体となった求職者の所得   

保障）の整備・改善の財源の在り方を含めた検討、職業訓練やジョブ・カード   

制度の拡充、高等教育における職業適性診断等職業指導の推進、国と地方の連   

携による地域のニーズに対応した職業能力開発の実施、非正規雇用から正規雇   

用への転換促進、非正規雇用の待遇格差の是正（社会保険の適用拡大など）、仕   

事と生活の調和の推進など、雇用を軸とした生活安心保障政策の再構築を行う。  

・高齢者医療制度について、高齢者の心情等に配慮しつつ、より良い制度への見   

直しを着実に進める。  

・高額療養費制度等について、患者負担の現状や医療保険財政の状況等を踏まえ   

つつ、その在り方を検討する。  

・住まい・まちづくりと連動した単身高齢者等への支援（都市部を始めとするケ   

ア付き住宅や介護施設・拠点の整備、日常生活・見守りの支援、住替えの支援   

等）を強化する。  

②安心回復局面（2011年度頃～2010年代半ば）   

この期間においては、持続可能な財政構造の確立にあわせて、安心基盤を重点   

的に整備する。  

・安定財源を確保した上で、2015年までの「医療・介護及び子育てサービス・人   

材整備」目標を実現する。  

・幼児教育、保育のサービスの充実・効率化・総合的な提供を推進する。  

・子育て等に配慮した低所得者支援策（給付付き税額控除等）の検討を踏まえた   

対応、所得課税や資産課税ゐ見直しを通じた格差是正を行う。  

・修学困難な高校生・大学生への公平な教育機会の確保のための制度（授業料減   

免等教育費負担の軽減）の質的充実・拡大、若年層の人材投資（留学・研修へ   

の支援）の拡充を行う。  

③安心充実局面（2010年代半ば～2020年代初め）   

この期間においては、団塊世代が年金生活に入る本格的な高齢時代到来も踏ま   

えながら、各世代に対応したきめ細やかな以下の施策を通じて、安心の充実を  

図る。  

・若者世代：国際性や専門性が発揮できるような集中的な人材投資。  

・子育て世代：少子化傾向の反転につながる充実した子育てと就労の両立支援策。  

・働き盛りの中年世代：地域参加とリカレント教育（社会人に対する再教育）等   

を通じた複線化したキャリアパスの形成支援。  

・高齢世代：雇用や地域活動への参加機会の確保等を通じた「生涯現役社会」の   

促進、地域の中での生活支援・介護体制の整備。  

14   



（3）安心社会に向けての行政基盤の強化   

・安心社会に向けた行政基盤を強化するため、国民への総合的なサービスの提供、  

閣僚主導にふさわしい規模、地方分権の徹底、官民挙げた人材の投入などの視  

点を踏まえ、現行の行政組織の見直し・再編へ向けた検討を行う。   

・子育て支援、仕事と子育ての両立などの「少子化対策」や、困難を抱える子ど  

も・若者を助け、自立させるための対策を始めとする各般の「子ども・若者支  

援策」を総合的に推進するため、内閣府の体制を強化する。  

2‡．安全・生活の確保等   

（D 消責者政策等   

・消費者庁を創設するとともに、地方の相談窓口の充実や消費者教育の一体的な  

取組を図るなど、消費者行政を推進する。   

・公文書管理法制を確立し、国立公文書館を中心に公文書管理の体制を整備する。   

・輸入食品の監視等、食品の安全性の確保に係る取組を推進する。   

・契約内容の適正化等安心して民間賃貸住宅等に居住できる市場環境を整備する。   

② 生活支援等   

・障害者の生活支援や就労支援、雇用維持・拡大等の施策を進めるとともに、「自  

立支援法」28を見直す。   

・児童相談所の機能強化等児童虐待防止対策の強化を図る。   

・生活困窮者、失業者等に対する相談支援を推進する。   

・男女共同参画センターや女性センターなどによる女性のライフコースを通じた  

相談やネットワーク構築の推進を支援する。また、女性の就業支援を推進する。   

・子ども等への日本語指導等を含めた定住外国人への支援を推進する。   

・公的賃貸住宅への子育て支援施設の併設等を推進する。   

・生涯を通じて歯及び口腔の健康を保持する社会を目指し、8020運動罰を推進する。   

・がんの総合的な対策を講ずるとともに、難病対策を推進する。原爆被爆者対策  

を総合的に推進する。   

・新型インフルエンザ対策について、これまでの取組状況も踏まえ、国際的な協  

力も含め、万全の対応を図る。   

・子どもの健康と環境に関する研究の推進等、国民の安心を環境面で確保する。  

28「障害者自立支援法」（平成17年法律第123号）  

＝980歳になっても自分の歯を20本以上保つことを目標とした歯科保健の普及啓発活動。  

15   



3．防衛・防災・治安等  

① 防衛  

・北朝鮮によるミサイル発射、核実験など厳しさを増す安全保障環境に適切に対   

処するとともに、任務の多様化・国際化への対応を図るため、人的基盤や情報   

機能の重要性も踏まえつつ、「防衛計画の大綱」30の修正等の検討を進め、国の   

諸施策との調和を図る中で、効率的な防衛力の整備を着実に推進する。  

・米軍再編関連措置を着実に進める。  

・選択と集中の考え方の下、真に必要な防衛生産・技術基盤の確立に努めるとと  

もに、防衛調達等の改革を実施する。  

② 防災  

・集中豪雨の増加等の自然環境の変化も考慮しつつ、大規模地震、大規模水害・   

土砂災害、津波・高潮、豪雪、火山噴火等への防災・減災対策、渇水対策、社   

会資本ストックの予防保全対策、消防を戦略的・重点的に実施する。災害時等   

の安全な通行を確保するための道路整備、学校等の耐震化について、引き続き  

推進する。   

「宇宙基本計画」及び「地理空間情報活用推進基本計画」31に基づき、衛星によ   

る測位・監視技術等の活用による災害・安全保障情報の迅速な提供等を推進する。  

・地籍整備を推進する。  

③ 治安等   

「犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008」32を進め、「世界一安全な国、   

日本」を目指す。また、犯罪の見逃し防止及び公衆衛生の向上のため、法整備  

に向けた動きも踏まえつつ、死因究明制度に係る施策を着実に推進する。  

・海賊対策、海上保安の確保等海洋の安全、密輸阻止等の水際対策を推進する。   

「第8次交通安全基本計画」33に基づく取組を推進し、今後10年間で交通事故   

死者数の半減を目指す。また、「地域自殺対策緊急強化基金」の活用などを通じ、  

自殺対策を強化する。   

「官邸における情報機能の強化の方針」を踏まえ、内閣の情報機能を強化する。   

「重要インフラの情報セキュリティ対策に係る第2次行動計画」等を着実に実  

施する。  

・北方領土隣接地域の特殊事情等にかんがみ、交流等事業、隣接地域の振興、後  

継者の育成等を推進する。  

・司法制度改革の一環として、裁判員制度の円滑な実施・定着及び日本司法支援  

センターの業務と体制の充実を図る。  

・地域の暮らしを守る鳥獣被害対策を着実に推進する。  

30「平成17年度以降に係る防衛計画の大綱」（平成16年12月10日間議決定）  

31「地理空間情報活用推進基本計画」（平成20年4月15日間議決定）  

32「犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008」（平成20年12月22日）  

33「第8次交通安全基本計画」（平成18年3月14日）  
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4．教育の再生  

「教育基本法」34の理念を実現し、公平な教育機会を確保するため、公教育の質  

の向上を図る。そのため、「教育振興基本計画」35等に基づき、①初等中等教育  
については、新学習指導要領の円滑な実施、幼児教育、特別支援教育、国語教  

育、外国語教育、徳育や読書・体験活動の充実、「スクール・ニューディール」  
構想の推進、教員が一人一人の子どもと向き合う環境づくり、教職員定数の適  

正化や多様な手段を通した学校のマンパワーの充実、学校の事務負担軽減、教  

育的観点からの学校の適正配置、②高等教育については、国際的に開かれた大  

学づくり、高等教育の教育研究基盤の充実、競争的資金の拡充などの新たな時  

代に対応した教育施策に積極的に取り組む。   

・安心して教育が受けられる社会の実現に向けて、各学校段階の教育費負担に対  

応するため、所要の財源確保とあわせた中期的な検討を行いつつ、当面、軽減  

策の充実を図る。   

・スポーツが人間形成に重要な役割を果たすことにかんがみ、武道教育の推進や、  

スポーツ立国を目指し、オリンピック等の招致、国際競技力の向上、地域スポ  

ーツの振興、これらのための体制の充実などを推進する。「青少年育成施策大綱」  

に基づく青少年の健全育成や、「食育推進基本計画」36に基づく食育を推進する。  

日本文化の発信や文化財の保存・活用、子どもの文化芸術体験など文化芸術を  

振興するため、総合的な施策を推進する。  

34「教育基本法」（平成18年法律第120号）  

35「教育振興基本計画」（平成20年7月1日間議決定）  

36「食育推進基本計画」（平成18年3月31日）  
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窟4卓 今度の財政遷宮の存り方  

侶詔相 中メ瓢境舌鼓／との紛lら、今度の脚ぎを行ラ。  

1．平成22年度予算の基本的考え方  

（1）今後の経済動向と当面の経済財政運営の考え方   

・我が国経済は、雇用情勢の一層の悪化が懸念されるものの、輸出や生産に明る  

い動きが見られ、「経済危機対策」を含む累次の景気対策の着実な実施により、  

景気は底割れが回避され、先行きは緩やかに持ち直していくことが期待される。   

・平成22年度においては、世界経済の改善に応じて外需が回復するとともに、対  

策の効果が引き続き発現し、民需の持ち直しの動きが徐々に進展していくこと  

が見込まれ、景気の回復が確かなものとなることが期待される。   

・しかしながら、雇用の大幅な調整、物価の下押し圧力によるデフレ懸念、世界  

の景気後退長期化のおそれ等の我が国経済を下振れさせるリスクが存在するこ  

とに留意する必要がある。   

・政府は、引き続き景気回復を最優先で進める。「経済危機対策」においては、多  

年度を視野に入れ、時宜を得た様々な施策を講ずることとしており、これらを  

着実に実施することにより景気を回復させるとともに、中長期的に、日本経済  

の成長力を高めていく。また、本「基本方針2009」に基づき、安心と活力を両  

立させる国づくりへの取組を加速する。   

・経済危機的状況に照らし、果断な対応を適時適切に図る。  

（2）平成22年度予算の方向   

・平成22年度予算は、持続的な経済成長と財政健全化の両立を図る上で重要な予  

算である。「基本方針2006」等37を踏まえ、無駄の排除など歳出改革を継続しつ  

つ、安心・安全を確保するために社会保障の必要な修復をするなど安心と活力  

の両立を目指して現下の経済社会状況への必要な対応等を行う。  

（安心と活力のための予算編成）   

・上記の基本姿勢に沿って、昨年度とは異なる概算要求基準を設定し、メリハリ  

の効いた予算編成を行う。   

・経済社会状況への対応等として、「第1章 4．（3）当面の『最優先課題』」と  

ともに、「第2章 成長力の強化」、「第3章 安心社会の実現」に述べた取組を  

推進する。そのため、予算面において所要の対応を行うことを含め、予算配分  

37「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日間議決定）、「経済財政改革の   

基本方針2007」（平成19年6月19日間議決定）、「経済財政改革の基本方針2008」（平成20年6月27   

日間議決定）等  
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の重点化・効率化を行う。  

・各府省の予算要求に当たっては、成果目標を掲げ、事後評価を十分に行い、予   

算の重点化に活用するなど、PDCAサイクルを着実に実施する。  

（3）新たな行政改革の取組   

・不断の行政改革の推進と無駄排除の徹底を継続していく。   

・簡素にして温かい政府を創るため、「量の改革」tとともに、政府全体としての具  

体的な取組方針38に基づく「質の改革」を進める。   

・国民全体の奉仕者として、責任を自覚して職務を遂行する等のため、国家公務  

員制度改革を着実に実行する。   

・新たな定員合理化計画（5年間で10％以上）を策定するとともに、「出先機関改  

革に係る工程表」39に沿って出先機関の事務・権限の移譲に伴う人員の地方移管  

等を進めるための取組を行う。   

・人事院に対し、今夏勧告時に地域別官民給与の実態を公表し、その状況も踏ま  

えつつ、俸給表水準について必要な見直しを検討するよう要請40している。   

・独立行政法人について、来年度に中期目標期間が終了する統合予定法人の見直  

しを前倒す等により、「独立行政法人整理合理化計画」41を確実に実施する。   

・独立行政法人、特殊法人等、国と特に密接な関係を持つ公益法人等における役  

員の報酬・退職金について、「公務員制度改革大綱に基づく措置について」等疋の  

趣旨を踏まえ点検を行う。   

・重要対象分野である地震対策及び医師確保対策の政策評価を推進する。  

38「『質の行政改革』に関する取組方針」（平成21年6月19日）  

39「出先機関改革に係る工程表」（平成21年3月24日）  

40「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成20年11月14日間議決定）  

41「独立行政法人整理合理化計画」（平成19年12月24日間議決定）  

42「公務員制度改革大綱に基づく措置について」（平成14年3月29日）、「独立行政法人整理合理化計   

画」（平成19年12月24日間議決定）、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日間議決定、平成  

18年6月16日一部改正）、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成20年11月14日間議   

決定）、「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成8年9月20日間議決定、平成18年8月15日   

一部改正）  
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2．財政健全化目標   

／勘大野、中雛青倉ノとの方：針の下、磨済成長や＃会庚摩制度首席廊可磨   

をるのとするため、以下の厨房音感／犬財経全此の原潜を虐める。  

財政の持続可能性を確保するため、財政健全化目標の基本として国・地方の債  

務残高対GDP比を位置付け、これを2010年代半ばにかけて少なくとも安定化  

させ、2020年代初めには安定的に引き下げる。  

このため、今後10年以内に国・地方のプライマリー・バランス43黒字化の確実  

な達成を目指す。さらに、我が国の債務残高が他国に類例を見ないほどの高い  

水準にあることから、利払い費を含む財政収支の均衡を視野に入れて、収支改  

善努力を続ける。  

当面の経済財政運営に当たっては、まずは景気を回復させ、5年を待たずに国・  

地方のプライマリー・バランス赤字（景気対策によるものを除く）の対GDP比  

を少なくとも半減させることを目指すが、この目標については、現下の世界経  

済等の流動的要素にかんがみ、時宜に応じた検証を行う。  

43プライマリー・バランスは、基礎的（初期的）財政収支を意味する。  
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「中期プログラム」の別添工程表で示された諸課題のうち2011年度までに実施する重要事項  

共 通  

社会保障番号・カード（仮称）を2011年度中を目途に導入する。それに向け、省庁横断  

的な検討や実証実験の結果を踏まえた制度設計を行う。  

あわせて、番号・カードを活用した社会保障サービスの向上・創設の検討を行う。  

医療・介  

（医 療）  

・地域医療再生のため、5年間程度の基金を都道府県に設置し、地域全体での連携の下、   

計画に従って、以下の事業を地域の実情に応じて実施して、地域医療再生・強化を図る。   

（平成21年度第1次補正予算）  

一 医療機能連携のための施設・IT基盤の整備  

一 医療機関の役割分担・機能分化の推進  

一大学病院等と連携した医師派遣機能の強化  

一 医師事務作業補助者の配置 等  

・2013年度からの都道府県医療計画の改定に向け、急性期医療の新たな指針を作成する。  

・2010年度に見込まれる診療報酬改定において、「選択と集中」の考え方に基づき、診療   

報酬の配分の見直しを行うとともに、救急、産科等の体制強化などの方策を検討する44。  

・地域間、診療科間、病院・診療所間の医師の偏在を是正するための効果的な方策及び医   

師等人材確保対策を講ずる。  

・看護師等の専門性を更に高めるとともに、医師と看護師等との役割分担が可能な行為を   

一層明示・普及し、業務範囲と責任の所在を明確にしつつ、チーム医療・役割分担を積   

極的に推進する。  

・医療新技術に対応するための革新的医薬品等の開発支援を行う。（平成21年度第1次補   

正予算）  

－がん、小児等の未承認薬等の開発支援、審査の迅速化を図る。  

一新型インフルエンザ対策のため、全国民分のワクチン開発・生産期間を大幅に短  

縮する体制（現在1年半～2年→約半年）を5年以内に整備する。  

・後発医薬品の使用促進等、医療の効率化を進める。   

「規制改革推進のための3か年計画（再改定）」を踏まえ、2011年度当初までのレセプ   

トの原則完全オンライン化を進める。  

44診療報酬点数の設定に関しては、社会保障審議会医療保険部会及び医療部会において策定される「診   

療報酬改定の基本方針」に基づき、中央社会保険医療協議会への諮問・答申を経て行われる。  
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（介 護）  

・デイサービスセンター等を併設した公的賃貸住宅の整備などを進める。  

・特別養護老人ホーム、老人保健施設、認知症高齢者グループホーム等の緊急整備を進め   

る。（平成21年度第1次補正予算）  

・2009年度のプラス3．0％の介護報酬改定による介護従事者の処遇改善を図る。  

・介護職員の処遇改善に取り組む事業者に対し助成を行う。（平成21年度第1次補正予算）  

・介護経験のない離職者等に対する職業訓練、潜在的有資格者の再就職支援、現に働く介   

護人材の資格取得等のキャリアアップ支援などを行う。（平成21年度第1次補正予算）  

・2009年度の介護報酬改定の事後検証も踏まえ、介護報酬の在り方について、望ましい地   

域包括ケアの観点から検討を進める。  

（医療と介護の連携）  

・医療と介護が連携したサービスを提供するための診療報酬と介護報酬の同時改定（2012   

年度見込）に向けた検討を進める。  

少子化対策  

これから子どもを産み育てることを望むあらゆる世帯に対応した新しい子育て支援制  

度の在り方の検討を進め、税制改革の動向を踏まえつつ、必要な法制上の整備を図る。  

「安心こども基金」（2010年度まで）等により、保育所・放課後児童クラブの整備、家  

庭的保育、小規模保育など保育サービスの提供手段の多様化・供給拡大を進めるととも  

に、放課後子どもプランを推進する。  

一時預かりサービスの利用助成と普及、地域子育て支援拠点等の基盤整備など、すべて  

の子ども・家庭を対象とする子育て支援サービスの整備を進める。（平成21年度第1次  

補正予算）  

社会的養護等の特別の支援を必要とする子ども達等へのサービスを拡充する。（平成21  

年度第1次補正予算）  

妊婦健診への公費負担を通常必要とされる14回程度まで拡充する。（平成20年度第2次  

補正予算45）  

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及びその「行動指針」に基づい  

た取組を推進する。  

「育児・介護休業法」46の改正及び「次世代育成支援対策推進法」47の改正を踏まえ、企  

業における仕事と家庭の両立を進める。  

これらの取組を踏まえつつ、年内を目途に新しい「少子化社会対策大綱」を策定する。  

45「平成20年度補正予算（第2号）」（平成21年1月27日）  

46「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成3年法律第76号）  

47「次世代育成支援対策推進法」（平成15年法律第120号）  
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「中期プログラム」の別添工程表で示された諸課題への対応策の具体化  

2010年代半ばに向けた取組の方向   
左記実現のために税制抜本改革を  

実施する前に具体案を検討すべき事項   

年 金  ・低年金・無年金者対策の推進   ・保険料免除制度の見直し、受給資格  

・在職老齢年金制度の見直し   期間の見直し、厚生年金適用拡大、  

一育児期間中の保険料免除 など   保険料追納の弾力化  

・就労する高齢者への年金支給停止の  

在り方  

・育児期間中の保険料免除の対象者の  

範囲   

医療・介護  （医療）   ・2015年における、急性期医療の職員  

・急性期医療の機能強化、在宅医療等  配置、医療・介護のマンパワー数、  

地域で支える医療・地域連携の強化  機能別の病床数、救命救急センター  

・医師と看護師等との役割分担の推進  数、ICUベッド数、平均在院日数、  

・新技術、効率化への対応 など   一人当たり病院医師の業務量減、居  

（介護）   宅サービス・介護保険施設等の介護  

・介護サービス基盤の強化、地域包括  サービスの量、などの目標（「医療・  

ケアの実現  介護サービス・人材整備目標」）   

・介護従事者の確保・定着支援など  

少子化対策  これから子どもを産み育てることを  ・2015年における、保育所・家庭的保  

望むあらゆる世帯に対応した新しい  育・企業内保育所・認定こども園の  

子育て支援制度の導入と、その下で  定数、保育士数、放課後児童クラブ  

の給付・サービスの抜本的拡充   数、一時預かりサービス拠点数、地  

・すべての子ども・家庭を対象とする  域子育て支援拠点数、などの目標  

一時預かりサービスの充実や地域子  

育て支援拠点の整備など   
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持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた  

「中期プログラム」  
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一 部  

Ⅰ．景気回復のための取組  

（1）世界経済の混乱から国民生活を守り、2008年度を含む3年以内の   

景気回復を最優先で図る。このため、政府・与党においては、景気回   

復期間中に、減税措置及び定額給付金を税制抜本改革を前提に時限   

的に行うことを含め、累次の景気対策（安心実現のための緊急総合   

対策、生活対策、生活防衛のための緊急対策及び経済危機対策）を   

着実に実施する。特に、景気後退の影響が大きい雇用、企業の資金   

繰り、生活者支援等の面で、様々な政策手段を適切に活用しながら、   

最大限の努力を傾注する。また、政府は日本銀行と一体となって適   

切な経済運営に万全を期す。  

（2）あわせて、世界の潮流変化を先取りした経済成長の実現に向け、   

日本の底力を最大限に発揮させる「未来開拓戦略」等を推進する。  

Ⅱ．国民の安心強化のための社会保障安定財源の確保  

安心強化の3原則   

原則1．中福祉・中負担の社会を目指す。   

原則2．安心強化と財源確保の同時進行を行う。   

原則3．安心と責任のバランスの取れた安定財源の確保を図る。  

1．堅固で持続可能な「中福祉丁ヰ負担」の社会保障制度の   

急速に進む少子・高齢化の下で国民の安心を確かなものとするため、  

我が国の社会保障制度が直面する下記の2つの課題に同時に取り組み、   



堅固で持続可能な「中福祉・中負担」の社会保障制度を構築する。  

（1）「社会保障国民会議最終報告」（2008年11月4日）などで指摘さ   

れる社会保障制度の諸問題や「中福祉」のほころびに適切に対応し、   

その機能強化と効率化を図ることにより、国民の安心につながる質   

の高い「中福祉」を実現する。  

（2）社会保障制度の財源（保険料負担、公費負担及び利用者負担）の   

うち、公費負担については、現在、その3分の1程度を将来世代へ   

のつけまわし（公債）に依存しながら賄っている。こうした現状を   

改め、必要な給付に見合った税負担を国民全体に広く薄く求めるこ   

とを通じて安定財源を確保することにより、堅固で持続可能な「中   

福祉・中負担」の社会保障制度を構築する。  

2．安心強化と財源確保の同時進行   

国民の安心強化と持続可能で質の高い「中福祉」の実現に向けて、  

年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策について、基礎年金  

の最低保障機能の強化、医療・介護の体制の充実、子育て支援の給付・  

サービスの強化など機能強化と効率化を図る。このため、別添の工程  

表で示された改革の諸課題を軸に制度改正の時期も踏まえて検討を進  

め、確立・制度化に必要な費用について安定財源を確保した上で、段  

階的に内容の具体化を図る。 

3．安心と責任のバランスの取れた財源確保  

（1）社会保障安定財源については、給付に見合った負担という視点及   

び国民が広く受益する社会保障の費用をあらゆる世代が広く公平に   

分かち合う観点から、消費税を主要な財源として確保する。これは   

税制抜本改革の一環として実現する。  

（2）この際、国・地方を通じた年金、医療、介護の社会保障給付及び   

少子化対策に要する公費負担の費用について、その全額を国・地方   

の安定財源によって賄うことを理想とし、目的とする。   

このため、2010年代半ばにおいては、基礎年金国庫負担割合の2  
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分の1への引上げに要する費用をはじめ、上記2．に示した改革の  

確立・制度化及び基礎年金、老人医療、介護に係る社会保障給付に  

必要な公費負担の費用を、消費税を主要な財源として安定的に賄う  

ことにより、現世代の安心確保と将来世代への責任のバランスを取  

りながら、国・地方の安定財源の確保への第一歩とする。   

具体的には、上記の社会保障給付及び少子化対策に要する費用の  

状況や将来見通し、財政健全化の状況等を踏まえて、税制の抜本改  

革法案の提出時期までに、その実施方法と合わせて決定する。  

Ⅲ．税制抜本改革の全体像  

経済状況の好転後に実施する税制抜本改革の3原則   

原則1．多年度にわたる増減税を法律において一体的に決定し、そ  

れぞれの実施時期を明示しつつ、段階的に実行する。   

原則2．潜在成長率の発揮が見込まれる段階に達しているかなどを  

判断基準とし、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる  

仕組みとする。   

原則3．消費税収は、確立・制度化した社会保障の費用に充てるこ  

とにより、すべて国民に還元し、官の肥大化には使わない。  

1．税制抜本改革の道筋  

（1）基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げのための財源措置や   

年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策に要する費用の見   

通しを踏まえっっ、2008年度を含む3年以内の景気回復に向けた集   

中的な取組により経済状況を好転させることを前提に、消費税を含   

む税制抜本改革を2011年度より実施できるよう、必要な法制上の措   

置をあらかじめ講じ、2010年代半ばまでに段階的に行って持続可能   

な財政構造を確立する。なお、改革の実施に当たっては、景気回復   

過程の状況と国際経済の動向等を見極め、潜在成長率の発揮が見込   

まれる段階に達しているかなどを判断基準とし、予期せざる経済変   

動にも柔軟に対応できる仕組みとする。  
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（2）消費税収が充てられる社会保障の費用は、その他の予算とは厳密   

に区分経理し、予算・決算において消費税収と社会保障費用の対応   

関係を明示する。具体的には、消費税の全税収を確立・制度化した   

年金、医療及び介護の社会保障給付及び少子化対策の費用に充てる   

ことにより、消費税収はすべて国民に還元し、官の肥大化には使わ   

ない。  

牒．税制抜本改革の基本的方向性   

社会保障の安定財源確保を始め、社会における様々な格差の是正、  

経済の成長力の強化、税制のグリーン化など我が国が直面する課題に  

整合的かつ計画的に対応するため、下記の基本的方向性により更に検  

討を進め、具体化を図る。  

（1）個人所得課税については、格差の是正や所得再分配機能の回復の   

観点から、各種控除や税率構造を見直す。最高税率や給与所得控除   

の上限の調整等により高所得者の税負担を引き上げるとともに、給   

付付き税額控除の検討を含む歳出面も合わせた総合的取組の中で子   

育て等に配慮して中低所得者世帯の負担の軽減を検討する。金融所   

得課税の一体化を更に推進する。   

（2）法人課税については、国際的整合性の確保及び国際競争力の強化   

の観点から、社会保険料を含む企業の実質的な負担に留意しつつ、   

課税ベースの拡大とともに、法人実効税率の引下げを検討する。   

（3）消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを   

明らかにする観点から、消費税の全額がいわゆる確立・制度化され   

た年金、医療及び介護の社会保障給付と少子化対策に充てられるこ   

とを予算・決算において明確化した上で、消費税の税率を検討する。   
その際、歳出面も合わせた視点に立って複数税率の検討等総合的な   

取組みを行うことにより低所得者の配慮について検討する。   

（4）自動車関係諸税については、税制の簡素化を図るとともに、厳し   

い財政事情、環境に与える影響等を踏まえつつ、税制の在り方及び   

暫定税率を含む税率の在り方を総合的に見直し、負担の軽減を検討   

する。  
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（5）資産課税については、格差の固定化防止、老後扶養の社会化の進   

展への対処等の観点から、相続税の課税ベースや税率構造等を見直   

し、負担の適正化を検討する。   

（6）納税者番号制度の導入の準備を含め、納税者の利便の向上と課税   

の適正化を図る。   

（7）地方税制については、地方分権の推進と、国・地方を通じた社会   

保障制度の安定財源確保の観点から、地方消費税の充実を検討する   

とともに、地方法人課税の在り方を見直すことにより、税源の偏在   

性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築を進める。   

（8）低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化を推進する。  

Ⅳ．今後の歳出改革の在り方  

歳出改革の原則   

原則1．税制抜本改革の実現のためには不断の行政改革の推進と無  

駄排除の徹底の継続を大前提とする。   

原則2．経済状況好転までの期間においては、財政規律を維持しつ  

つ、経済情勢を踏まえ、状況に応じて果断な対応を機動的  

かつ弾力的に行う。   

原則3．経済状況好転後においては、社会保障の安定財源確保を図  

る中、厳格な財政規律を確保していく。  

（1）経済状況が好転するまでの期間においては、景気回復と財政健全化   

の両立を図る観点から、財政規律を維持しつつ、経済情勢を踏まえて、   

状況に応じて果断な対応を機動的かつ弾力的に行う。  

（2）経済状況が好転した以降においては、社会保障の安定財源確保に向   

けて消費税を含む税制抜本改革を実行していく中、景気の後退により   

悪化した財政を建て直すべく、厳格な財政規律を確保していく。   

具体的には、国・地方を通じ、社会保障、非社会保障の各部門につ   

いて、以下の基本的方針の下にたゆまざる改革を実行することとする。  
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（社会保障部門）  

「中福祉」に見合ったサービス水準を確保するべく、安定財源の確  

保と並行して社会保障の機能強化を図るとともに、コスト縮減、給  

付の重点化等の効率化を進める。  

（非社会保障部門）  

非社会保障部門全体として、国民のニーズ等の変化を踏まえつつ、  

規模を拡大しないことを基本とし、効果的・効率的な公共サービス  

の提供を進める。  

Ⅴ．中期プログラムの準備と実行  

準備と実行に関する原則   

原則1．経済好転後の速やかな施行のために、税制抜本改革の実  

施時期に先立ち、制度的準備を整える。   

原則2．国民の理解を得ながら「中期プログラム」を確実に実行  

するため、税制抜本改革の道筋を立法上明らかにする。  

（1）経済好転彼の税制抜本改革等の速やかな施行のために、その実施時   

期に先立ち、改革の内容の具体化を進めるとともに、法案その他の制   

度的準備を整える。政府においては、経済財政諮問会議や政府税制調   

査会などで行われる議論も踏まえっっ、関係省庁が連携してそのため   

の検討に着手する。  

（2）2009年度（平成21年度）の税制改正に関する法律の附則において、   

前記の税制抜本改革の道筋及び基本的方向性を立法上明らかにする。   
（「所得税法等の一部を改正する法律」（平成21年法律第13号）にお   

いて措置済み）   

（3）基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げについては、2004年  

（平成16年）年金改正法に沿って、前記の税制抜本改革により所要の   

安定財源を確保した上で、恒久化する。2009年度及び2010年度の2   

年間は、臨時の財源を手当てすることにより、基礎年金国庫負担割合   

を2分の1とする。なお、Ⅲ．1．（1）における「予期せざる経済変動」   

に対応する場合には、それまでの間についても、臨時の財源を手当て  
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することにより、基礎年金国庫負担割合を2分の1とする措置を講ず  

るものとする。  

（4）「経済危機対策」及び関連補正予算において時限的に講じられた社   

会保障の機能強化の措置のその後の対応については、「経済財政改革の   

基本方針2009」における社会保障の機能強化の必要性の観点等を踏ま   

えっっ、財源確保と併せて検討する。  

（了）  
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社会保障  
≡ 国民会議最終 章   
報告に基づく 董  

…機能強化の課題室  

「社会保障国民会議中間報告」及び「同会  
諌最終報告」に描かれた姿を基に作成  社会保障の機能強化の工程表  
2015   （～2025）  2011  2012  2013  2014  2009  2010  

財政検証  

担割合2分の1の  

基礎年金国庫負  実現  
法 改 正、順 次 実 施  制度設計・検討  

・低年金・無年金者対策の推進  
（保険料免除制度の見直し、受給資格期間の見直し、厚生年金適用拡大、保険料追納の弾力化）  
・在根毛齢年金制度の見直し等（→高齢者の就労に配慮した検討・実施）  
・育児期間中の保険料免除（→他の少子化対策と歩調を合わせて検討・実施）  など  

に対する対応  社会の構造変化   

診療報酬改定．  診療報酬改定  

ノ；∫ノ∫′′L           （現行）都道府療医療計郵2008～12     韓    幸江二    （新）都道府県医療計画（2   013～17の5か年）     救急を  富む急性期医療の  た  

（従事医師数の増加  

′〆 ノ．∴  
等との   

レセプトの段階的な  
請求への切替え  2015年の姿  

・救急・産科等の体制強化  ・急性期の機能分化推進  ○安心して出産できる体制  
・養成致、臨床研修、役割分担の見   直し等の制度的     ・地域包括ケアの推進と在宅医療の強  ○救急患者の受入れ、早期回復   
対応による人材確保  化・充実  など  など  ○社会復帰できる体制の構築  レセプトオンライン化の   全実施  

∴′，∴ノ ・－ノノノ▲ノ 護報酬改  

第4期介護計画（2009～1   の3か年）  J，     ∴篇盲鰍   護計画（2012～14の3か年  
基本方針の策定  

介護事業所の朗  

医療との連携強化  

実等の評価を通じた介護従事者  
確保  

tt  重 ・専門性等のキャリアアップ、夜勤  
看護体制の充 処遇改善と  

居住系サービス  
拡充と在宅介護  
の強化  

仕事と子育ての  
両立を支える  
サービスの質と  

量の確保  

「生活対策」、「5つの安心プ  

ラン」に基づくサービス基盤  
整備（2008～10）  

新たな制度休系の創設  
をにらんだサービス基盤  

緊急整備  

新たな制度  の下での  
給付・サービスの整備  

2015年の姿  
「安心子ども基金」の設置  すべての家庭に  

対する子育て支  
援の強化  

・保育所整備に加え、保育サービス  

提供手段の多様化（家庭的保育、小  
規模保育等）、供給拡大  
・一時預かりの利用助成と普及  
・訪問支援事業や地域子育て支援  
拠点の基盤整備  など  

○すべての子ども・子育て家庭に必要な給付・サービスを保   

障   
・休業中一所得保障（出産前後の継続就業率55％）   

・働きに出る場合一保育サービス（3歳未満児保育利用  
率38～44％）（フランス、スウェーデン並み〉  

→両給付は統合又は選択・併用可能に（シームレス化）   

・働いていない場合一月20晴間程度の一時預かりの利  

用を支援   

・学齢児一放課後児童クラブ（低学年利用率60％）  

→「小1の壁」の解消  

「安心こども基金」による保育  
サービスの集中重点整備  
放課後児童クラブの緊急整備  
妊婦健診公費負担の拡充など  

子育て支援サー  
ビスを一元的に  

提供する新たな  
制度休系の構築  

新制度へのステップとなる制度  

・児童福祉法、次せ代法の改正  

・育児・介護休業法の見直し  

法制化  新たな制度体系の制度設計の検討  

駈喪］■  社会保障力ード（仮称〉の実現に向けた  
環境整備（実証実験の実施等）  

→2011年度中を炉とした導入   



新旧対照表  

○持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」   

（平成20年12月24日閣議決定）  

改正案  

Ⅰ．景気回復のための取糸  Ⅰ．景気回復のための取組  

（1）世界経済の混乱から国民生活を守り、全   

生産を含む3年以内の景気回復を最優先   

で図る。このため、政府・与党においては、   

景気回復期間中に、減税措置及び定額給付   

金を税制抜本改革を前提に時限的に行う   

ことを含め、当面、総額75兆円規模の景   

気対策（安心実現のための緊急総合対策、   

生活対策及び生活防衛のための緊急対策）   

を着実に実施する。特に、景気後退の影響   

が大きい雇用、企業の資金繰り、生活者支   

援等の面で、様々な政策手段を適切に活用   

しながら、最大限の努力を傾注する。また、   

政府は日本銀行と一体となって適切な経   

済運営に万全を期す。  

（2）あわせて、世界の潮流変化を先取りした   

経済成長の実現に向け、日本の底力を最大   

限に発揮させる成長戦略を具体化し推進   

する。   

匝：l（略）  

（1）世界経済の混乱から国民生活を守り、   

2008年度を含む3年以内の景気回復を最   

優先で図る。このため、政府・与党におい   

ては、景気回復期間中に、減税措置及び定   

額給付金を税制抜本改革を前提に時限的   

に行うことを含め、盈盗の景気対策（安心   

実現のための緊急総合対策、生活対策上＿＿皇   

帝防衛のための緊急対策及び経済危機対   

畳）を着実に実施する。特に、景気後退の   

影響が大きい雇用、企業の資金繰り、生活   

者支援等の面で、様々な政策手段を適切に   

活用しながら、最大限の努力を傾注する。   

また、政府は日本銀行と一体となって適切   

な経済運営に万全を期す。  

（2）あわせて、世界の潮流変化を先取りした   

経済成長の実現に向け、日本の底力を最大   

限に発揮させる 

する。   

［司（略）  

Ⅲ．税制抜本改革の全体イ  Ⅲ．税制抜本改革の全体像  

1．税制抜本改革の道筋  

（1）基礎年金国庫負担割合の2分の1への   

引上げのための財源措置や年金、医療及   

び介護の社会保障給付や少子化対策に要   

する費用の見通しを踏まえつつ、全室塞   

を含む3年以内の景気回復に向けた集中   

的な取組により経済状況を好転させるこ   

とを前提に、消費税を含む税制抜本改革   

を2011年度より実施できるよう、必要な   

法制上の措置をあらかじめ講じ、2010年  

1．税制抜本改革の道筋  

（1）基礎年金国庫負担割合の2分の1への   

引上げのための財源措置や年金、医療及び   

介護の社会保障給付や少子化対策に要す  

えつつ、2008年度を  る費用の見通しを踏ま   

含む3年以内の景気回復に向けた集中的  

な取組により経済状況を好転させること  

を前提に、消費税を含む税制抜本改革を  

2011年度より実施できるよう、必要な法制  

上の措置をあらかじめ講じ、2010年代半ば  
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までに段階的に行って持続可能な財政構   

造を確立する。なお、改革の実施に当たっ   

ては、景気回復過程の状況と国際経済の動   

向等を見極め、潜在成長率の発揮が見込ま   

れる段階に達しているかなどを判断基準   

とし、予期せざる経済変動にも柔軟に対応   

できる仕組みとする。  

（2）（略）  

2．（略）   

匝］（略）  

代半ばまでに段階的に行って持続可能な   

財政構造を確立する。なお、改革の実施   

に当たっては、景気回復過程の状況と国   

際経済の動向等を見極め、潜在成長率の   

発揮が見込まれる段階に達しているかな   

どを判断基準とし、予期せざる経済変動   

にも柔軟に対応できる仕組みとする。  

（2）（略）  

2．（略）   

匝］（略）  

Ⅴ．中期プログラムの準備と実行  Ⅴ．中期プログラムの準備と  

（1）（略）  

（2）2009年度（平成21年度）の税制改正に関   

する法律の附則において、前記の税制抜本   

改革の道筋及び基本的方向性を立法上明   

らかにする。（「所得税法等の一部を改正す   

る法律」（平成21年法律第13号）におい   

て措置済み）  

（3）（略）  

（4）働引こお   
いて時限的に講じられた社会保障の機能  

（1）（略）  

（2）2009年度（平成21年度）の税制改正に関   

する法律の附則において、前記の税制抜本   

改革の道筋及び基本的方向性を立法上明   

らかにする。  

（3）（略）  

（新設）  

強化の措置のその後の対応については、  
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安心と活力の日本へ  

（安心社会実現会議報告）  

平成21年6月15日  

安心社会実現会議   
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前文 日本の目指す国家像と社会の姿   

グローバルな経済秩序の変容と金融危機を背景に、日本の経済と社会をめぐ  

る状況は依然として厳しい。先行きの不透明さゆえに、悲観的な気分の広がり  

も見られる。未曾有の危機という言葉も行き交う。だが、今は行動の時である。   

振り返ってみると日本は、これまで何度も経済危機を打開し、転換期の試練  

を乗り越えてきた。その度にこの国は、経済力を強め、安定の度合いを高め、  

非西欧世界の発展モデルとなってきた。それを可能にしたのは、家族と子供た  

ちの豊かな未来を願う人々の思いであり、困難に立ち向かっていく国民一人ひ  

とりの知恵と勇気であった。   

日本の政治は、こうした国民の思いに応え、知心と力を結集して、直ちに行  

助に移らねばならない。→刻も早く見通しの悪い霧のなかを抜け出て、21世紀  

の日本を、新たな安定と繁栄の軌道に乗せていかなければならない。   

そのために私たちは、「安心社会」のビジョンを掲げ、経済成長戦略との一体  

化を図りながら、これを実現していく必要がある。赦しい経折環境のなかであ  

るからこそ、国民が安心して働き能力を発押できる社会を構築することは、社  

会が活力を蘇らせるための必須の条件である。年齢性別をl王りわず社会に参加し、  

挑戦できる社会をつくりださなければならない。制度の裏付けを伴った安心の  

拡がりは、内需の拡大、蒼産の活用を生み出す。また、経済成長の成果を社会  

全体の底上げへとつなげ、さらなる成長への跳抑台を形成する。安心社会と成  

長軌略の連携こそが、安定と繁栄の軌道への故知の道なのである。   

川り引こ、今日の世非にあって、安心と安全を一国単位で乎受し続けることは、  

可催でもなければ望ましくもない。腑動するアジアに向かっても、大きく変化  

を続けるグローバル社会に対しても、日本をFj肛、ていく必要がある。この国の  

産業力、技術力、金融力をとおして世舛に貢献し、地球環境との共生とアジアの  

人々やG20などとの共存共栄、すなわち「共生ユーそ献」をすすめていくことが  

大切である。   

「安心社会」と「共生貢献」は21世紀日本を前へとすすめる車の両輪であ  

る。安心に支えられた強い経済でアジアと世界に貢献し、またアジアと世界と  

の共生で国の安心を高めていかなければならない。安心社会がつくりだす信頼  

と活力、共生貢献をとおしての成長と協朋、その交点に立つ「ll■石信頼国家」こ  

そが、21世紀日本の目指す国家像である。   



Ⅰ 日本型の安心社会と自由市場経済  

1 日本型の安心社会とは何か   

世界経済の大きな変化と高齢化・少子化の進展により、多くの同氏が、将来  

の生活に強い不安を抱いている。年金や医糠など、制度の機能不全がこうした  

不安を増幅している。格差の拡大や固定化、貧困「！冒題が、社会の活力を弱め、  

また保護のためのコストも増人している。家族や地域の変容とつながりの希薄  

化で、社会のどこにも帰属感をもてず、閉塞感にとらわれる人も増えている。  

失業率や相対的貧困率が高まると、犯罪が顕著に増大する傾向にあることは、  

統計的にも明らかである。   

こうした中で私たちが目指す安心社会は、まず第一に、「働くことが報われる  

公正で活力ある社会」である。国民が活き活きと働く機会が保障されることが、  

社会の活力の根本であり、活力のない社会から安心は生まれない。働くことは、  

人として生きる誇り、喜びであり、また、多くの国民がこの誇り、喜びを享受す  

ることで社会には力が満ち溢れる。安心社会は、決して「いたれり、つくせり」  

で受け身の安心を誘う社会ではない。国民一人ひとりの、能動的な参加を支え  

る社会である。   

またそれは第二に、「家族や地域で豊かなっながりが育まれる社会」である。  

人は人とのつながりのなかで安心を感じ、モラルを高め、成長することができる。  

助け合い、いたわり合い、支え合うコミュニティを持続させていく支援が要る。   
国民が安心して働き、生活していくためには、教育・訓練、医療、保存、介護、住  

宅などの基本的な支えが不可欠である。国民の必要に沿った、質の高い支えをつ  

くりだす上で、国、自治体、民間企業、NPOの連携が求められる。したがって  

「安心社会」は、第三に「働き、生活することを共に支え合う社会」である。  

2 社会的公正と自由市場経済の結合   

これは単なる理想の社会像ではない。21世紀に持続的な経済成長を実現す  

る上で、まず求められる社会のかたちである。また、どこか外国のモデルをそ  

のまま移入するものでもない。時代とのずれが明らかな旧い制度を徹底して改  

革しつつも、日本社会のまとまりをつくってきた安心確保のかたちを、今日に  

ふさわしいかたちで再生させていくための構想である。  

▼√1、   



戦後日本の経済成長においては、民間企業の長期的雇用慣行や、地方に仕事  

をつくりだす仕組みが、家計を担う国民に働く場を提供した。雇用をめぐる安  

心は、この国の格差を抑制すると同時に、成長への大きなエネルギーをつくりだ  

してきた。   

他方でそこには、行き過ぎた官の介入、集権化、利権の拡大があり、制度疲労  

もすすんでいた。グローバルな市勘競争が拡大するなかで、制度構造の抜本改  

革が強く唱えられたことは、当然であったしその限りで意義のあることであっ  

た。しかし、こうした改革が、活力を支える安心までを掘り崩す結果になって  

はならない。   

今、社会的公正と自由市場経済を新しい次元で統合し、日本型の自由市場経  

済を梢築していくべきである〔〕グローバル時代に見合った新・日本モデルとも  

いうべき、新しい傾が目指されるべきである。それは、甘の介入に牽引される  

ものでも、市場を放任するものでもない。企業と各ステークホルダー（椚北者、  

労働組合、NPO、地域社会）との間での信願形成とルール8り道を基礎とした、  

節度とモラルのある自由市場経折である。  

Ⅱ 人生を通じた切れ目のない安心保障   

これまで日本では、現役世代の安心は扉用と家族が担い、社会保肺支出は人  

生後半にノ渠申する傾向があった。OECDレポートによれば、日本の高齢者一  

人あたり支出は現役世代向け支出の17倍であり、この比率はOECD諸国平  

均の倍以上になる。   

安心社会の実現のためには、高齢者支援を引き続き重視しつつも、若者・現  

役世代支援も併せて強化しながら、全生涯、全世代を辿じての「切れ目のない  

安心保肺」を構築することが求められる。   

具体的には、次の5つの傾城が連排していくことが大事である。  

1 雇用をめぐる安心   

意欲のあるものには働く腸があること、能力を発揮する機会があること、す  

なわちノー霹用の安心こそが、5つの安心の扇の要であり、安心を活力につなげて  

いく起点である。  

3   



日本の活力を生んできた長期雁用の保障を継承しつつも、セーフティネット  

の整備など、雇用を社会全体で支えるかたちを強めていく必安がある。わが国  

の積極的労働l行場政策への支出（GDl）比0・3％、2005年）は諸外国に  

比べて小さい。長期雇用に、中途採用、職業訓練、社会人入学の支援制度などを  

組み合わせて、一生チャレンジし続けることができる条件づくりを急がねばな  

らない。   

失業者や、心身の障害などで雇用から遠ざかっている人々に対しては、職業  

能力開発、雇用環境整備、†l三宅政策などが相互に連携しながら、社会への迎え入  

れ（ソーシャル・インクルージョン）を匝lらなければならない。自治体で質の  

高いワン・ストップサービスが提供されるように、国は財朗勺、行政的な支援を  

するべきである。   

真面目に汗を流して働いているのに生活が厳しくなるばかり、ということが  

あってはならない。働く意欲と見返りを高めるためにも、巌低賃金の見直しが  

取り組まれるべきである。その際、雇用そのものを維持するために、中小企業  

の生産性上昇へのイニシアティブが重視される。ワーキング・プアと呼ばれる  

低所得層に対しては、勤労所得に対する給付付き税額控除の噂入が求められる。  

また、非正規労働者への雇用保険、厚生年金、健康保険の適用拡大も必要である。  

この場合、企業負担の増大に対しては法人税の引き下げなどで．調整する。  

雇用そのものの維持と拡大も併せて追求されなければならない。低公害車や  

新しい発電システムへの投資など、持続可能で環境融和型の産業育成による雇  

用拡大がこれからの課題となる。とくに雇用に不安が拡がる地方では、農業や  

建設業が、環境融和型の仕事（グリーンジョブ）として再生し発展できること  

が必要である。  

2 安心して子どもを産み育てる環境   

次世代が育ちゆくことは、何ものにも代え難い喜びであると同時に、社会の持  

続可能性の基礎である。少子化の進展は「静かな有事」であり、この国の街角  

から子どもたちの元気な声が遠ざかっていくことは容認できない。もう一人子  

どもがほしいのに、経済的事情でそれができない 子育て世代、保育所が見つから  

ず相談相手もなく、これからの育児に不安を強めている若い母親には、支援が  

必要である。児童、家族関連の政府支出は、GDP比で0・8％と、OECDの  

平均が2％であるのに対して立ち後れている（2005年）。社会全体での次世  

代育成に向けて、さらなる努力が必要である。   



「社会保障国民会議」が提起した「次世代支援新システム」の構築をすすめ、  

子育てを社会全体で支援する制度条件の整備を急ぐ。   

母子家庭における子どもの貧困率が6割を超えていることは看過できない。  

人生のスタートラインにおける格差が世代を超えて固定化されることは、日本  

社会から夢を奪い活力をそぐ。働く低所得世帯と並んで、子育て世帯に対して  

給付付き税額控除が導入されるべきである。  

3 学びと教育に関する安心   

将来を担う世代が、自立心を適いながら、様々な変化や困難を乗り越える知  

識と能力を備えていくことは、安心の源である。教育は、将来に向けた中長期の  

見返りが大きな投資であり、「国家百年の大計」である。また、教育機会の均等  

化をすすめ、個人の努力による階屑間の移動を可能にすることが社会の活力を  

生む。しかしながら、日本の公私の教育支出の対GDP比は、4・9％（OE  

CD平均5・8％）とそれ自体が相対的に低い。さらに私的負担の割合が高く、  

とくに高等散布の私的余但の支出全体に対する割合は、OECD、l乙均が27％  

であるのに対して、66・3％となっている。   

高等教育では、給付型奨学金や私的負担の抑制などで社会人の学びなおしを  

支援し、1‡▲呑等教育とJ†玉川をつなげるキャリア・カウンセリングなどの整備をす  

すめることが、ノ†占用を社会全休で支えていくためにも＿l托要である。   

中等教育における就労体験の拡大なども含めて、教育が尖社会とのむすびつ  

きを強めていくことは、若者たちがなぜ、何を学ぶのかを不断に聞い返し、使  

命感を得る機会を広げる。知識や技能に加えて高い志をもち、グローバル社会で  

自信をもって発言できる人材の育成が、国と社会の力を強める。   

就学前教育は、一生の間さまざまなチャレンジを重ねていく基礎力を形成す  

るものであり、各国でもその効果が指摘されている。 生まれ育った家庭におけ  

る格差を固定化させないためにも、社会保肺と教育が交差する領域として、厚  

労省、文科省の関連組織の一元化を図りながら財源を確保していく必要がある。  

4 医療と触康の安心   

日本では、医療曹がGDP比で8・1％（2005年、OECD平均9％）  

と相対的に抑制されてきたにもかかわらず、人口一人あたりの医師診療件数は  

OECD平均の倍以上であり、諸外国に比べてl矩療サービスを受けやすい環境  

が実現されてきた。ところが、急性期病院を中心に医師不足が深刻化し、地力  

では病院の経営破綻が拡がり、この安心が急速に揺らいでいる。  
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医療救命救急センターにおける捌l斥、看護師の配置などをできるだけ早急に  

すすめなければならない。併せて二次l束療圏において、病院のコンソーシアム  

（共同運営体制）を組織しつつ医療機関の機能分担と集約をすすめ、地域の医  

療ニーズに応えていくべきである。二次医療ド削こおいて、とくに産科、小児救  

急に対応する救急医療体制を確保する。レセプト（診痴報酬明細）のオンライ  

ン請求（電子請求）への切り替え、データに基づいた効率的医糠の推進など相対  

的に遅れている医療IT化への対応を速やかに進められなければならない。   

また、国民の命と盛本的人権（患者の自己決定権・般‾沖の医療を受ける権利）  

を実現するため、2年を目途にそのことを明仰＝こ規定する基本法の制定を推進  

しなければならない。  

5 老後と介護の安心   

介護保険や年金の改革など、老後の安心を確立する努力が重ねられ成米もあ  

がったが、制度には綻びも見られる。老後の生活の見通しがつき、個人だけで  

備えずにすめば、内需を拡大し、資金を社会全体に環流させていくことにつな  

がる。介護保険と年金制度それ自体の改革をさらにすすめると同時に、高齢者の  

生活インフラである「住まい」の確保ともむすびつけて、老後の安心を高めて  

いくことが求められる。介護施設や病院といった日常生活から切り離された形  

ではなく、コミュニティにおける医療・介護連携の推進やそれに連動した独居  

高齢者に対する「住まい」の保障によって、地域の中で安心した老後生活が確  

保されるようにすることが電要である。この間題は、人口が急速に減少しつつ  

ある地域の集積による「まちづくり」にもつながるものである。   

この国の人々の老後は、孤独な隠遁生活ではなく、社会と関わり続ける人生  

の第ニステージでなければならない。柔軟な年金制度や多様な参加機会の提供  

で、そのようなステージが準備されていることは、切れ目ない自己実現の保障  

であり、大きな安心の一つである。高齢者が、これまで培った知識、経験、つ  

ながりを活かしながら活躍できれば、地域社会もまた力を得る。労働力人口が  

減少する我が国にあっては、多くの高齢者が意欲や能力に応じて働くことがで  

きる就労機会の拡大は、経済成長の上でも重要である。   

以上の5つの安心領域は、雇用を軸として相互に密接に支え合う関係にある。  

教育の再編による安心強化は、長期雇用を社会全体で支える仕組みにつながり、  

雇用の安定は老後の安心を高める。雇用の場でワークライフバランスがすすみ、  



産科、小児科を中心に医療供給が整備されたとき、社会全体での次世代育成に弾  

みがつく。そして5つの安心領域の交点となる雇用領域で、年齢性別を問わず  

国民の力が発揮されるとき、すべての国民が活き活きと暮らせる安心社会が実  

現でき、安心社会は安定した経済成長の基盤となる。  

Ⅲ 安心社会実現に向けて求められる役割とi一書任  

1 無駄のない高機能な政府へ   

安心社会の実現は、政府規模の肥大化を招くのではないかと危倶するむきも  

あろう。当然であって、いたずらな政府規模の拡大や過剰な行政介入があって  

はならず、行政の無駄は削減しなければならない。   

ただし、各国の公的支出と、経済成長率や財政収支の関係を見ると、公的支出  

が大きいからといって、必ずしも成長が阻害されたり、財政が赤字となってい  

たりするわけではない。政府が大きいか小さいかよりも、いかに無モ駄なくi‡▲Ti機  

能であるか、国民が活き活きと力を発揮する条件をどこまでつくりだせるかが  

塵要である。5つの安心の実現は、まさにそのような条件づくりに他ならない。   

そのためには、政府、民間企業、NPO、コミュニティ・家族の「吊での、効果  

的な役割分担、ベスト・ミックスが追求されなければならない。得意な分野ご  

とあるいは地域ごとに、多様な主体が力を発揮し、相互に連携していくことが  

大切である。その際、政府だけを公共の担い手と見なすのは時代にそぐわない。  

日本の企業は、株主ばかりではなく地域社会や従業員も大部にして公共性を重  

んじてきたが、その伝統が活かされてよい。NPOの発展・成熟やコミュニテ  

ィの再生も期待される。多様な主体が公共を分担し、支え合い、総合的な力を発  

押していくという意識と柵えが必要である。   

他方で政府の機椎については、国の制度立案とともに、個人・家庭やコミュ  

ニティで担うこと、住民に身近な市11け村で担うこと、リ，モ、国と補完していくこ  

とをしっかりと踏まえ、いっそうの分権化も推し進められなければならない。  

特に、雇用を軸とした安心社会のためには、都道府県が経済振興などでより大  

きなイニシアティブを発揮することが期待される。また、市町村は、民間団体  

や都道府県と連携しつつ、就労支援、教育、住宅、保育などをとおして、住民が元  

気に働き地域経済を活性化できる条件を拡大する。  
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2 安心社会のための信頼醸成と国民合意の形成   

安心杜．会の実現は、大きな負担増を招くのではないか、という懸念もあろう。  

しかしわが国の現在の国民負担率（税負担と社会保険料負担の対国民所得比）  

は、実はOECD加盟28カ国IP23位と最も低い水準のグループに拭する。無  

駄のない高機能な政ノ仔の実現で、不必要な支出をなくしていくと同時に、安心  

と活力を高める上で不可欠な負担については、政策にかかる費用とそのための  

財源を明示し、堂々と議論をしていくべきである。「打ち出の小槌」があるかの  

ようにふるまうべきではない。   

負担とは、そもそも国民に還元されるべきものである。大事なことは、税負  

担が国民の安心を高める、その具体的なプロセスがホされることである。   

各種の世論調査によれば、多くの国民は、社会保障を重視した安心社会を望  

んでいる。しかし、他方で政治や行政への不信が強いために、税負担が見返りの  

あるかたちで使われるという見通しをもてず、社会保障強化への合意形成が難  

しくなる。結果的に各種の私的負担が増大し、資産の有効活用も阻まれている。  

この不信の連鎖を断つことが必要である。   

政治と行政は、まず国民の不信に真正面から向き合い、国民の安心にかかわ  

る現状と課題を率直かつ明確に語ると同時に、制度の透明性を高め、信頼回復  

に努めなければならない。この点で、「安心保障番計／カード」（社会保障番号  

／カード）の導入が検討されてよい。もとより、個人情報の流出などがないよ  

うに、万全の措陛が採られなければならないが、制度をめぐる信頗醸成のため  

の効果は大きい。   

また、制度への信頼を高めるときに常に念頭に置くべきは、社会保障の制度  

がたいへん複雑で分かりにくい、ということである。社会保障がどのように国  

民の安心と関わっているのか、国民がその義務と負担の見返りに得ている安心  

の一覧を分かりやすく示していくことも大事である。学び、働き、子どもを経み  

育てるなどのライフサイクルの具休的場面で、いかなる給付やサービスを受け  

られるのかを具体的に解説した「社会保障ハンドブック」が作成され、配布さ  

れるべきである。また、初等中等教育において、支え合いとしての社会保障の  

意義・役割についての理角牢を深める教育を行うことが検討されてよい。  
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さらに大事なことは、安心社会を実現していくプロセスの折々で、国民が、担  

った負担が見返りのあるものであったと実感できることである。内閣府に「安  

心社会実現本部」を置き、縦割り行政を束ねて自治体を支援しつつ、改革の行程  

を監視していかなければならない。また、負担にふさわしい政策がどこまで実  

現し、その効果がどれほどあったかが、データに照らして明らかになる必要が  

ある。国民からの照会に応え情報公開をおこなう窓口として、また、行政の怠  

慢があればこれを告発する機関として、「安心社会実現オンブズマン」の段置を  

検討する。  

3 安心社会実現への役割と責任   

安心社会の実現は、その意味では政府と国比の…jの、－一つの社会契約である。  

政府が裏切ることなく国民の利益を守り、自己実現を支援するという信桝の上  

で、国民にもまた、地域社会でそして職場で、機会の拡がりを活かした租極的  

な参加が期待される。   

さらに、企業、医療・介護機関、NPO、家族とコミュニティなど、すべての  

社会の構成員が改革に参加し、それぞれにふさわしい役割とパ任を分かち合う  

ことが必要である。この役割と貢任の分担の仕方は、しばしば公助、共助、自助  

のバランスとして表現される。ある安心水準を達成する上で、もし公助を抑制す  

るならば、国民は、NPOなど共助の活動を引き受けたり、あるいは私費での  

サービス納入をすすめるなど自助を拡大する必要が生じる。いかなるバランス  

が娘適であるかは、日本社会のこれまでの成り立ちや経験もふまえつつ、検討  

をすすめるべき：・序柄である。そして、21世紀の日本にふさわしい「安心給付  

と負担のあり方」について、合意を形成しなければならない。   

各柾の税負担、保険料負担をどのように組み合わせるかも、国民各屑の担税力、  

企業の競争力維持、社会保険制度の持続可能性を勘案しながら、決定していくべ  

き二・杵柄である。′景子附税制の整備などで、善意の質金が社会を巡っていくことを  

奨励し 、評価していくことも大事である。   

政治、行政、自治体の責任もいっそう高まる。政治は安心と活力を高めるビジ  

ョンについて議．論を巻き起こし、与野党が党派を超えて共有できる部分を共有  

し、将来へのよりいっそう明確な見通しを示していかねばならない。行政は、  

安心強化と信頼再構築のために、安心保障番号／カード（社会保障番片／カー  

ド）などのインフラ整備を急ぐべきである。また、都道府リiもや市町村も、雇用  

支援に関する総合的な取り組みをすすめるなど、各分野での速やかな対応を期  

待される。  
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4 放り組むべき優先探題   

これまでの口本は、民間企業の長期厘用と地方に仕市を供給する仕組みに支  

えられて、比較的′トさい社会保障給付（負担）で国民の安心を実現してきた。社  

会保障給付は高齢世代への支援（年金・医糠・介護）がlトL、であった。経済社  

会の大きな転換を経て、これまでの仕組みをそのまま維持することは困難であ  

る。高齢世代の安心を支えるためにも、現行制度の綻びを修復しつつ、現役仲  

代および次世代を対象とした給付の比重を拡人していく必要がある。そして、  

世代をとおして切れ目のない支援型の安心保障を構築していくべきである。   

地域医療再生や介護基盤の繁備、次世代育成など、「社会保障国民会議報告」  

およびそれに先行してとりまとめられた「子どもと家族を応援する日本重点戦  

略会誌報告」において具体的に提示された社会供障の機能強化のための諸改革  

を、工程表に基づいて着実に実行していくことがまず求められる。   

社会保障の機能強化にかかる費用（公費）については、社会保障国民全滅報  

告においてすでに試算が示されており、2015年段階で消費税換算約3．3  

～3．5％、2025年段階で消費税換算約6％である。   

国民会議報告が示す改革は、日本の社会保障の根本部分を維持するための施  

策である。今日では、これに加えて、雇用を軸とした安心社会構築の第一歩を踏  

み出すために、別系氏で整理した諸施策が取り組まれなければならない。   

このうち、特に向こう3年間（2011年度までの間）において緊急に取り  

組まれるべき施策は以下の通りである。  

10の緊急施策  

（1）子育て世帯、働く低所得世帯を支援する給付付き児童・勤労税額控除の創   
設  

（2）子育て支援サービス基盤の計画的整備（多様なサービスの実現、事業参入   

促進）  

（3）就学前教育の導入およびその保育や育児休業制度との総合化  

（4）所得保障付き職業能力開発制度など雇用・生活保障セーフティネットの   

構築  

（5）給付型奨学金制度の導入など高等教育の私的負担を軽減する措置  

（6）非正規労働者への社会保険・労働保険適用拡大など非正規雇用の処遇格   

差の是正  
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（7）コミュニティにおける医療・介護連携の推進とそれに連動した独居高齢   

者に対する住宅保障  

（8）安心保障番号／カード（社会保障番号／カード）の導入  

（9）「安心社会実現本部」「安心社会実現オンブズマン」の設置  

（10）政府をあげて改革に取り組むための行政組織の再編・人的資源の再配分   

経済財政諮問会議資料によれば、これら緊急に取り組むべき．課題のうち、給  

付付き児童・勤労税額控除にかかる費用については控除・給付を合わせて約1  

～4兆円程度、雇用・生活保障セーフティネットにかかる費用については生活  

保障・職業訓練を合わせて約0．4～2．3兆円程度と試算されている。  

Ⅳ 安心社会実現に向けての道筋  

1 持続可能な安心社会の構撞   

安心社会への改革が、社会保障国民会議で主に打ち出された年金、医療・介  

護および次世代育成の3領域に、雇用と教育を加えた5つの領域として示し直  

されることは、必ずしもこれまでの3蝕域に新たに2つの徹域が梢み重なって、  

改準の重さが増したことを意味するのではない。逆であって、新たに強朋され  

た2つの領域は、安心社会を社会の活性化と経済成長にむすびつける接合点で  

ある。5つの触城が適胱を強めることは、切れ目のない安心社会の持続可能性、  

実現可能性をil一丁iめることを意味する。   

この「5つの安心改車」を、相互に連携させながら、柵実に遂行していかな  

ければならない。その行程は決して平坦なものではない。国民と政府が手を携  

え、進捗状況を碓認しながら踏破していかなければならない。そのためにも、「5  

つの安心改革」について時l伸軸に沿った共体的日焼を定め、それを継続的に達  

成していく「道筋」を示す必要がある。   

ここで大」i二なことは、安心社会はそれ自体が持続可能なものでなければなら  

ない、ということである。次世代がそのつけを回されるだけ、ということがあ  

ってはならない。次世代もまた安心を享受し、活力を発挿し続けることができ  

る基惟を梢築することが、我々の世代の責務である。  
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したがって、安心社会実現に必要なコスト（負担）とその財淑についても、  

合患形成を急ぐ必要がある。社会のすべての構成員が役割と責任を分かち合う  

という原則を貫きつつ、国民各層の担税力、企業の紛争力維持、社会保険制度の  
持続可能性を勘案しながら、消費税を含む税制改革への行程を示す必要がある。   

税制の抜本改革には、所得再配分機能の強化、低所得者対策（給付付き税額  

控除、消費税給付返還制度の導入）や1tI二代憫分配の促進（憮利子非課税国債）  

なども含まれる。そして国民のニーズに届く、実感を伴った給付の実現と一体不  

可分に、改革を実行していかなければならない。   

そのための討議と合意形成は、まさに政治の役割である。自由で裕連な批判  

が止むならば、政治は衰退する。しかし、不信感を煽ることが自己目的となっ  

たときにも、政治は劣化する。与野党が党派を超えて、「安心給付と負担のあり  

方」というこの国を明日につなげていく基本原則について、討議と合怒形成を  

すすめるべきである。そのための円卓会議の設置などが検討されてよい。与野  

党がいかなる基本原則を共有し、どのような政策で対立するかが共に明らかに  

なったときに、国民は政権選択への具体的な判断基準を得ることができる。  

2 2010年代半ばまでに達成すべきこと   

この期間には、「中福祉の綻び」を修復するとともに、雇用を軸とした、持続  

可能な安心社会の土台部分が構築されていかねばならない。取り組むべき優先  

課題については、前節で示したところである。またより詳しい政策課越は別紙に  

示した。2010年代前半から半ばにかけては、団塊世代が本格的に高齢世代  

入りし、就職氷河期の若年1牡代が社会の中核を担う年齢に到達しはじめる。こ  

うした現実をふまえて、スピード感のある改革の実施が求められる。   

そのための一方策として、雇用、介護、次世代育成、医療についてのサービス  

基盤や人材養成に関する数量目標を年次ごとに示した「支援型社会サービス・  

人材整備プラン」を国・自治体がそれぞれ策定しなければならない。   

また、政治や行政への不信が社会保障強化への合意形成と制度改革を困難な  

ものにしてきた経緯をふまえて、便益の実感を伴った負担の形を示すとともに、  

改革推進の機構整備や「安心保障番号／カード（社会保障番号／カード）」の導  

入など、国民の信頼回復につながる様々な措置を実施することもこの時期の課  

題である。  
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加えて、この時期の行財政システムの改革として、負担が確実に国民に還元  

されることをはっきり示すため、政府に「社会保障勘定」を創設し、消費税を  

社会保障給付のための目的税として、その収入はすべてこの「社会保障勘定」  

に入れる、という方法も検討に値する。税負担が見返りのあるかたちで具体的  

な給付に使われることが明確になれば、不信の払拭と社会保障強化への合意形  

成の大きな助けとなる。   

また、安心社会実現へのとば口となる2011年は国民皆保険・皆年金達成  

50周年でもある。1961年、日本は世界で4番目に皆保険を、12番目に皆  

年金を達成した。この歴史をいかに継承し、日本型安心社会をどう発展させて  

いくか、政府と国民および国民相互の対話を深める取り組みがもたれてよい。  

3 2020年代初頭までに達成すべきこと   

この期間は、安心社会を確かなものとし、それを次世代へとつなげていくた  

めの改革を行う期間である。   

2で示した諸改革が着実に実行されれば、その成果はこの時期に順次表れる。  

全世代・全生涯を通じた切れ目のない安心保肺を、国民が実感できる形で本格  

的に立ち上げることこそ、この時期の課題である。そのことによって、不安が  

経済停滞を招き不安を高めるという悲術環を、安心が活力を生み安心を強める  

という好循環に転換することができる。日本の政治を萎縮させてきた「不信の  

連鎖」を、「信頼の連鎖」へと転轍することができる。   

また、2020年代は、団塊世代が本格的に高齢世代となり、我が国の高齢  

者人口がピークを迎える時期である。この時期までに出生率の確実な上昇反転  

を実現することができれば、2030年代以降の日本社会の持続可能性に確か  

な見通しが得られる。安心社会強化のための諸施策、税制改革、経済成長戦略の  

三位一体で、この時期までに財政収支の均衡を実現できれば、私たちは胸を張  

ってこの国を次世代に託することができる。   

2で示した諸改革の上に、世代ごとのさらにきめの細かい施策を展Ij目するこ  

とを通じて、各世代それぞれに対応した生活支援体系を明示し、「便益の実感を  

伴った持続可能な安心社会」の構築を目指す。  

集中的な人材投資（未来への投蒼）による国際性や  

専門性を発揮できる豊かな人材の育成、若者の自己  
実現・チャレンジ支援  

・若者世代  
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・子育て世代  子育てと就労の両立が普通に可能となる社会基盤の  

確立、安定した家族形成支援を通じた確実な日生率  

反転の実現  

化当事と生活の巾11／二（住民としての地域参加、家族生  

活の充実）を吋能にする働きカ改革、リカレント数  

台の充尖等を通じた複線彗－！キャリアパス・挺線型人  

生設計の支援  

雇川や地域清動への参加機会の拡大による「70歳  

現役社会一生涯現役社会」の実現  

本格的高齢社会を支えうる地域医疲・介護・生活支  

援の実現   

・働き盛り世代  

・高齢世代  

2035年、今この国で産声を上げている子どもたちが新たな勤労世代とな  

る。その時この世代は、どれほどの人口規模となり、どれだけの安 心と活力と  

希望をもって実社会に足を踏み出そうとしているであろうか。この年は、日本  

の未来を決める大きな節卜Iの年となろう。まかり間遠っても、この世代が、不安  

と経済停滞の悪循環から抜け出せないまま、財政赤字のコストだけを負わされ  

るということがあってはならない。私たちは、日本の未来に対する責任を深く  

自覚し、また私たち自身が活力に満ちた社会を生きるために、安心社会への第  

一歩を踏み出さなければならない。  

■
l
 
j
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別紙  

本会議において指摘された優先課題  

1 雇用をめぐる安心の再構築  

（1）持続可能な雇用創出   

①経済成長戦略の着実な実施   

②農業再生、第一次産業中心の地域に第二次、第三次産業を引き寄せる、  

いわゆる「第六次産業」の形成   

③維持修繕型事業への転換など公共一軽業改革   

④グリーンニューディール型の産業基盤育成  

（2）より柔軟で安心なJ†露用システムの形成  

（D非正規労働者への社会保険・労働保険適川拡大   

②企業活力と扉用維持の両立（労働分配率の引き上げ＋法人税引き下げ）   

③職業能力開発（ジョブカードの普及）  

（彰雇用惧行・採用倶行の見直し（新卒一括採用見直し、中途採用の拡大な   

ど）  

（3）社会統合・社会的包摂（ソーシャル・インクルージョン）の実現  

（∋肋労所得に対する給付付き勤労者税楕控除の導入   

② 自治体におけるワンストップ型の就ガ支援サービスの提供   

③所得保障付き職業能力閲発制度など雇用・生活保障セーフティネットの   

構築   

④最低賃金の見直し  

2 子育て支援の充実  

（1）一元的子育て支援制度（「次世代支援新システム」）の速やかな創設   

①就学前教育、育児休業（所得保障）と保育（サービス保陥）の総合化   

②子育て支援サービス基盤の計画的整備（多様なサービスの実現、二■ji二業参  

入促進）  

（2）若者の家族形成支援   

① ワークライフバランスの実現（育児休業制度の充実、労働時間の弾力化   

などの両立支援策の拡充）   

②子育ての経済負担の軽減（給付付き税額控除、保育・教育理負担の軽減）  
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（3）母子家庭における子どもの貧困の解消   

①母子家庭の就労の質を高める支援   

②給付付き税額控除による経済支援  

3 教育についての安心強化  

（1）礎用流動化時代に即した教育整備   

①高等教育における職業指導（キャリアガイダンス）の制度化など、教育  

課程における円滑な職業／巨括移行の強化、社会人入学の負担軽減   

②一生チャレンジを続ける基礎力形成のための就学前教育導入  

（2）教育の機会均等化と質の強化   

①給付型奨学金制度の導入など高等教育の私的負担の軽減   

②公立初等中等教育の質の強化   

③若者の国際交流（留学・ボランティア）の拡大、国l賢人材育成の強化   

④高等教育（大学）の研究開発曹の強化  

4 「公」の新たな担い手の支援  

（1）地域を起点とした公的安心サービス提供基盤の整備   

①地域医療の再生、特に二次医療圏における救急体制の整備と当該救急部  

門のファイナンスの確宣   

②コミュニティにおける医療介護連携の推進とそれに連動した独居高齢  

者に対する住宅保障  

（2）多様な主体による「公」の実現   

①行政、企業、NPO、ボランティアなど多様な主体によるサービスの実   

現   

②社会貢献型ベンチャー、社会的企業など、新たな「公の担い手」育成の   

ための支援  

5 イ言頼の再構築、改革の着実な遂行  

（1）制度の透明度向上と信頼構築   

①安心保障番号／カード（社会保障番号／カード）の早期導入とそれを活  

用した利用者サービスの向上   

②社会保障勘定など区分経理の導入   

③IT化による医療・介護サービスの質の向上と生産性向上   

④医師と患者の信頼関係確立のための医療基本法の制定  
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⑤税・社会保障による実感を伴った所得再配分機能強化  

⑥低所得者の勤労所得に対する給付付き税額控除導入、低所得者の社会保   

険料負担の見直し  

⑦世代間分配の促進 無利子非課税国債、消費税給付返還制度の導入  

（2）国民合意の形成・改革の着実な遂行・執行体制の見直し   

①支援型社会サービス・人材整備プランの策定   

②国民合意形成のための2011年「国民皆保険・皆年金50周年」の取   

り組み   

③安心社会実現の基本原則についての合意形成の場としての、超党派によ   

る「安心社会実現円卓会議」の設置   

④改革の進捗を監視し、政策効果を評価するための「安心社会実現本部」、   

改革について国民に情報提供し、行政の怠慢があればこれを報告する「安   

心社会実現オンブズマン」の設耶   

⑤政府をあげて改革に取り組むための行政組織の再編・人的資源の再配分  
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社会保障改革推進懇談会報告の概要  

国民会議が提言した社会保障制度改革は着実に進捗  

1社会保障の機能強化の工程表（中期プログラム）   

○共通社会保障番号・カード（仮称）を2011年度中を目途に導入   

○年金基礎年金の最低保障機能の強化等に関する検討規定（国会審議中）   

○医療・介護   

・地域医療再生・強化のための基金を設置   

・医療新技術に対応するための革新的医薬品等の開発支援   

・特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホーム等の緊急整備   
・プラス3．0％の介護報酬改定による介護従事者の処遇改善   

○少子化対策  

－「安心こども基金」等による保育サービスの提供手段の多様化・供給拡大   

・仕事と子育ての両立支援等を一層進めるため育児・介護休業法を改正（国会審議中）  

2脚こおける改革の進捗  
・非正規雇用者への雇用保険の適用拡大  

・職業能力開発施策の充実に向けた工程表の作成  

さらなる改革の前進に向けて  

新しい子育て支援制度の下での給付・サービスの抜本的拡充  

1新しい子育て支援制度の目標  

・すべての子どもが支援サービスを受けることができるシステム  

・利用者のニーズ（夜間・休日保育、病児保育、保育と教育の同時提供、各種先進支   
援事業、小学生への拡大等）に合ったサービスを提供するシステム  
・女性でも男性でもひとりで子育てできるシステム（子どもを持つすべての家庭への支援強化）  

2守るべき3つの基本姿勢   

《その1》サービス提供者中心の行政からサービス利用者中心の行政へ   

《その2》サービス利用者のニーズに十分に応えるサービス提供体制へ   

《その3》これから子どもを産み育てる世代のニーズの正確な把握に基づく政策へ  

3具体的な制度設言十  

・利用者がサービスを選択し、サービス提供者と直接契約  

・サービス提供者の多様化と提供主体ごとのイコールフッティングの確保  

・サービスの良し悪しを利用者が判断できるよう、サービス内容、経理内容等の情報   

公開と第三者による評価を徹底  

・地域の実情に応じた規制緩和  

・利用者保護のためのサービス提供者の廃業規制・破綻処理制度の検討   



職業能力開発の機能強化  

1職業能力開発は「将来への投資」  

○職業能力開発の責用と効果を客観的なデータで検証し、最大限の投資効果を実現  

○さらなる投資効果改善に向け、以下を実施   
・職業訓練を受けた者のフォローアップ調査の強化（職種や賃金などの調査）   

・介護分野などの個別分野での定量的な検証   

・訓練プログラムの不断の見直し  

2地方での新たな「戦略的連携」の動きを後押しノ  

○雇用■能力開発の現場たる地方での新たな「戦略的連携」の動きである「人材育成   

プラットフォーム（※）」の形成をサポート  

（※）人材育成に関係する一連の関係者（国（独法）、都道府県、教育界、民間職業  

訓練機関、産業界等の代表者）が参集し、産業政策と連動した地方独自の人  
材育成計画の策定、地域での能力開発リソースの確認、関係機関の連携の  

取れた計画実施体制の構築を行う  

介臥材育成戦略  

1介護報酬引上げの賃金水準への確実な反映  

○両者の関連を明らかにする定量分析、諸課題の明確化、政策的な対応の実施   

2介護施設等lこおける経営の改善  

○会計等の経営透明化を進めるなど、ガバナンスを強化し、処遇改善に向けた人   
材マネジメントを強化（サービス利用者の選択の幅を広げ、介護サービスの質の   
向上にもつなげる）   

3介護労働の処遇向上と介護サービスの質の向上  

○介護労働者の処遇改善、資質の向上、介護サービスの質の向上を同時に達成   
するために、客観データに基づき、以下を推進  

・介護サービスの「質」の明確化と標準化の推進  

・介護労働者に求められる資質の明確化  

・教育t訓練体系の確立と教育訓練の実施  

・利用者による介護サービスの質の評価と介護労働者の処遇への反映   

4職業訓練の強化  

・離職者の職業経験が活かせるような能力開発t資格制度の枠組の検討  

・在職者の専門性向上に向けて、サービスの質の評価と連動した体系的な研修■   
資格制度の確立  

・良質なサービスに向けた、大学・大学院での科学的1体系的な調査研究の強化  
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子どもを守るセーフティネット機能の強化  

1国・地方公共団体の責任   

○児童虐待は、子どもの人権を著しく侵害し、その心身の成長一人格の形成に重大   
な影響を与えるとともに、我が国における将来世代の育成にも懸念を及ぼす重大   

な問題（児童虐待防止法）   

○国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健やかに育   

成する責任を負う（児童福祉法）  

2二弼ぎて支援対策の一環として行うべきセーフティネット機能の強イヒ   

○虐待を受けた子どもの早期発見・適切な養護   

・児童相談所・市町村の虐待相談対応体制の抜本的強化   

・教育機関における取組の強化   

・児童養護施設等の社会的養護体制の拡充   

○虐待を予防するための子ども・家族に対する包括的な支援   

・家族の複合的・構造的問題に対応する包括的な支援サービスの導入  

■地域住民全体を支える地域包括ケアシステムの実現  

社会保障制度への信頼醸成と国民合意の形成  

○皆年金・皆保険制度の確立から50周年に当たる2011年までに、   
（D社会保障番号・カード（仮称）を導入   

②社会保障給付・サービスを網羅的・具体的に解説した「社会保障ハンドブッ  

ク」を全国民に完全配布   

③社会保障制度に関する小中学校向けの教科書を作成  

社会保陣改革推進懇談会構成旦  
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社会保障改革推進懇談会報告  

平成21年6月18日  

社会保障改革推進懇談会  

1はじめに   

社会保障改革推進懇談会は、社会保障改革の推進を国民的な議論の下で進めるとともに、  

社会保障国民会議の提言のフォローアップを行うため、昨年末に設置された。以来、半年間で  

4回の議論を行い、社会保障国民会議における議論を更に発展させるとともに、中間報告・最  

終報告が提言した社会保障制度改革の進捗状況について関係府省から報告を受けた。   

本報告は、社会保障国民会議報告の実現に向けた成果を総括するとともに、急速な雇用情  

勢の悪化等を受け、専門家のヒアリングを含め、さらなる改革の前進に向けて最終報告後に  

行った議論を併せ、とりまとめたものである。  

2社会保障国民会議報告の実現に向けた成果  

1「中期プログラム」における「社会保障の機能強化の工程表   

昨年12月に閣議決定された「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期  

プログラム」」において、社会保障国民会議の中間報告・最終報告に描かれた姿を基に作成さ  

れた「社会保障の機能強化の工程表」が今後の社会保障制度改革の検討の「軸」と位置付け  

られた。この「社会保障の機能強化の工程表」は、年金、医療・介護、少子化対策等の分野に  

おける機能強化の課題を2025年まで時系列でまとめたものである。この工程表に従い、平  

成21年度補正予算等により、次のような社会保障制度改革が実施されるとともに、「経済財政  

改革の基本方針2009（原案）」において、この工程表で示された諸課題に閲し、2011年度ま  

でに実施する重要事項、2010年代半ばに向けた取組の方向等が示された。   



（1）共通  

「経済財政改革の基本方針2009（原案）」において、社会保障番号・カード（仮称）を2011年  

度中を目途に導入すること、それに向け、省庁横断的な検討や実証実験の結果を踏麦えた制度  

設計を行うこと、あわせて、番号・カードを活用した社会保障サービスの向上・創設の検討を行う  

こととされている。  

（2）年金   

基礎年金国庫負担割合2分の1法案（国会審議中）の附則において、基礎年金の最低保障  

機能弓封ヒ等につい七の検討規定を盛り込んだ。  

（3）医療・介護  

①医療   

・地域医療再生のため、5年間程度の基金を都道府県に設置し、地域全体での連携の下、  

計画に従って、以下の事業を地域の斯こ応じて実施して、地域医療再生・強化を図る。  

（平成21年度補正予算）  

－医療機能連携のための施設・IT基盤の整備  

一医療機関の役割分担■機能分イヒの推進  

一大学病院等と連携した医師派遣機能の強化  

一医師事務作業補助者の配置等   

・医療新技術に対応するための革新的医薬品等の開発支援を行う。（平成21年度補正予  

算）  
／  

－がん、小児等の未承認薬等の開発支援、審査の迅速化を図る。  

一新型インフル工ンザ対策のため、全国民分のワクチン開発一生産期間を大幅に短縮す  

る体制（現在1年半～2年→約半年）を5年以内に整備する。  

＠介護  

・特別養護老人ホーム、老人保健施設、認知症高齢者グループホーム等の緊急整備を進  

める。（平成21年度補正予算）   

■ 2009年度のプラス3．0％の介護報酬改定による介護従事者の処遇改善を図る。  

・介護職員の処遇改善に取り組む事業者に対し助成を行う。（平成21年度補正予算）  

・介護経験のない離職者等に対する職業訓練、潜在的有資格者の再就職支援、現に働く  

介護人材の資格取得等のキャリアアップ支援などを行う。（平成21年度補正予算）  

「   ‾▼【▼－て t   



（4）少子化対策   

・「安心こども基金」（2010年度まで）等により、保育所・放課後児童クラブの整備、家庭的  

保育、小規模保育など保育サービスの提供手段の多様化・供給拡大を進める。   

－ 一時勤ヽリサービスの利用助成と普及、地域子育て支援拠点等の基盤整備など、すべ  

ての子ども†家庭を対象とする子育て支援サービスの整備を進める。（平成21年度補正  

予算）   

・社会的養護等の特別の支援を必要とする子ども達等へのサービスを拡充する。（平成  

21年度補正予算）   

・妊婦健診への公貴負担を通常必要とされる14回程度まで拡充する。（平成20年度第2  

次補正予算）   

・男女ともに子育て等をしながら働き続けることができる雇用環境を整備し、仕事と子育て  

の両立支援等を一層進めるため、育児・介護休業法の一部改正法案を国会に提出。  

2雇用分野における改革の進捗  

1で述べた「社会保障の機能強化の工程表」に示されなかった分野においても、社会保障国  

民会議が求めた機能強化の取組は、例えば次のとおり、着実に実施されている。  

（1）非正規雇用者への雇用保険の適用拡大   

社会保障国民会議の中間報告において、社会保障制度のセーフティネット機能の強化のた  

め、非正規労働者への社会保険の適用拡大を早急に進めるべきとしたことを踏まえ、雇用保  

険法の一部を改正し、雇用保険について、受給資格要件の緩和、給付日数の暫定的な充実、  

適用基準の見直し等を図った。  

（2）職業能力開発施策の充実に向けた工程表   

社会保障国民会議の最終報告において、能力開発政策に関し、具体的な推進体制の整備と  

エ程表の作成を求めたことを踏まえ、厚生労働省は「職業能力開発施策の充実に向けたエ程  

表」を公表した。  
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3 さらなる改革の前進に向けて   

2で総括したように、社会保障国民会議が提言した制度改革は着実に進捗している。社会保  

障改革推進懇談会は、こうした提言のフォローアップを行うと同時に、急速な雇用情勢の悪化  

等を受け、次の論点に関し、さらなる改革の前進に向けた議論を行った。   

まず、少子化・次世代育成支援対策について、経済対策等により子育て支援サービスの整  

備は進んでいるものの、なお利用者のニーズには十分に応えられていない現状を踏まえ、新  

しい子育て支援制度の検討を急ぐ必要があるとの認識に基づき、制度改正に当たっての基本  

的な考え方について再度検討した。   

次に、昨年来の急激な雇用情勢の悪化の中で、就業促進策として特に期待のかかる職業  

能力開発政策を取り上げ、職業能力開発の投資効果の分析、新たな体制についての検討を  

行った。また、急速な雇用情勢の悪化にもかかわらず慢性的な人員不足が続いている介護分  

野における人材育成の在り方について議論を深めた。   

更に、深刻な児童虐待事件が繰り返し発生していることを問題視し、子どもを守るセーフティ  

ネット機能の強化という観点から、児童虐待防止対策全般について議論した。  

1新しい子育て支援制度の下での給付・サービスの抜本的拡充   

社会保障国民会議の最終報告は、「少子化問題は、将来の我が国の経済成長や、年金をはじ  

めとする社会保障全体の持続可能性の根幹にかかわるという点で、最優先で取り組むべき「待  

ったなし」の課題である」とした。同会議第三分科会の中間とりまとめでは、少子化対策を、将来  

の我が国の担い手を育成する「未来への投資」として位置付け、我が国の家族政策関係支出が  

諸外国に比べて非常に小さいことから、「国が責任をもって国・地方を通じた財源の確保を行っ  

た上で、大胆かつ効果的な財政投入を行い、サービスの質t量の抜本的な拡充を図るための新  

たな制度体系を構築することが不可欠」と指摘した。   

社会保障改革推進懇談会においては、こうした考え方に沿って、子どもは将来の日本社会の  

担い手であり、少子化対策は未来の日本に対する先行投資に他ならないという観点から、新し  

い子育て支援制度の在り方と、給付・サービスを可及的速やかに、抜本的に拡充するための方  

策について議論した。  

（1）守るべき基本姿勢   

社会経済構造の変化に伴い、家族や地域社会の姿も大きく変容を遂げ、社会保障制度が特  

定の家族一地域社会モデルを前提とすることが難しくなっている。いま、政府に求められてい  

るのは、これから子どもを産み育てる世代等の多様な価値観・需要（ニーズ）に対応するサー   



ビスを抜本的に拡充することである。   

すべての女性・男性のための新しい子育て支援制度の構築に当たっては、これから子ども  

を産み育てることを望むあらゆる世帯に対応し、「利用者目線」に徹してサービスを抜本拡充  

するため、次の3つの基本姿勢を守る必要がある。   

《その1》サービス提供者中心の行政からサービス利用者中心の行政へ   

《その2》サービス利用者のニーズに十分に応えるサービス提供体制へ   

《その3》これから子どもを産み育てる世代のニーズの正確な把握に基づく政策へ  

（2）新たな制度体系の構築に向けて   

新しい子育て支援制度の目標は、すべての子どもが支援サービスを受けられること、利用  

者のニーズ（夜間・休日保育、病児保育、保育と教育の同時提供、各種先進支援事業、小学生  

への拡大等）に合ったサービスを提供すること、女性でも男性でもひとりで子育てできること  

（子どもを持つすべての家庭への支援の強化）である。   

この点、サービスの良否や適否を判断するのは、最終的には行政ではなく利用者であるこ  

と、また、国・地方公共団体は利用者のニーズに合ったサービスを提供できる者を支援育成す  

ることが重要である。このため、利用者がサービスを選択しサービス提供者と直接契約するこ  

と、サービス提供者の多様化と提供主体ごとのイコールフッティング（支援条件の均等化）の  

確保、利用者が判断できるよう、サービス内容、経理内容等の情寺艮公開と第三者による評価  

の徹底、地域の実情に応じた規制緩和、について制度的担保が必要である。また、サービス  

利用者を保護するためのサービス提供者の廃業規制・破綻処理制度についても検討すべき  

である。   

なお、既に述べたとおり、少子化・次世代育成支援対策は、将来の日本社会の担い手であ  

る子どもたちの健全な成長を目的とした、未来の日本に対する先行投資に他ならない。   

年金・医療一介護といった高齢者関連施策にかかる給付が、特段の制度改革を行わなくても  

高齢化の進行とともにいわば機械的一不可避的に大きくなっていく性格を持つのに対して、少  

子化・次世代育成支援にかかる給付の規模は、まさにこの分野にどれだけの資源を投入する  

かという国民合意・政策選択によって決まる。その意味で、少子化・次世代育成支援対策は、  

高齢化を背景とする他の社会保障制度改革とは性格が異なる。「中期プログラム」において述  

べられている社会保障の責用の区分経理や、安心社会実現会議において提言されている「社  

会保障勘定」の中でも、少子化対策部分については、更に区分することも考えられるのではな  

いか。  
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2職業能力開発の機能強化   

昨年来の世界的な不況により、我が国においても製造業を中心とする雇用情勢の急激な悪  

化が深刻化する中で、若年・非正規労働者の不安定な地位が改めて浮き彫りとなっている。失  

業・離職等による生活環境の激変を緩和し、早期の就業復帰を促進するための「セーフティネ  

ット」策としての職業能力開発施策の真価が今ほど問われている時はなかろう。こうした情勢  

を背景に、職業能力開発施策について、現状の政策効果を検証すると共に、あるべき提供体  

制と今後の機能強化についての議論を行った。  

（1）職業能力開発の投資効果の改善   

職業能力開発、特に若年層に対する職業能力開発は、雇用を通じた所得確保を各人に可能  

にする点で、社会保障制度の持続可能性、ひいては、日本経済全体の持続可能性を高める上  

で重要な意義を有しており、その旨、社会保障国民会議でも指摘されている。   

この意味で、職業能力開発は、将来への投資とも考えられる。今後、こうした投資を強化して  

いくに当たっては、最大限の投資効果を実現することが求められる。そのためには、様々な能  

力開発の費用と効果を客観的なデータにより検証し、その結果を政策の実施に反映させること  

が重要である。   

例えば、短期的に離職を余儀なくされた者や非正規雇用であることを理由に職業能力の向  

上が十分に望めない職場で働いている者、特に若年層に、公的に職業能力開発を実施する必  

要性は高いが、こうした場合に能力開発に要する一定の社会的コストに比して、どれだけの社  

会的便益が得られているのか、投資効果を可能な限り詳細に把握することの意味は大きい。   

本懇談会では、こうした検証に向けた新たな取組として、厚生労働省による推計作業の結果  

が示された。これによれば、平成20年度、国（独立行政法人雇肝能力開発機構）実施分で、  

約1430億円（施設内訓練175億円、委託訓練1254億円）、都道府県実施分で約240億円  

（施設内訓練39億円、委託訓練199億円）との社会的効果が示された。一定の仮定を置いた  

定量的な検証において、国及び都道府県の実施する公共職業訓練（離職者訓練）の実施によ  

り、我が国全体として約1670億円のネットでの社会効果が生み出されているとの結果となっ  

ており、一般的な推計であるが、正確な投資効果把握に向けた第一歩であると言える。若者を  

中心に提供される公的職業能力開発が、社会全体で負担するコストに見合う便益がもたらされ  

ているという点で、将来への投資として必要かつ有効な政策であることを示唆していると言え  

よう。   

今後は、職業訓練を受けた者のフォローアップ調査（就職の有無だけでなく職種や賃金な  

ど）を弓封ヒするなど、効果把握のためのデータ収集を充実させつつ、離職者訓練のみならず  

在職者訓練や新卒者訓練を含め、データに基づく、できるだけきめ細かな検証がさらに進めら  

れるべきである。さらに、こうした成果を踏まえ、人的資本投資という視点から責用対効果分析  

を進め、PDCAサイクルにつなげていくことにより、投資効果を絶え間なく改善させ、戦略的な  

職業能力開発行政を展開すべきである。また、介護分野など、雇用吸収が期待される個別分  
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野についても同様の定量的な検証が進められるべきである。  

（2）地方における人材育成体制の整備   

公的職業能力開発を含む人材育成政策は、国と都道府県が、役割分担を決め、地方の現場  

で様々な関係機関が教育訓練を実施している。国は、全国的な雇用対策の観点から、地域を  

越えたセーフティネットとしての離転職者の早期再就職のための職業訓練と高度・先進的な職  

業訓練の開発普及を担っている。一方、都道府県は、地域産業の人材ニーズや職業訓練ニー  

ズをきめ細かく把握しつつ、地域の実情に応じた職業能力開発の推進、地方公共団体として  

の産業政策、福祉政策との連携を通じた雇用の創出・安定の取組を実施している。また、各種  

教育機関も教育を通じて人材育成への関わりは深い。   

こうした国と都道府県の役割分担については、二重行政の弊害を避ける点で重要な意義を  

有するが、形式的な役割分担に拘泥しすぎて実体面での必要な連携がなされないことがない  

よう十分な留意が必要である。人材育成という大きな政策目的の達成に向けて、対等■協力の  

観点から各現場における連携の実をあげることが重要になる。   

実際に、公的職業能力開発の各種サービスが提供されている地方の現場では、それぞれ  

の実情に応じた形で柔軟な対応が取られている事例も多い。本懇談会では、職業訓練が実際  

に行われる「現場」の実情について、複数の都道府県の実態調査を行い、あるべき、地方にお  

ける人材育成の体制について検討を進めた。   

その結果、国と都道府県の役割分担の姿については、地方の現場で興味深い新たな動き  

が伺われた。   

まず、大半の都道府県の現状を見ると、上記の役割分担の考え方に沿って、国と都道府県  

が相互に重複を避けるよう調整が進められている。その限りにおいて両者の調整は進められ  

ているが、例えば、産業政策、教育政策などの職業能力開発と密接に関連する隣接分野との  

連携などは、必要性は言誤鼓されつつも、具体的な動きにはつながっていないといった状況が  

ある。   

一方で、一部の都道府県においては、産業誘致を支えるための産業人材育成や雇用吸収  

力の高い地場産業への人材供給の促進など、産業政策と連携し、戦略的な職業能力開発の体  

制作りが進められていた。産業政策と連携した人材育成ニーズの見極めと、教育機関との連  

携などを通じた人材育成体制の双方において、戦略的な連携の端緒が見られる。   

さらに進んだ者随府県では、人材育成に関係する一連の関係者、すなわち、国（独立行政法  

人）、都道府県、教育界、民間職業訓練機関、産業界等の代表者が参集し、産業政策と連動し  

た地方独自の人材育成計画の策定、地域での能力開発リソースの棚卸し、関係機関の連携の  

取れた計画実施体制の構築等を進めるなどの、地方における人材育成プラットフォームを形  

成し、一層の戦略的な対応への動きがみられる。   

全国的観点からの能力開発の実施の一方で、人材ニーズやそれにふさわしい人材供給体  

制の構築は地域の特性に根ざした部分もあり、これに向けた関係機関の連携の仕方も地域ご  

とに特色があって然るべきである。今後は、参集の代表者のレベルを、例えば、都道府県知事  
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のリーダーシップのもとでの枠組とするなど、関係機関の連携を一層強化したり、人材育成サ  

ービスのワンストップ化や利用者の目線からのポータルサイトの設置、様々な育成プログラム  

の相互調整など、地域における人材育成ニーズを客観的データに基づいて見極めた上で、地  

域の人材育成機関が相互に連携を図りながら、総力を挙げて人材育成ニーズを充足していく  

様々な取組が各地域において進められるよう、国としてもその環境整備に努めていくべきであ  

る。  

3介護人材育成軌略   

高齢化が急速に進展する中で、老後の安心を支える介護サービスの充実は急務であり、社  

会保障国民会議の最終報告ではその供給体制の将来像が費用の見込みとともに示された。   

しかし、介護分野は身体的に厳しい労働を余儀なくされる上に、処遇面等の問題ともあいま  

って人材の定着率の低迷が‡尉高されている。行政・民間ともに、急拡大する介護ニーズを満た  

す人材供給の絵姿を描き切れていないといえる。   

昨今の厳しい経済情勢の下で、製造業を中心に失業・離職が大量に発生し、いわば「職を求  

める」人が労働市場に大量に存在する一方で、雇用吸収力が高く、老後の生活を支える重要  

産業としての介護分野での人材不足が継続するというミスマッチが生じている。今こそ、政策  

的な対応を効果的に実施し、介護分野の魅力を高め、介護分野で職が得られる若者を増やす  

ことを通じて量■質ともに拡大する介護ニーズを充足し、国民の老後の安心を確保することが  

必要である。特に、マクロ的に見て、必要な介護労働を新卒者だけで充足することは極めて困  

難であることから、転職者が介護分野に定着するための方策が必要とされている。   

現在提供されている介護サービスは、サービス提供事業者の経営の在り方により、介護サ  

ービスの質や従事する労働者の意欲、満足度にバラツキが見られることが各種の分析によっ  

て明らかにされている。従って、介護分野における人材定着には、単なる金銭的な処遇改善  

にとどまらず、介護サービスにおける供給主体の経営の在り方にも遡った対策も必要である。  

また、経営努力で処遇が総合的に改善され、人材の定着率を高めていくことが、同時に人材を  

介して提供される介護サービスの質の向上につながっていくという点にも留意すべきである。  

（1）閻放熱こついて   

介護労働者の現状をみると、他産業と比して、平均賃金が低く、特に男性において格差が顕  

著である。「男性が長く勤められない職場である」と言われる状況がデータでも裏付けられて  

いる。介護労働者の離職理由の上位には「待遇に不満」が挙げられており、介護労働における  

処遇・待遇への不満の解消は急務である。   

時に、その中心をなす金銭面での処遇・待遇改善については、平成21年の介護報酬改定  

において実施されるプラス3％改定の効果が期待されるが、介護報酬水準と現場の従事者の  

賃金水準の間には、サービス提供事業者の経営など様々な要因が介在しており、その関係は  
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必ずしも直接的ではない。従って、過去の事例も含め、介護報酬水準と賃金水準の相関関係  

についての定量的なデータを分析し、介護報酬引き上げを賃金水準の具体的な向上につなげ  

ていく上での課題を明確化するとともに、必要な政策的対応を講ずることが求められる。   

また、平成21年度補正予算で講じられる「介護職員処遇改善交付金（仮称）」も介護労働者  

の平均賃金の上昇につながっていくことが期待されるが、上記と同様の政策効果の検証と改  

善へのフィードバックを図ることが有益である。  

（2）介護施設等におけるマネジメント改善について  

介護分野における人材定着に向けた処遇改善策は、単に賃金水準の引上げにとどまらない。  

介護労働者の離職傾向には、事業者の人的資源管理、つまりは経営問題が大きく影響してい  

る。例えば、各介護事業所において、介護労働者の介護への取組意識（「考えながら実践する  

ことができるか」、「自ら働きかけ、介護される者との関わりを実感できるか」など）が、介護労  

働に従事したいという意欲（内発的動機づけ）と密接に関係していることがデータにより示され  

ている。こうした内発的動機づけを高め、離職傾向を減少させていくことは、経営（マネジメン  

ト）の問題にほかならない。  

各介護事業者のマネジメントの不断の改善を促すためには、近年徐々に進みつつある介護  

事業者の会計等の経営透明化を一層進めることも有効であろう。経理面等の透明化を進める  

ことにより、（1）で述べた賃金上昇の具体的な検証作業も一層促進される。また、こうした透明  

化措置は単にガバナンスの強化による人材重視の経営への転換のみならず、サービス利用  

者の選択の幅を広げ、介護サービスの質の向上にもつながることが期待される。  

（3）介護労働者の処遇向上と介護サービスの質の向上   

介護労働者の処遇向上は、それ自体が目的ではなく、利用者にとっての介護サービスの質  

の向上に結びつかねばならないことは当然である。しかし、処遇向上をサービスの質の向上  

にどのように結びつけていくか、必ずしも明確な道筋が明らかになっているとはいえない。こ   

こでも客観的なデータの蓄積と課題の抽出、それに裏打ちされた政策展開が求められる。現   

時点で取り組むべき課題としては、少なくとも以下が考えられる。   

①介護サービスにおける「質」の意義の明確化と標準化の推進   

②そのために必要な介護労働者の資質の明確化   

③介護労働者の資質の向上に向けた教育■訓練体系の確立と教育訓練の実施   

④利用者による介護サービスの質の評価と掛軸者の処遇への反映   

上記の4項目は、同時に進められて初めて、介護労働者の処遇改善、介護労働者の資質向  

上、介護サービスの質の向上が好循環として実現できるものと考えられ、総合的な取組が求め  

られる。  
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（4）サービスの質の向上と連動した職業訓練の強化   

上記の処遇改善を通じた人材定着、サービスの質の向上への介護行政領域の取組と有機  

的に連携して、昨今の労働市場の状況にも即した効果的な職業訓練を実施することが重要で  

あり、様々な面での施策強化が求められる。例えば、  

（D 製造業を中心とする離職者の職業経験を活かし、介護分野に参入してもらえるような  

能力開発一資格制度の枠組を検討すべきである。新卒者同様にキャリアパスの第一歩  

から歩ませるだけでなく、多様な活用を検討すべきである。   

② 在職者が専門性を高めるためには、サービスの質の評価と結合した体系的な研修■資  

格制度の確立など、教育訓練の弓封ヒが図られるべきである。   

③ さらに、大学や大学院などによる、質の高いサービスに向けた科学的・体系的な調査  

研究活動も強化すべきである。  

4子どもを守るセーフティネット機能の強化   

社会保障国民会議の中間報告は、「現在様々に指摘されている社会保障のセーフティネット  

機能の低下をめぐる指摘について分析すると、現在の社会保障制度の体系や制度を支える基  

本的考え方それ自体が、雇用の流動化■就労形態の多様化、女性・高齢者の社会参画の拡大、  

ライフスタイルの多様化といった社会経済状況の変化、私たちの暮らし方の変化に対応できて  

いないことに大きな背景t要因があるのではないかと考えられる」とし、「社会保障制度全体につ  

いて、社会経済の実態に即した制度の再点検■見直しを早急に行い、具体的な対応策を講じるこ  

とが強く望まれる」と、セーフティネット機能の強化を強く求めた。   

社会保障改革推進懇談会においては、繰り返される児童虐待の問題に着目し、児童虐待が子  

どもの人権を著しく侵害し、その心身の成長・人格の形成に重大な影響を与えるとともに、我が  

国における将来の世代の育成にも懸念を及ぼす重大な問題であるとの認識のもと、「国及び地  

方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健やかに育成する責任を負う」とする  

児童福祉法の原理に立ち返り、国一地方公共団体が責任を持って整備■維持すべき「子どもを守  

るセーフティネット機能」について、制度の再点検を行った。  

（1）児童虐待相談対応件数の大幅な増加   

児童虐待防止法が施行された平成12年以降、全国の児童相談所における児童虐待に関する  

相談件数は大幅に増加し、平成19年には4万件を超えた。また、平成17年4月から市区町村も  

児童虐待の通告窓口となったが、全国の市区町村における児童虐待に関する相談受付件数は  

平成19年には5万件を超えた。これら相談件数はなお増加傾向にあり、虐待相談の大部分を占  

める12歳未満の児童の数が全国で約1，400万人であることを考えれば、もはや児童虐待は  

希な例外的事件ではなく、身近に起き得るものとして捉え、十分な対策を講じる必要がある。  
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（2）不十分なセーフティネット機能   

児童相談所に関しては、厚生労働省の検言桧等の場において、その職員配置が担当区域の  

人口を基本的な基準（保護を要する児童の数、交通事情等を考慮し、人口おおむね5万から8万  

までを標準）としており、急増する虐待相談を含む相談件数を反映していないことや、都道府県  

における頻繁な人事異動のため職員の専門性が必ずしも確保されていないことなど、繰り返し  

その職員の数・専門性に関する課題が指摘されている。   

平成17年4月から、市区町村は第一義的な児童家庭相談窓口となったところであり、努力義  

務とされている子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）については、平成  

20年4月1日現在、全市区町村の94．1％（法律上の要件を満たさないものを含む。）が設置し、  

制度改正が予定した枠組みの構築は進んでいる。しかしながら、主たる相談窓口に従事する相  

談担当職員のうち、専任職員の割合は39．4％であり、児童福祉司と同様の資格を有する者は  

12．3％にすぎず、夜間・休日に対応している市区町村は72．0％にとどまるなど、実際には十  

分な相談・対応体制が取られているとはいえない。  

（3）児童相談所の機能強化等児童虐待防止対策の強化  

（D虐待を受けた子どもの早期発見一道切な養護   

すべての子どもが安心して暮らせる環境は育児に不可欠な社会基盤であり、その実現に必要  

なセーフティネットを構築することは少子化対策の一環でもある。児童相談所等による児童虐待  

防止対策に加え、児童養護施設等による社会的養護体制についても、1で述べた新しい子育て  

支援制度の一部として明確に位置付け、次のとおり、量的一質的な拡充を進める必要がある。  

イ 児童相談所・市町村の相談体制の強イヒ   

児童相談所について、相談件数の増加や相談内容の困難化から、虐待事例について、   

初期の緊急対応で手一杯となり、本来行うべき子どもの自立支援や家族再統合に向けた親   

子の支援まで辛が回らない状況にある。現状を放置すれば、いずれ虐待から児童を保護   

する最後のセーフティネットとしての機能を十分に果たせなくなるとの指摘もある。国は、児   

童福祉司1人当たりの担当事例件数といった実効的な最低基準を示すなど、児童相談所の   

必要な職員体制の確保のため必要な措置を講じる必要がある。   

脆弱とも言える市区町村の相談体制の抜本的強化は焦眉の課題である。小規模な市区   

町村においては、人事口一テーションの関係上、相談窓口の専門性の確保が難しい現状も   

あり、例えば、児童相談所の職員を市区町村に出向させることにより、都道府県単位での専   

門職の採用・人事配置を行う、民間の専門家を任期付職員として配置する、といった工夫が   

求められる。   

この点、児童相談所市区町村の相談窓口職員の人件費は地方自治体の一般財源に依   

拠しており、このことが全国一律の体制強化を難しくしているとの指摘もある。しかしながら、   

こうしたセーフティネット機能の整備が地域や自治体の事情で左右されるべきではない。1  
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で述べた子育て支援対策の抜本的拡充の際には、既述の児童福祉法の原理に立ち返り、  

児童虐待防止対策もその一部に組み込むことにより、児童相談所・市町村の相談体制の抜  

本的強化を図るべきである。  

口 数育機関との連勝強化   

虐待を受ける児童が通学する幼稚園、小中学校等の教育機関において、虐待をうかがわ   

せる兆候が発見される場合もある。しかしながら、教員の児童虐待に対する認識が十分で   

はなく、対応が遅れたために痛ましい事件を未然に防げない、という事例が散見される。   

この点、児童虐待防止法は、国及び地方公共団体は、学校の教職員が児童虐待を早期   

に発見し、その他児童虐待の防止に寄与することができるよう、研修等必要な措置を講ず   

るものとする、と定めている。既に述べたとおり、もはや児童虐待は希な例外的事件ではな   

く、学校単位では発生する可能性が十分にあることを前提として、教育機関におけるより積   

極的な取組が求められる。既に文部科学省では、本間題に適切な対応がなされるよう、教   

育関係者への周知・研修に取り組んでいるところであるが、さらに、児童虐待事件が発生し   

た場合、学校等の教育機関における不適切な対応が疑われるときには、教育委員会が調   

査しその結果を公表する、児童虐待の早期発見・早期対応のため、一般教員に対して毎年   

の児童虐待防止に関する研修を義務化する、スクールソーシャルワーカーの配置を推進す   

る、といった取組が必要である。  

ハ児童 養護施設等の社会的養護体制の拡充   

児童括祉施設に入所している子どものうち、虐待を受けた子どもの割合は高く（乳児院で   

34．6％、児童養護施設で59．2％等）、これらの施設は児童虐待の事後的対応の受け皿   

となっている。こうした社会的養護体制は、様々な原因で親とともに暮らすことのできない子   

どもの健全な成長・安全な生活のため不可欠であり、1で述べた子育て支援対策の抜本的   

拡充の一環として、量的拡充を進めるとともに現行の最低基準の改善を図る必要がある。   

特に、一時保護所について、緊急対応時における処遇の複雑性・困難性を踏まえ、現在準   

用している児童養護施設の最低基準とは別に、新たに独自の最低基準を設けることを検討   

すべきである。また、里親制度の普及に必要な措置についても更に検討を進める必要があ   

る。   

また、虐待を受けた子どもには、長期にわたり、様々な困難が形を変えて持続するため、   

関係機関が連携して長期的■継続的な支援を行う必要がある。子どもを守る地域ネットワー  

クの機能強化を図ることを通じ、こうした長期的・継続的ケアマネジメントの確立を急ぐ必要   

がある。  
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診虐待を予防するための子ども・家族に対する包括的な支援  

イ発生予防施策の在り方の検証   

「子ども虐待対応の手引き」（厚生労働省通知）は、「子ども虐待が生じる家族は、保護者   

の性格、経済、就労、夫婦関係、住居、近隣関係、医療的課題、子どもの特性等々、実に多   

様な問題が複合、連鎖的に作用し、構造的背景を伴っているという理解が大切である。・・・   

放置すれば循環的に事態が悪化■膠着化するのが通常であり、積極的介入型の援助を展   

開していくことが重要との認識が必要である。」と、児童虐待を家族の複合的t構造的問題と   

してとらえ、積極的介入型の援助が必要としている。この点、児童虐待の発生予防のため行   

われている現行施策を見ると、地域子育て支援拠点事業は保護者への情報提供サービス   

の側面が強く、訪問型の乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業は実施率が低水準にと   

どまっている。   

児童虐待の要因として、保護者の幼少時の体験や、現在の経済問題、夫婦問題等の生活   

上のストレス■家族の機能不全が挙げられることが多いが、こうした問題は現行の発生予防   

施策では解決されない。また、虐待問題を抱える家族は自ら援助を求めようとしない場合が   

多いため、来所型相談機関の整備では児童虐待を予防できないとの指摘もあり、様々な子   

育て支援サービスを提供する過程で家族の構造的問題を早期に発見し、積極介入型の援   

助を行うという包括的な支援施策が求められている。児童虐待を未然に防ぎ、子どもの人権   

を守ることこそが真の虐待「防止」対策であり、1で述べた子育て支援対策の抜本的拡充の   

一環として、現行の発生予防施策を検証するとともに、こうした子どもと家族を包括的に支   

援するサービスの在り方について検討する必要がある。  

ロ 地域住民全体を支える地域包括ケアシステム   

地域包括ケアシステムとは、ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、生   

活上の安全・安心・健康を確保するために、医療や介護のみならず、福祉サービスを含めた   

様々な生活支援サービスが日常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供できるような地域   

での体制履いう（地域包括ケア研究会報告書）。地域包括支援センターは、こうした地域包括   

ケアシステムの中核拠点として設置され、現在、全国に約4，000カ所整備されている。   

本来、地域包括ケアシステムは地域住民全体に対して保健医療・福祉サービスを包括的   

に提供するという概念であるが、現実には、地域包括支援センターは高齢者を対象とした施   

設であり、児童、障害者、生活困窮者等を包摂したシステムは未だ構築されていないといっ   

てよい。   

保健医療・福祉サービスの体系は複雑であり、利用者がこれらのサービスを十分に活用   

するためには、日常生活圏域において、これらのサービスを適切にマネジメントするサー   

ビスの提供が不可欠である。例えば、特定の市区町村において、地域包括支援センターの   

機能を強化し、児童や生活困窮家庭に関するケースワークを担当する職員を配置するなど、   

モデル事業等を活用し、子どもや子育て家庭を含めた地域住民全体を支える地域包括ケア   

システムの在り方について、早急に検討すべきである。  
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5社会保障制度への信頼醸成と国民合意の形成   

安心社会実現会議報告には、「安心社会のためのイ敵国民合意の形成」として、次のと  

おり書かれている。   

負担とは、そもそも国民に還元されるべきものである。大事なことは、税負担が国民の安心  

を高める、その具体的なプロセスが示されることである。   

各種の世論調査によれば、多くの国民は、社会保障を重視した安心社会を望んでいる。し  

かし、他方で政治や行政への不信が弓軋＼ために、税負担が見返りのあるかたちで使われると  

いう見通しをもてず、社会保障強化への合意形成が難しくなる。結果的に各種の私的負担が  

増大し、資産の有効活用も阻まれている。この不信の連鎖を断つことが必要である。   

政治と行政は、まず国民の不信に真正面から向き合い、国民の安心にかかわる現状と課題  

を率直かつ明確に語ると同時に、制度の透明性を高め、信植回復に努めなければならない。  

この点で、「安心保障番号／カード」（社会保障番号／カード）の導入が検討されてよい。もとよ  

り、個人情報の流出などがないように、万全の措置が採られなければならないが、制度をめ  

ぐる信頼醸成のための効果は大きい。   

また、制度への信頼を高めるときに常に念頭に置くべきは、社会保障の制度がたいへん複  

雑で分かりにくい、ということである。社会保障がどのように国民の安心と関わっているのか、  

国民がその義務と負担の見返りに得ている安心の一覧を分かりやすく示していくことも大事で  

ある。学び、働き、子どもを産み育てるなどのライフサイクルの具体的場面で、いかなる給付  

やサービスを受けられるのかを具体的に解説した「社会保障ハンドブック」が作成され、配布  

されるべきである。また、初等中等教育において、支え合いとしての社会保障の意義・役割に  

ついての理解を深める教育を行うことが検討されてよい。   

昭和36（1961）年に確立された我が国の皆年金・皆保険制度が50年という節目の年を迎え  

ようとする今、社会保障の機能弓封ヒに向け、私たちは強い意志を持って社会的な合意を形成しな  

ければならない。新たな合意形成のためには現行の社会保障制度への信頼回復が不可欠であ  

り、国は、社会保障番号一カード（仮称）、「社会保障ハンドブック」等による国民への説明・広報に  

尽力すべきである。   

既に述べたとおり、社会保障番号・カード（仮称）については、「経済財政改革の基本方針200  

9（原案）」において2011年度中を目途に導入することとしており、引き続き着実な検討と実施を  

求める。「社会保障ハンドブック」についても、2010年までに試行的に作成し、国民皆年金一皆  

保険制度50周年に当たる2011年までに全国民に配布すべきと考える。さらに、社会保障制度  

に関する教科書を作成し、初等中等教育において、われわれ自身の社会がこうした支え合いに  

より成り立っていることを教えることも検討されてよい。  
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4 おわりに   

社会保障改革推進懇談会は、社会保障国民会議の提言を実現するため、内閣府、厚生労働  

省等における制度改革の進捗状況についてフォローアップを行ってきた。「中期プログラム」  

の閣議決定を受け、平成21年度予算、補正予算等を通じ、社会保障国民会議報告が提言した  

制度改革は着実に進捗しており、同会議の中間報告■最終報告は、今後の社会保障制度改革  

の基礎として広く認知されたと言えよう。   

しかし、社会保障国民会議の最終報告でも述べたように、社会保障制度は国民生活に不可  

欠の社会基盤であり、社会保障と国民のかかわりに終わりはない。当事者である国民の声を  

より広く取り入れ、運用面での改善や制度改正への取組について、不断に見直していくことが  

必要である。この点、安心社会実現会議は、その報告において、「安心社会実現本部」を設置  

し、社会保障制度改革を含め、安心社会を実現していくための改革の行程を監視することを求  

めている。厚生労働省の積極的な取組はもとより、同本部が社会保障制度改革についての推  

進役となることにより、引き続き、社会保障国民会議の提言が速やかに実現されていくことを  

期待する。   

社会保障国民会議は、社会保障のあるべき姿と、その中で、政府にどのような役割を期待  

し、どのような負担を分かち合うかを、国民が具体的に思い描くことができるような議論を行う  

ために開催された。この点、安心社会実現会議報告が述べているように、社会保障制度改革  

のための討議と合意形成は、まさに政治の役割である。与野党がいかなる基本原則を共有し、  

どのような政策で対立するかが共に明らかになったときに、国民は社会保障制度改革につい  

ても具体的な判断基準を得ることができる。同報告が「優先課題」として掲げる、基本原則につ  

いての合意形成の場としての、超党派による「熟洞土会実現円卓会議」が設置され、国民の選  

択を通じて社会保障制度改革が進められていくことこそ、社会保障国民会議が希求した姿で  

ある。  
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文書】■攣t・■生舞■■  

勤保連携推進靂  

平成21年6月24日  

認定こども圃の平成21年4月1日現在の艶定件数について  

○ 調査結果の概要  

平成21年4月1日現在の「認定こども園」の認定件数は、全国で358件です。   

（※各都道府県別の認定件数については別紙参照）  

【主なポイント】  

・ 平成20年4月1日と比較し、229件から358件（都道府県数40から43）   

に増加。  

認定件数の多い都道府県   

①東京33、②長崎26、③北海道22、④神奈川、兵庫19、⑥群馬18  

・ 昨年度より認定件数の増加した都道府県   

①東京（＋24）、②長崎（＋11）、③神奈川、鹿児島（＋7）   

【平成21年4月1日現在の認定件数】  

（公私の内訳）  （類型別の内訳）  

認定件数  
公立   私立  幼保連携型  幼稚園型  保育所型  地方裁量型   

358   87   271   158   125   55   20   

（参考）認定件数の推移  

（公私の内訳）  （類型別の内訳）  

認定件数  
公立   私立  幼保連携型  幼稚園型  保育所型  地方裁量型   

平成19年4月1日現在   94   23   71   45   32   13   4   

平成20年4月1日現在  229   5 76   35   14   

（お問い合わせ）  

文部科学省・厚生労働省幼保連携推進室  

【文部科学省初等中等教育局幼児教育課】   
課  長：演谷 浩樹   
幼保連携推進専門官：森 昭一郎  

電話：03－6734－3136（直通）  

【厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課】   
課  長：今里 譲   

課 長 補 佐：伊藤 経人  
03－3595－2226（   



Nd．  都道府県  認定件数   公立   私立   幼保連携型  幼稚園型  保育所型  地方裁量型   

口  北海道   22 （16）   8 （6）   14（10）   8 （4）   4 （5）   7 （4）   3 （3）   

2  青森県   2 （1）  2 （1）   1（1）   

3  岩手県   7 （5）  7 （5）   2 （1）   5 （4）  

4  宮城県   1 （1）  1（1）  1（1）  

5  秋田県   15 （12）   8 （5）   7 （7）   11（10）   2 （2）   2  

6  山形県   7 （4）   1（1）   6 （3）   5 （2）   1（1）   1（1）  

巴  福島県   8 （5）   2 （2）   6 （3）   5 （3）   2 （1）   1（1）  

8  茨城県   11 （5）   3 （1）   8 （4）   9 （4）   1（1）   

9  栃木県   7 （7）   2 （2）   5 （5）  2 （2）   4 （4）   1（1）  

10  群馬県   18 （12）   2 （1）   16（11）   7 （5）   11（7）  

皿  埼玉県   8 （4）  8 （4）   4 （2）   4 （2）  

12  千葉県   12 （8）   5 （4）   7 （4）   8 （5）   2   1（2）   1（1）   

13  東京都   33 （19）   6 （5）   27（14）   4 （4）   20 （9）   5 （3）   4 （3）   

14  神奈川県   19 （12）   6 （5）   13 （7）   15（11）   4 （1）  

四  新潟県   5 （2）   4 （2）   5 （2）  

16  富山県   3 （2）  3 （2）   1（1）   2 （1）  

17  石川県   5 （5）   1（り   4 （4）   1（1）   3 （3）   1（1）  

18  福井県   2 （1）   1（1）   1   2 （1）  

19  山梨県   1 （1）  1（1）   1（1）  

8 （7）   7 （7）   6 （6）  1（1）   

2 （1）  2 （1）   1（1）   

22  静岡県   2   

23  愛知県   5 （4）   2 （2）   3 （2）   2 （1）  3 （3）  

24  三重県  

25  滋賀県   7 （3）   5 （り   2 （2）   5 （1）  2 （2）  

26  京都府  

27  大阪府   5 （2）   1（1）   4 （1）   5 （2）  

28  兵庫県   19 （15）   4 （1）   15（14）   4 （1）   11（10）   3 （3）   1（1）   

29  奈良県   

30  和歌山県   4 （2）   3 （2）   1（1）   2 （1）  

31  鳥取県  

32  島根県   2  2  

33  岡山県   5 （3）   5 （3）  4（2）   1（1）  

34  広島県   12 （7）   4 （2）   8 （5）   9 （6）   2 （1）  

35  山口県   2 （1）  2 （1）  2 （1）  

36  徳島県   2 （2）   2 （2）  2 （2）  

37  香川県   1 （1）  1（1）  1（1）  

38  愛媛県   8 （4）  8 （4）   4（3）  3（1）   

39  高知県   5 （3）   2 （1）   3 （2）   2 （1）   2 （1）  1（1）   

40  福岡県   13 （9）   2 （1〉   11（8）   4（3）   2 （り   2 （2）   5 （3）   

41  佐賀県   10 （8）  10 （8）   6 （6）   4 （2）  

42  長崎県   26 （15）  26（15）   8 （4）   11（8）   7 （3）  

43  熊本県   1 （1）  1（1）  1（1）  

44  大分県   5 （5）   1（1）   4 （4）   1（1）   3 （3）   1（1）  

45  宮崎県   11 （5）   10 （5）   1（1）   8 （3）   2 （1）  

46  鹿児島県  16 （9）   6 （4）   10 （5）   4 （4）   7 （2）   5 （3）  

47  沖縄県  

合  計  358（229）   87（55）  271（174）  158（104）  125（76）   55（35）   20（14）  



“みんなの”少子化対業（概要）  
一子どもへの投資が未来を支える 子育てセーフティネットの強化を！－  

整「ゼロから考える少子化対策プロジ工クトチーム」提言苓  

O「家庭」「地域」「職域」の果たしてきた   
結婚（縁結び）機能や子育て支援機能が低下。  

○社会全体の仕組として、「子育てセーフティ   
ネット」を強化し、再構築する必要。  
★希望レア吉磨Z管でき居い遜1穿と璧  

O「希望」がかなえられ、「活力」があり、   
子どもの笑顔があふれる社会を目指す。   

★彪後 腹 デ育闇／竃邑／カ物l彦左ら才て岳   

★賞厨や膚差に‾よって1多きら‘め岳ことガない   

★届書届書としだ麿済と命の営みかつブく  

○少子化の流れを反転させ、人口の急激な減少   
スパイラルからの脱却を図り、安定的で持続   
可能な社会を目指す。  

〔 

30～34歳女性の未婚率：7．7％（1975年）→32．0％（2005年）  
男性の生涯未婚率（50歳時未婚率）：2．1％（1975年）→16．0％（2005年）  

30～34歳男性の結婚率：正規社員6割に対し，非正規社員は3割（2002年）  

★慮水の舞釦lら厨乙ぺ曙りる屠虐力物質存出産  

〕
 
 
 
〕
 
 

〔・ 

分娩取り扱い施設：5．924施設（1984年）→2，933施設（2005年）  

・仕事をしていた女性の7割が出産前後で離職（2001年度）  

★願りの子音r  
共稼ぎ家庭の割合は54％（2007年）、保育所待機児童は2万人（H20．4）  

子育ての負担感「大」と回答した割合：共働き29．1％、片親のみ就労45．3％  
（2000年度）  

★関心（合意）がない   
～子育て当事者だけが苦しんでいる。  

★広がりがない   
～対症療法だけでは不十分。  

★財源が足りない  
◎未来の子どもたらのためにはみんなで負担を分かち合う  ～家族関係施策への予算が不十分。  

（日本）（イギリス）（フランス）（スウェーデン）  

家族関係糞用の対GDP比（200時） 0．81％  3．2仇  3．02％  3．17％  

国民負担率（2005射  38．3％  隠3％  62．2％  70．7％   

★消費税1％分をく子どもたち〉のために。   
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＜“みんなの少子化対策’’のためのメッセージ＞  

6．教育は子どもたちの未来の成長への投資です。未来   
への責任を果たし、すべての子どもが、希望する教育   

を十分に受けることができるよう、環境づくりを進め   
ていきましょう。  

1．結婚をすること、そして子どもを持つことには、苦   
しいことも、楽しいこともありますが、私たちを成長さ  
せる貴重な経験だと考えましょう。  

2．妊娠・出産は、母親や父親の人生にとって、もっと   
も喜ばしい出来事の1つです。生まれて＜る子どもたち   
を歓迎できるよう、安心して妊娠・出産のできる豪虐、  
地域、社会にしていきましょう。  

7．長時間労働をやめ、メリハリのある働き方をして家  
族と有意義な時間を過ごしましょう。とくに父親が家事   
や育児に積極的に関わりましょう。  

3．子どもは未来の社会への鳶望です。子どもたらの健  

やかな成長に向けて、地土或で一人でも多くの大人があ   
たたかく見守りましょう。すべての子どもたちに、笑   
いかけ、声をかけ、助け合い、そして安全を守りま   
しょう。  

8．仕事と生活が調和できる職場の雰囲気づくりを進めま   

しょう。家庭と生活を大切にする人は、仕事もできる  
人です。育児休業もキャリアのひとつとしていきま   
しょう。  

9．苦い世代や子ともの立場で考えてみましょう。若い  

世代や子育て世代が今、何に因っているのか、子ども  

が何を考えているのか、注意深＜、謙虚に耳を傾け、  
世の中の仕組に反映していきましょう。  

4．子育ての悩みや不安はひとりで抱え込まずに誰かに   
聞いてもらいましょう。家庭でも、地域でも、職場で   
も、rお互いさま」の知恵と＝夫で支え合い、明るく乗   
り切っていきましょう。  

10．私たち大人はすぺて、成長したあとの子どもです。  

子どもだった自分たらを成長させてくれた大人に感謝   

し、そして、その大人が私たちの子ども時代に行って   
きてくれたことを、今こそ、恩返しすべく、子どもた   

ちに働きかけましょう。   

5．家庭の状況や両親の働き方によらず、子どもたらが  
健全に育つよう、保育所、幼稚園などの施設のほか、   
子育て支援拠点、地域の子育て支援ネットワークの構  
築、子育てボランティアなど、すべての子どもが安心し  
て過ごせる環境づくりを進めていきましょう。  



“みんなの”少子化対策  

一子どもへの投資が未来を支える 子育てセーフティーネットの強化を！－  

ゼロから考える少子化対策プロジ土クトチーム  

平成21年6月   
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“みんなの”少子化対業   

一手どもへの投資が未来を支える 子育てセーフティーネットの強化を！－  

《稔 論》  

◎結婚・出産・子育ての危機・‥時代は変わった  

○かつて、家庭には祖父母がいて、地域社会のつながりや安全な遊び  

場もあった。学校を卒業して正社員（長期継続雇用一年功序列賃金）  

として勤務でき、職場で出会い結婚して子どもを産む人が多く、「標  

準4人家族」という言葉もあった。   

○しかし、時代は変わった。「家庭」「地域」「職域」の果たしてきた結  

婚（縁結び）機能や子育て支援機能が低下した結果、昔は普通にで  

きたことが今では難しくなり、これらの負荷が個人に重くのしかか  

っている。   

○社会全体の仕組として、子育てセーフティーネットを強化し、再構  

築する必要がある。手遅れにならないためには今が最後のチャンス。  

★希望Lて‾る甜できをい還暦と壁  

※結婚を希望しても、結婚できない人が増えている。  

・30～34歳女性の未婚率：7．7％（1975年）→ 32．0％（2005年）  

■ 男性の生涯未婚率（50歳時未婚率）：2．12％（1975年）→15．96％（2005年）  

※見合い結婚が減少している：29．4％（1982年ト→ 6．4％（2005年）  

※職場結婚も減少している：35．0％（1992年）→29．9％（2005年）  

※非正規社員の拡大が結婚を難しくしている。  

30歳～34歳の男性の結婚率（有配偶率）：正規社員6割に対し、非正規社員  

は3割（2002年）  

★虜水のj舞台から廊び轡りる．穿唐が必要を虎屋  

安心して出産できるところが少なくなっている。  

分娩取り扱い施設＝5，924施設（1984年）→2，933施設（20P5年）  

産科・産婦人科医師数：11，391人（1994年）→10，074人（2006年）  

仕事をしていた女性の7割が出産前後で離職（2001年度）  

1   



★虜済りの子育て  

※結婚しても、共働き家庭では仕事と子育ての両立に苦しんでいる。  

・共稼ぎ家庭の割合は54％（2007年）  

・保育所待機児童は2万人（H20．4）  

※専業主婦も子育ての負担感が非常に高い。  

・子育ての負担感「大」と回答した割合：共働き 29．1％、片親のみ就労等   

45．3％（2000年度）  

※核家族化、地域のつながりの希薄化も加わり、子育てが孤立化している。  

・三世代世帯の割合は半減：16．9％（1975年）→8．8％（2008年）  

・夫婦出生児数（妻40－44歳：2．35人（1975年）→2．00人（2005年）  

日本9．0％、スウェう○ン75．2％（2005年  とても子どもを生み育てやすい国だと思う割合   

◎3つの「ないJ・・・これまで足りなかったもの  

○我が国のこれまでの子どもや家族、若者をめぐる政策には、以下の  

3つが欠けていた。  

★厨疋l「倉劇カでをい・■・・デ百丁ぎ多言だ仕が芽Lん㌣い息  

※子育て当事者以外に関心がなく、少子化が「みんな」に「返ってくる」問   
であるという認識が不十分。  

※ このまま少子化が進むと、2055年には高齢者1人を現役世代1．26人で支   

ることになり、現役世代1人にかかる負荷は現在の3倍。  

★広がリカでをい－・・・対症鹿茸だげでば不十分。  

※現行の施策は、保育サービス等の子どもが産まれたあとの子育て支援サ   

スが中心となっており、必要な施策の広がりがない。  

※少子化の背景には未婚化・晩婚化の影響が大きいが、結婚にいたる若者   

労支援や自立支援といった観点が不足していた。  

「
い
■
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 ★厨励く居りをい‥ ■家農園旋慮窟への予算が不ナガ。  

※我が国の家族関係責用の規模は小さい。  

・家族関係費用の対GDP比（2005）  

日本0．81％、イギリス3．20％、フランス3．02％、スウェーデン3．17％  

※我が国の教育関係糞用の規模も小さい。  

・教育貴公財政支出の対GDP比（2005）  

日本3．4％、イギリス5．0％、フランス5．6％、スウェーデン6．2％  

※家族関係予算が大きい国は、国民負担も大きいことに留意。  

2  
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分  

国民負担率（2005）  

日本38．3％、イギリス48．3％、フランス62．2％、スウェーデン70．7％  

「社会保障国民会議最終報告」（H20．11）では、少子化対策の機能強化  

して消費税率換算0．4～0．6％とされているが、ここにはサービスの質の  

上や経済的支援の充実は含まれていない。  

◎3つの「ないJを解消するために・‥r提言J  

①関心（合毒）がない  

→ 国鳥すべての“みんなの少子化対業”を目指す   

★みんなが卿  

・少子化問題は「みんな」に必ず「返ってくる」問題であり、これ  

を克服する上での思い切った政策展開とそのための財源の必要  

性を理解してもらうことが重要である。  

・あわせて、たくさんの人を巻き込みながら、小さなことがらでも  

「みんな」が「自ら」「具体的な」行動を起こす必要がある。  

・若者、さらには子どもの世代の意見を汲み取り、政策に反映させ  

るべきである。彼ら自身が積極的に市民社会の一員として参画す  

るための教育や啓発普及も重要である。   

★御者の鮎に立っこ居直す㌔  

・利用者の視点に立って施策の点検・評価を行い、利用者への正確  

で分かりやすい情報開示を進めるとともに、真に改善を実感でき  

る制度の見直しを不断に実行していくことが必要である。   



②広がりがない  

→ ライフサイクルを通じた総合的な支層を目指す   

★を噺  

・少子化の社会的背景や要因である若い世代の恋愛・結婚をめぐる  

状況から対策を考えていくことが必要である。  

一 若い世代の恋愛・結婚、就職、生活上の自立などについて、社会  

がもっと関心をもち、若者の自立支援に正面から取り組むべきで  

ある。   

★子どるが主人銑  

・多様な家族形態や親の就労の有無にかかわらず、すべての子ども  

と子育てをライフサイクル全体を通じて社会的に支えることが  

必要である。  

・子どもを中心にタテ割りではない総合型の施策を展開するとと  

もに、こどもの貧困や格差の連鎖を防止するという観点が重要で  

ある。  

⑨財源が足りない  

→ 未来の子どもたちのためにはみんなで負担を分かち合う   

★眉皆靡7％分を「子どるたろノのために  

一 子育てのセーフティーネットを強化するためには、消費税など  

〈安定的な財源〉 を確保して少子化対策を拡充すべきである。  

4  
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「100円の買い物をしたら1円を子ども達のために」など分か   

りやすし＼メッセージを発信し、負担面も含めて国民的な合意を得   

ていくことが必要である。  

◎子どもの笑顔あふれる巳本社会の実現を  

○我々の目指すべき社会は、「希望」がかなえられ、「活力」があり、  

子どもの笑顔があふれる次のような社会である。  

★鰯ガ、路 子育丁の／青空ノカ匂lを点らカる  

★甜や彪差ノごよっ丁磨きらめることがをい  

★一穿き一穿きとLた腰済と命の営みがつづて   

○少子化の流れを反転させ、人口の急激な減少スパイラルからの脱却を  

図り、安定的で持続可能な社会を目指すことが必要である。  

※今のままでは100年後の日本の人口は4500万人。高齢化率40．6％。  

※出生率の低下について、国民の8割が「将来べの危機感」を感じている   

（平成21年2月）。  

※結婚や出産の「希望」が実現した場合の合計特殊出生率は、1．75（2040年）。  

10   



これからの少子化対策・」・・ 10の提言  

1．少子化対策の第一歩は“恋垂・結婚”から  

☆ 少子化の背景にある恋愛・結婚にまで視野を広げて政策的対応を図る。  

2．若者が安心して家族をもてるようにする   

☆ 家族形成可能な就労・経済的自立への支援など包括的な若者支援に取り組む。  

3．妊娠や豪族形成に関する認識を深める  

☆ 学校段階から妊娠や不妊治療について正しい知識を得られるようにする。  

4．屈しい経済情勢の今だからこそ働き方を変える   

☆ 仕事と生活を調和させるメリハリのある働き方に向け具体的行動を起こす。  

5．幼児教育と保育の総合的な検討を  

☆ 幼児教育の無償化や保育制度改革は利用者の視点に立って行う。  

¢．子どもの貧困と格差の連鎖を防止する  

☆ ひとり親家庭（母子家庭・父子家庭）等への効果的な支援を行う。  

丁．家計の過重な教育費負担の軽減を  

☆ 就学援助、授業料減免、奨学金等により家計の教育責負担の軽減を図る。  

8．社会全備で子育てを支える  

☆ 人づくり、まちづくりを通じて家庭や地域の子育て支援機能を強化する。  

9．子どもが病気になったと書にも安心を  

☆ 子どもが病気になったときの親の不安の解消と病児保育の充実を図る。  

1飢 消費税1％分をく子どもたち〉のために  

☆ 安定的な財源を確保して少子化対策を拡充する。  
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“みんなの少子化対某”のためのメッセージ  

1．結婚をすること、そして子どもを持つことには、苦しいことも、楽しいこともあります   

が、私たちを成長させる貴重な経験だと考えましょう。  

2．妊娠・出産は、母親や父親の人生にとって、もっとも喜ばしい出来事の1つです。生ま   

れてくる子どもたちを歓迎できるよう、安心して妊娠一出産ので書る素点、地域、   

社会にしていきましょう。  

3．子どもは未来の社会への希望です。子どもたらの健やかな成長に向けて、地域で一人   

でも多くの大人があたたかく見守りましょう。すべての子どもたらに、笑いかけ、声を   

かけ、助け合い、そして安全を守りましょう。  

4．子育ての悩みや不安はひとりで抱え込まずに誰かに聞いてもらいましょう。家庭でも、   

地域でも、職場でも、rお互いさまJの知恵とエ夫で支え合い、明る＜乗り切ってい   

きましょう。  

5．家庭の状況や両親の働き方によらず、子どもたらが健全に育つよう、保育所く′ノ幼稚園な   

どの施設のほか、子育て支援拠点、地域の子育て支援ネットワークの構築、子育てボラ   

ンティアなど、すべての子どもが安心して過ごせる環境づくりを進めていきましょ   

う。   

6．教育は子どもたちの未来の成長への投資です。未来への責任を果たし、すべての子   

どもが、希望する教育を＋分に受けることができるよう、環境づ＜りを進めていきまし  

ょう。  

7．長時間労働をやめ、メリハリのある働き方をして家族と有意義な時間を過ごしましょう。   

とくに父親が領事や育児に積極的に関わりましょう。   

8．仕事と生活が調和で卓る職場の雰風気づくりを進めましょう。家庭と生活を大切に   

する人は、仕事もできる人です。育児休業もキャリアのひとつとしていきましょう。   

9．苦いせ代や子どもの立場で考えてみましょう。若い世代や子育て世代が今、何に因っ   

ているの力＼、子どもが何を考えているのか、注意深＜、謙虚に耳を傾け、世の中の仕組   

に反映していきましょう。  

10．私たら大人はすべて．成長したあとの子どもです。子どもだった自分たちを成長   

させてくれた大人に感謝し、そして、その大人が私たらの子ども時代に行ってきてくれ   

たことを、今こそ、恩返しすべく、子どもたちに働きかけましょう。  
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《各論》  

◎今後の課題について  

○本PTは、各回テーマを決めて、有識者や関係者の意見を聞きながら、議論   

してきたところであるが、以下、その議論の概要を整理した。  

《恋愛■結婚》：少子化対策の第一歩は“恋愛・結嬉”から  

★少子化の背景にも未婚化・晩婚化の影響が大きい。その要因はさまざまであ   

るが、非正規雇用の拡大など経済的基盤の不安定化、男女の出会いの機会の   

減少、恋愛や結婚に関するインフォーマルなアドバイス機能の低下、結婚に   

関する男女間の価値観の相違、コミュニケーション能力の低下、結婚に期待   

する効用の低下などが指摘されている。  

★国が結婚に対して政策的な支援を行うことについては、未だ十分な国民的合   

意ができていないかもしれない。しかし、地方自治体の施策としては、「結   

婚支援」は確実に重要な位置を占めつつあるように思われるし、また、民間   

の結婚情報サービスなどの活動もあり、最近は、いわゆる“婚活’’への関心   

の高まりもある。  

★これまでの少子化対策は、主として「子育て支援策」を中心に取り組まれて   

きた。その重要性は変わらないものの、今後は、さらに視野を広げ、「恋愛・   

結婚」をめぐるデータの集積、現状分析と評価、政策的対応のあり方等につ   

いて、議論を深めていくべきである。  

【参考】   

※ 平均初婚年齢：（1975年）  （2007年）  

（夫） 27．0歳 → 30．1歳  

（妻） 24．7歳 → 28．3歳  

※ 結婚の利点は何か：  （1987年）（2007年）   

（未婚男性）「社会的信用が得られる」：   32％ →14％  
「親や周囲の期待に応えられる」：27％ →16％  

（未婚女性）「社会的信用が得られる」：  16％ → 

「親や周囲の期待に応えられる」：30％ → 21％  
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※ 独身である理由（25－34歳：男性）（2005年）   

■ 適当な相手にめぐり合わない（45％）  

・必要性を感じない  （32％）  

・自由や気楽さを失いたくない（30％）  

・結婚資金が足りない  （27％）  

・趣味や娯楽を楽しみたい   （22％）  

※ 未婚男性の年収と、未婚女性が男性に求める期待年収（25－34歳：東京）  

（2003年）  

（200万円以下）（200－400万円）（400－600万円）（600万円以上）   

（未婚男性の年収）33．8％  43．2％  19．5％  3．5％  

（こだわらない）但00万以上）（400万以上）（600万円以上）   

（未婚女性の期待）29．7％  4．3％  26．8％  39．2％  

《善書の雇用と自立支援》：著者が安心して家族をもてるようにする  

★非正規雇用の増大や経済状況の低迷により、多くの若者が卒業後に当たり前   

のように就職し、経済的に自立できるというライフコースは過去のものとな   

った。若者は何もしなくても自立できると思われていたが、「時代は変わっ   

ている」ことを十分認識すべきであり、この点に関する情報発信や啓発が必   

要である。  

★欧州諸国の取り組みも参考にしながら、職業意識啓発などのキャリア教育、   

雇用機会の創出、自立生活に向けた生活支援といったライフステージを通じ   

た包括的な若者支援の必要性がわが国においても高まっている。若者の自立   

を支援するNPOなどの「支援者を支援する」視点も不可欠であり、若者支   

援の取り組みの定着を図ることが課題である。  

★若者が政治や政策決定に参画する機会が少ないことも課題である。若者の声   

を吸い上げる工夫が求められるとともに、若者自身が市民としての自覚をも   

って参加できるような教育・啓発が必要である。  

★本PTは、平成21年5月20日にくアラハタ世代と考える恋愛、結婚、子育   

て～学生100人との対話～〉と題して、学生の皆さんとの意見交換を行った   

ところであるが、今の若い世代が将来のライフコースを真剣に考えているこ   

とをあらためて認識し、こうした声をもっと政策決定の場に生かしていくこ   

とが必要である。  
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【参考】   

※ 非正規雇用者割合：  （1997年）   （2007年）  

（男性）15－24歳：  

25－34歳：  

35－44歳：  

（女性）15－24歳：  

25－34歳：  

35－44歳：  

12．3％ →  29．6％   

5．1％  →   14．0％   

2．8％  →  7．5％  

22．3％  →  37．4％  

28．4％  →  42．5％  

49．5％  →  55．2％  

《妊娠（不妊治療）》：妊娠や豪族形成に関する認識を深める  

★近年、不妊治療件数が増加傾向にあり、約2万人（出生数の2％）が不妊治   

療による出生となっている。しかし、我々は、不妊治療の現実やデータにつ   

いて知る機会もなく、当事者となってはじめて気付き、悩み、苦しむ結果と   

なっているように思われる。  

★年齢とともに妊娠する確率は低下していくこと、体外受精・顕微授精の成功   

率は2割程度であることなどの現状をしっかりと認識するとともに、妊娠や   

不妊のリスクについて、早くから正しい知識の教育や情報提供が求められる。  

★不妊治療を行う医療施設については、まずは安全対策の徹底が大前提である   

ほか、客観的なデータに基づく調査研究やカウンセリング等を担う人材確保   

が課題である。  

★体外受精・顕微授精には1回30～40万円の費用がかかる。現在、1回当   

り10万円（平成21年度は15万円に引き上げ）、年2回まで、通算5年   

間の経済的支援が行われているが、公的な経済的支援の在り方を検討する場   

合には、「標準化」が前提となる。医学的知見や当事者の意見も踏まえなが   

ら、引き続き公的支援の在り方について検討していくべきである。  

【参考】   

※ 年齢が妊苧性に及ぼす影響（＊男性同年齢の場合）（2000年）  

（女性：19－26歳：妊学性  0．5程度  

（女性：35－39歳：妊学性  0．3程度  

注：妊学性とは妊娠のしやすさを指し、各数値は排卵日2日前に受精した場合  

における妊娠の確率。  

※ 生殖補助医療（体外受精・顕微授精）による妊娠率（2007年）   

（女性：25－29歳： 妊娠率 20％程度  
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（女性：40－44歳： 妊娠率 5～10％程度  

※ 生殖補助医療の治療費   

（体外受精・顕微授精）：30～40万円程度  

《仕事と生活の調和（ワーク・ラ巾・げランス）／倒圭方／父親の子育て支穫》   

：厳しい経済情勢の今だからこそ働き方を変える  

★厳しい経済情勢の下でこそ、これまでの働き方の問題点を検証し、仕事と生   

活の両立を可能とする生産性の高い働き方ヘシフトするチャンスととらえ   

るべきである。経済界も労働界も、この点では考え方が一致している。今こ   

そ具体的な行動が求められている。  

★従来型の男性フルタイム正社員を前提とした一律的な働き方の見直し、多様   

な社員のニーズに即した働き方の開発、非正規雇用者の仕事と生活の調和   

（ワーク・ライフ㌧バランス）の実現、父親の子育てを支える環境づくり、   

企業の管理職の意識改革などが課題である。  

★長時間労働の抑制、男女役割分業を前提とした働き方や滅私奉公的な働き方   

の見直し、子育てとの両立ができる働き方の開発など、「新しい働き方」を   

推進していくための対応が求められている。  

【参考】   

※ 過労働時間60時間以上の者の割合：10．0％（平成20年）  

（男性）15－24歳：9．2％  

25－34歳：17．7％  

35－44歳：20．4％  

（女性）15－24歳：4．1％  

25－34歳：4．2％  

35－44歳： 3．0％  

※「仕事」「家庭生活」の優先度（希望と現実）（平成20年）  

（希望）：「仕事」を優先したい 2．0％  

（現実）：「仕事」優先  48．6％  
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※ 6歳未満児を持つ男性の育児・家事関連時間（カツコ内はうら育児時間）  

（日本）  

（アメリカ）  

（イギリス）  

（フランス）  

（ドイツ）  

（スウェーデン）  

（ノルウェー）  

（0：33）（平成18年）  

（1：05）（平成18年）  

（1：00）（平成16年）  

（0：40）（平成16年）  

（0：5■9）（平成16年）  

（1：07）（平成16年）  

（1：13）（平成16年）  

※週全体、単位：時間  1：00   

3：13   

2：46   

2：30   

3：00   

3：21   

3：12  

《保育・幼児教育》：幼児教育と保育の絵合的な検討を   

★保育所の待機児童は一刻も早く解消する必要がある。「安心こども基金」等   

を活用して、賃貸物件や分園方式の活用、幼稚園など既存施設の活用を図る   

など、「あるものを改善して使う」というスピーディーな対応が求められて   

いる。  

★現在、検討されている保育制度改革においては、働き方の多様化、家庭の子   

育て力の低下などに対応し、利用者の視点に立った見直しが求められている。   

その際、支援が必要な子どもの保育環境を改善するために、一定の質の担保   

を前提に認可外の保育施設の支援を検討する必要がある。また、NPO法人   

や民間などの多様な主体の参入を促し、休日■夜間保育■病児保育を早急に   

拡大する必要がある。  

★幼児教育の無償化については、幼児期にきちんと資金を投資することは、保   

護者負担の軽減につながる面があるとともに、その後の教育や就業を含めて   

社会的にも有用である。今後、保育制度改革とあわせて議論を深めていくべ   

きである。  

★将来的な幼児教育と保育の在り方については、当面、認定こども園の普及（平   

成23年度までに2000箇所）に向けた取り組みを進めるとともに、教育や保   

育といった「機能」面に着目し、地域におけるサービスの総合的な提供のあ   

り方を検討していくべきである。なお、保育所保育指針と幼稚園教育要領の   

関係、保育士と幼稚園教諭の資格の関係等についても検討すべき課題である。  

★放課後児童対策についても、全小学校区において展開を図るとともに、サ   

ービスの質の向上を図っていくべきである。  
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【参考】   

※ 幼稚園と保育所 〈箇所数〉  〈児童数〉  

（幼稚園）1万4千カ所 167万4千人（H20．5）  

（保育所） 2万3千カ所  202万2千人（H20．4）  

※ 認定こども国  229カ所（H20．4）  

※就学前教育費の対GDP比（2005年ベース）  

（巳 本）  0．21％  

（イギリス） 0．30％  

（アメリカ） 0．39％  

（OECD平均）0．45％  

（ドイツ）  0．50％  

（フランス） 0．68％  

※ 保育所待機児童数 2万人（H20．4）  

《ひとり親羨虐と子どもの貧困》   

：子どもの貧困と格差の連鎖を防止する   

★子どもの貧困の問題が、学歴格差、健康状態、児童虐待、非行の問題などに   

深く関係していることは憂慮すべき事態であり、貧困や格差が固定化し、親   

から子へと連鎖することのないようなセーフティーネットの整備が必要で   

ある。  

★ひとり親家庭については、経済的支援の在り方（児童扶養手当の支給停止要   

件や父子家庭への対応のあり方、養育費の問題、生活保護）、住宅や保育所   

などの環境整備、教育面での支援、就業面での支援などの課題がある。  

★ひとり親家庭に対する支援については、母子家庭・父子家庭の区別無く施策   

を実施すべきという考え方や、子どもの貧困防止という観点から、低所得の   

子育て家庭への経済的支援という観点もあわせて考慮する必要があるとの   

考え方を踏まえ、検討していくべきである。  
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【参考】   

※ 子どもの貧困率（平成16年）  

〈世帯類型〉  〈貧困率〉  

両親と子どものみ世帯   11．1％  

≡世代世帯  

母子世帯  

父子世帯  

高齢者世帯  

10．8％  

66．4％  

18．8％  

53．3％  

※ 子どもの貧困率の国際比較（OECD 23ケ国中の順位）（2000年頃）   

（所得移転前）貧困率が低い方から4番目（12．9％）   

（所得移転後）貧因率が低い方から14番目（14．3％）  

※ 母子世帯の状況   

（母子世帯数）120万世帯（平成18年度全国母子世帯等調査から推計）  

うら母子のみにより構成されるのは75万世帯（平成17年）   

（母子世帯になった理由）離婚8割、死別1割（平成18年11月）   

（児童扶養手当受給者数） 96万人（平成20年3月末）  

※ ひとり親世帯の就業状況（平成18年11月）   

（母子世帯）就業率：84．5％ 常用雇用率：42．5％   

（父子世帯）就業率：97．5％ 常用雇用率：72．2％  

※ ひとり親世帯の平均年間収入（平成18年11月）   

（母子世帯）213万円   

（父子世帯）421万円  

※ ひとり親世帯の年間就労収入の分布（平成18年11月）  

1∞万円未満100～200万円未満 200～300万円未満 30恥棚0万円未満 400万円以上   

（母子家庭）31．2％  39．1％ 17．7％  5．9％ 6．1％   

（父子家庭） 4．3％   11．8％  21．1％ 17．4％ 45．3％  
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《学校教育》：家計の過重な朝育辛負担の軽減を  

★公教育の質の問題については、公立の小中学校への信頼の回復のために、地   

域との連携を含めた取り組みがはじまっている。先駆的な自治体の取組の成   

果を検討しながら、信頼される質の良い公教育を実現するための方策をそれ   

ぞれの地域でさらに進める必要がある。  

★わが国においては、家計が負担する教育費の割合が諸外国に比べて大きいこ   

とが指摘されており、これが子どもを産めない大きな要因ともなっている。   

とくに負担の大きい低所得世帯の就学援助制度の在り方や、大学の授業料の   

在り方が課題である。また、国公立大学の授業料については、地方の学生の   

状況、地方活性化の視点からの検討も必要である。  

★奨学金については、家計の将来計画を立てやすく、躊躇せずに借りられるよ   

うな仕組みをエ夫するとともに、返還免除の在り方を含めて低所得者世帯へ   

の配慮が必要である。  

【参考】   

※ 高等教育費の家計負担の割合（国際比較）（2005年）  

（日 本）  53％  

（韓 国）  52％  

（アメリカ） 36％  

（イギリス） 25％  

（フランス）10％  

（デンマーク）3％  

※ 世帯年収に占める在学費用の割合（小学校以上に在学中の在学費用）（平成20   

年7月）   

く年収〉  

2α〕－400万円  

40D－600万円  

6∝トー800万円  

8〔Xト900万円  

〈世帯年収に占める在学費用の割合〉  

55．6％  

33．8％  

27．3％  

24．8％  

※ 幼稚園から大学卒業までにかかる教育費（平成18年度）  

高校まで公立、大学は国立：864万円  

小・中学校は公立  ：1，396万円  

全て私立  ：2，258万円  
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《家屋・地域・まちづくり》：社会全体で子育てを支える  

★家庭や地域のもつ子育て支援の機能を最大限に活用するため、まちづくりに   

も「子どもにやさしい」という視点が求められている。学校は子育て支援に   

とって重要な拠点のひとつであり、地域コミュニティづくりに有効である。  

★地域における子育て支援については、NPOの活動が重要な役割を担ってい   

るが、市民と行政とが協働して、地域で子育てを支える専門的な人材を育て、   

支援していくという観点が重要である。  

★家庭では、父親の育児への関わりの促進がカギを握っている。  

★子どもの発達する環境として必要な自然に触れ合える環境づくりが重要で   

ある。  

★海外における子どもが育つ環境に配慮した特色ある「まちづくり」の手法を   

広く紹介し、我が国においても参考にしていくなどの取り組みは有効である。  

★本PTは、地域における子育て事情を視察するため、福井県福井市（平成   

21年5月27日）と宮崎県宮崎市（平成21年6月1日）において、「地方懇   

談」を実施した。そこで指摘されたのが、保育所待機児童の有無など、大都   

市圏と地方ではニーズの優先順位等に違いがあるという点であり、国の制度   

を企画立案するに当たっても、各地域の実情を踏まえ、地方自治体にとって   

使い勝手の良い仕組とすることが必要である。  

【参考】   

※ 「15歳の意識調査」（OECD）（2（：X〕3年）  

〈孤独を感じると答えた割合〉  

（日 本）  29．8％  

（アイスランド）10．3％  

（フランス）  6．4％  

（イギリス）  5．4％  

※ 子どもの育らを支えるネットワーク   

（家 庭）   

（第1層）親族、友人、子育て仲間、隣人   

（第2層）地域社会、学校、保育所、幼稚園、子育て広場、商店街   

（第3層）他者一般  
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《小児医療・周蔵期医層・病児保育》   

：子どもが病気になったときにも安心を  

★小児医療については、子どもの病気に対する親の不安を解消することが、  

小児医療の厳しい状況の改善にもつながる。そのためには親が子どもの病  

気について基礎的な知識を学べる場が必要であり、地方自治体における母  

親学級等各種講座の改善による情報提供体制の充実等が必要である。  

★周産期医療については、近年の「お産難民」あるいは「妊婦の救急受入れ  

困難」といった事案の背景として、産科医の厳しい労働状況や高い訴訟リ  

スクによる産科医師不足、NICU不足とともに、小規模施設が多いとい  

った医療の提供体制の非効率性、助産師との役割分担、母子を総合的に診  

療することができる医師の不在等の問題がある。国が長期的方向性をもっ   

て、産科の専門医の確保と配分、施設の規模・配置の適正化、診療報酬や  

財政措置等による支援などの取組を行なう必要がある。  

★病児保育については、保護者のニーズが高い一方、整備が十分に進んでい  

ない現状がある。病児保育への公的支援の充実や事業者の創意工夫を生か  

せるような仕組みの荏り方が必要であるほか、同時に子どもの看護休暇制  

度の充実により、子どもが病気になった時には親が仕事を休める仕組みの  

活用など仕事と生活の調和の推進と併せて取り組んでいくことが必要であ  

る。  

【参考】   

※ 分娩取り扱い施設数：  

（1984年）   （1996年） （2005年）  

5，924施設→3，991施設→2，933施設  

※ 産科・産婦人科医師数：  

（1994年）  （2000年） （2〔×〕6年）  

11，391人→11，059人→1QO74人  

※ 病児・病後児保育  

767カ所（平成19年度）  
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※ 仕事と育児の両立で最も悩むこと（平成14年）   

子どもの病気で遅刻や欠勤をすることがあり、周囲に迷惑をかけてしまう 72％  

63％  

59％  

37％  

35％  

21％  

19％  

7％   

自分の時間が持てない  

子どもと過ごす時間が少ない  

子どもが病気の時でも他人に預けなければならない  

残業ができない  

残業で子どもを迎えにい＜のが遅れる  

重要な仕事を任せてもらえない  

その他・特にない  
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○なお、本PTとしての議論の時間はなかったが、今後の少子化対策を考える   

上で重要と思われる課題を以下掲げておきたい。  

★家族の在り方等に関する問題（養子縁組、事実婚、嫡出でない子、夫婦別   

氏等）  

★人工妊娠中絶  

★結婚・出産などのライフデザインと生命の大切さへの理解  

★児童虐待・DV（家庭内暴力）  

★障害児支援  

★行財政・施策の実施体制・省庁の在り方など  

・
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【出典】  

《総論》   

※ 総務省「国勢調査報告」   

※ 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2009年版）」   

※ 国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」   

※ （独）労働政策研究・研修機構「若者就業支援の現状と課題」（平成17年）   

※ 厚生労働省「医療施設調査」   

※ 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」   

※ 厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査」（平成13年度）  

・きょうだいの数1人（本人のみ）の場合   

※ 総務省「労働力調査（詳細報告）」  

・男性雇用者と無業の妻からなる世帯と雇用者の共働き世帯での割合   

※ 厚生労働省「保育所の状況（平成20年4月1日）等について」   

※ （財）こども未来財団「子育てに関する意識調査」（平成12年度）   

※ 厚生労働省「国民生活基礎調査」   

※ 内閣府「少子化社会に関する国際意識調査」（平成18年3月）   

※ 社会保障審議会人口構造の変化に関する特別部会「出生等に対する希望を反映した人口  

試算」（平成19年1月）   

※ OECD”socialExpenditure Database（November2008）”   

※ OECD「図表でみる教育～OECDインディケータ2008」   

※ OECD”NationalAccounts””Revenue Statistics”   

※ 内閣府「国民経済計算」   

※ 内閣府「少子化対策に関する特別世論調査」（平成21年2月）   

※ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成18年12月推計）  

《各論》  

《恋愛・結婚》   

※ 平均初婚年齢：厚生労働省「人口動態統計」   

※ 結婚の利点は何か：第1回PT金子隆一氏提出資料より   

※ 独身である理由：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査・独身者調査」   

※ 未婚男性の年収と、未婚女性が男性に求める期待年収  

：第1回PT山田昌弘氏提出資料より  

《若者の雇用と自立支援》   

※ 非正規雇用者割合：総務省「労働力調査特別調査」「労働力調査（詳細結果）」  

《妊娠（不妊治療）》   

※ 年齢が妊畢性に及ぼす影響：第3回PT脅藤英和氏提出資料より   

※ 生殖補助医療（体外受精・顕微授精）による妊娠率：第3回PT脅藤英和氏提出資料よ  
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り  

※ 生殖補助医療の治療費：厚生労働省資料より  

《仕事と生活の調和（ワーク・ライフり、ヾランス）／働き方／父親の子育て支援》   

※ 過労働時間60時間以上の者の割合：総務省「労働力調査」   

※ 「仕事」「家庭生活」の優先度  

：内閣府「仕事と生活の調和（ワサティフ・バランス）に関する意識調査」（2008年8月）   

※ 6歳未満児を持つ男性の育児・家事関連時間  

：総務省「社会生活基本調査」、Eurostatほか  

《保育・幼児教育》   

※ 幼稚園と保育所：文部科学省・厚生労働省資料より   

※ 認定こども園：文部科学省・厚生労働省資料より   

※ 就学前教育費の対GDP比：文部科学省資料より   

※ 保育所待機児童数：厚生労働省資料より  

《ひとり親家庭とこどもの貧困》   

※ 子どもの貧困率：第6甲PT阿部彩氏提出資料より   

※ 子どもの貧困率の国際比較：Peter Whiteford and WillenmAdema，Combating child  

povertyin OECD countries：Is work the answer？（2006）   

※ 母子世帯の状況：厚生労働省資料より   

※ ひとり親世帯の就業状況：厚生労働省資料より   

※ ひとり親世帯の平均年間収入及び分布：厚生労働省資料より  

《学校教育》   

※ 高等教育費の家計負担の割合（国際比較）：OECD（第7回PT小林雅之氏提出資料より）   

※ 世帯年収に占める在学費用の割合：日本政策金融公庫「教育費負担の実態調査」（平成  

20年7月）   

※ 幼稚園から大学卒業までにかかる教育費：文部科学省資料より  

《家庭・地域・まちづくり》   

※「15歳の意識調査」（OECD）：第8回PT木下勇氏提出資料より   

※ 子どもの育ちを支えるネットワーク：第8回PT松田茂樹委員提出資料より  

《小児医療・周産期医療・病児保育》   

※ 分娩取り扱い施設数：厚生労働省「医療施設調査」   

※ 産科・産婦人科医師数：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」   

※ 病児・病後児保育：内閣府「少子化社会白書」（2009年4月）   

※ 仕事と育児の両立で最も悩むこと：第9回PT駒崎弘樹氏提出資料より  
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【参考資料】  

O「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」について   

O「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」開催経緯   

○アラハタ世代と考える恋愛、結婚、仕事、出産、子育て  

～「学生100人との対話」～   

O「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」地方懇談   

O「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」緊急アピール   

O「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」立ち上げにあたり  
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「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」について  

1．趣旨  

○新しい「少子化社会対策大綱」の作成に資するために、少子化対策   

担当大臣の下に「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」   

を開催し、有識者及び国民各層の意見を聴取する。  

2．検討方法  

○子育て世代の当事者の視点、利用者の視点から、既存の枠にとらわ   

れることなく議論することとし、各回のテーマに応じた有識者（現   

場の当事者・学識経験者・関係団体等）を招き、ヒアリング及び意   

見交換を行う。  

3．メンバー  
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NPO法人ファザーリング・ジャパン代表理事  

経済評論家  

第一生命経済研究所主任研究員  

日本テレビ報道局解説委員  

東京大学社会科学研究所教授  

（少子化社会対策推進点検・評価検討会講座長）  

※関係省庁からもオブザーバー参加を求める。  
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「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」開催経緯  

○第1回（平成21年2月10日）  

【テーマ】恋愛・結婚  

【有識者等】  

三浦 展（カルチャースタディーズ研究所）  

山田 昌弘（中央大学文学部教授）  

金子 隆一（国立社会保障・人口問題研究所人口動向研究部長）   

○第2回（平成21年2月24日）  

【テーマ】若者の雇用と自立支援  

【有識者等】  

宮本 みち子（放送大学教授）  

工藤 啓（NPO法人「育て上げ」ネット理事長）  

○第3回（平成21年3月9日）  

【テーマ】不妊治療  

【有識者等】  

斉藤 英和（国立成育医療センター周産期診療部不妊診療科医長）  

鈴木 良子（フィンレージの会）  

○第4回（平成21年3月24日）   

【テーマ】ワーク・ライフ・バランス／働き方／父親の子育て支援  

【有識者等】  

川本 裕康（経団連常務理事）  

輪島 忍（経団連労政第二本部労働基準グループ長  

兼 安全・衛生グループ長）  

古賀 伸明（連合事務局長）  

○第5回（平成21年4月7日）   

【テーマ】保育・幼児教育  

【有識者等】  

無藤 隆（白梅学園大学教授）  

吉田 正幸（有限会社遊育代表取締役）  

山口 洋（株式会社JPホールディングス代表取締役）  

29   



○第6回（平成21年4月21日）   
【テーマ】ひとり親家庭と子どもの貧困  

【有識者等】  

阿部 彩（国立社会保障・人口問題研究所国際関係部第2室長）  

吉村 マサ子（財団法人全国母子寡婦福祉団体協議会会長）  

赤石 千衣子（NPO法人しんぐるまざあず・ふお－らむ理事）  

新川 てるえ（NPO法人Wink理事長）  

向井 通江（ハンド・インリヽンドの会主任研究員）   

○第7回（平成21年5月12日）  
【テーマ】学校教育  

【有識者等】  

若月 秀夫（東京都品川区教育委員会教育長）  

小林 雅之（東京大学大学総台数育研究センタt教授）   

○第8回（平成21年5月26日）  
【テーマ】家庭・地域・まちづくり  

【有識者等】  

木下 勇（千葉大学大学院教授）  

大日向 雅美（恵泉女学園大学大学院教授）  

和田 雄志（財団法人未来工学研究所理事）   

○第9回（平成21年6月9日）  
【テーマ】小児医療・周産期医療・病児保育  

提言に向けた議論  

【有識者等】  

高橋 夏子（「知ろう！小児医療 守ろう！子ども達」の会理事）  

岡井 崇（昭和大学医学部産婦人科学教室主任教授）  

駒崎 弘樹（NPO法人フローレンス代表理事）   

○第10回（平成21年6月23日）  
【テーマ】ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム「提言」とりまとめ  

【その他】  

○アラハタ世代と考える恋愛、結婚、仕事、出産、子育て～「学生100人との対話」～   
（平成21年5月20日（水）：明治大学駿河台キャンパス）   

○地方懇談   

・福井県（平成21年5月27日（水））、宮崎県（平成21年6月1日（月））  
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アラハタ世代と考える恋愛、結婚、仕事、出産、子育て  
～「学生100人との対話」～   

くゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム〉  

日 時：平成21年5月20日（水）15：00～16：30  

会 場：明治大学 アカデミーコモン ビクトリーフロアー暁の鐘  

登壇者：ゼロから考える少子化対策プロジ工クトチーム  

NPO法人ファザーリングtジャパン代表理事  

経済評論家  

第一生命経済研究所ライフデザイン研究本部主任研究員  

日本テレビ報道局解説委員  

東京大学社会科学研究所教授  

（少子化社会対策推進点検・評価検討会議座長）  

安藤 哲也  

勝間 和代  

松田 茂樹  

宮島 香澄  

佐藤 博樹  

参加者：113人（男性40人、女性73人）  

■オープ＝ング  

・ビデオメッセージ 小渕優子 内閣府特命担当大臣（少子化対策）  

・「学生100人との対話」について 松田茂樹  

■意見交換・討論  

・テーマ1 恋愛、結婚、出産  

・テーマ2 仕事と子育て・生活  

・テーマ3 少子化の原因と今後の対策  

■参加者からの質問コーナー＆まとめ  

学生からの声  

＜テーマ1 恋愛、結婚、出産＞   

★結婚したいと思わない、子どもは欲しくない。子どもをつくったり、結婚をしたりして  

しまうと、自由な時間が減るイメージがある。（男子）   

★特に結婚したいとは思わない。特に必要性を感じない。（女子）   

★現在、一人の息子がいる。すべての男性はパパに、すべての女性はママになるべきだと  

思う。子どもと過ごしていると楽しいし、成長できると実感する。（男子）   

★年齢的にも結婚したいという希望があるが、結婚が就職活動の障害になってしまうとい  

う心配から踏み出せない。（女子）   

★結婚と出産が今はイコールではない社会になってきていると思う。事実婚といった形や  

養子として自分の所に引き取るという形でも僕は全然ありだと思う。（男子）  

4  
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＜テーマ2 仕事と子育て・生活＞   

★家に帰っても、親がいないというのは、いい気はしないと思うので、お父さんかお母さ   

ん、どちらかは、仕事よりも家庭に専念して欲しい。（男子）   

★仕事と子育てと生活を全部、完壁にやっていくということは一人の人間では不可能なの   

で、それを分担し合ってやっていくのが夫婦の意味だと思う。（男子）   

★現在、1才の息子がいる。サポートがない限り、子育てと生活を両立していくというこ   

とが不可能なので、正規雇用のままで働く時間を短くして、普通に子育てに参加できる 

ような社会を築いていくことが大切だと日々実感している。（女子）   

★女性のほうが仕事とか子育てとかの責任感が強く、いろいろな分野にいっぱい心配事を   

抱えているのではないかなと思う。（女子）   

★教師になりたいが、教師はほかの子どもも育てなければいけなくて、自分の子と向き合  

う時間ができるかという不安がある。（女子）   

★一度、非正規になってしまうと、給料の問題で、′子どもを持てないとか、結婚できない  

のではないかというような不安がある。（男子）   

★子どもを預けるときに、保育園の施設がまず足りないという不安がある。また、非認可   

の所であっても、こういうふうな教育をしてくださいといった基準をある程度設けて欲  

しい。（女子）  

＜テーマ3 少子化の原因と今後の対策＞   

★日本人の働き方は異常だと思う。特に、いわゆる、正社員の整理解雇4条件というもの   

が日本の労働事情というものを硬直化させていると思う。（男子）   

★乳幼児と触れ合う機会が増えるということがあれば、生みたい人も増えるのではないか   

と思う。今の少子化対策というのは、生みたい人が生めるような環境整備が中心だが、   

生みたい人の絶対数を増やしていくことも今後大切だと思う。（女子）   

★有休も取れて、労働時間も短くする中でちゃんとした給料ももらえる企業はほとんどな  

いので、企業への働きかけがもっと必要だと思う。（女子）   

★母親がどのように子どもを育て、それから、肌のぬくもりを感じ、喜びを感じているの   

かということを感じる機会がなかなかないのではないかなと思う。（女子）  
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押しボタン式アンケート結果  

榔H日本で少子化が遭んだ結集どのような  
マイナスの影■が出るとおもいますか？  （2つ≠で砲書可）   

よ性 ．  女性  

30％  

17％  

5％  

5％  

2％   
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「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」地方懇談  

（福井県）  

○行程   

平成21年5月27日（水）  

出席委員：安藤委員、佐藤委員、宮島委員  

11：10～11：45 ハーツきっず羽水「ひよこる－む」（子育て支援施設）  

設置者：福井県民生活協同組合  

開 設：平成1了年8月、職員：14名、施設面積52．56汀デ、  

1～3歳児対象  

（登録 子ども：1，100人 保護者：997J人）  

12：00－12：30 結婚相談所  

実施主体：福井県婦人福祉協議会、結婚相談員200人  

沿革：昭和39年開設（平成6年から県の結婚対策事業として実施）  

：登録者数：男性2，892名、女性804名将成20年度）  

12：40～13：40 西川一誠福井県知事との懇談  

於：福井県国際交流会館、健康福祉部長、子ども家庭課長同席  

13：50～14：50 県市町の子育て関係課職員との意見交換  

於：福井県国際交流会館、  

参加者：県、市町6市、3町（福井市、敦賀市、勝山市、鯖江市、  

越前市、坂井市、永平寺町、越前町、若狭町）  

15：05～15：40 清川メッキ工業㈱（仕事と生活の調和に関する企業経営者との意見  

交換）  

創 業：昭和38年3月  

資本金：4000万円  

従業員：グループ計234人  

事業内容：表面処理、電子部晶tマグネット等のメッキ  
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地方懇談（福井）  

【ハーツきっず羽水】  

O「ハーツきっず羽水」は、親子の集いの場・交流の場、子どもの一時預かりの機能を   

有する施設であり、生協（スーパー）や高齢者デイサービスセンターとの複合的な施   

設となっている。  

○福井県民生活協同組合の堀内課長の概要説明のあと、子ども連れで来所していた7名   

の保護者の方々と、文字通り、膝詰めでの懇談を行った。  

○保護者からは、「週に3～4日は利用している」「急な用事ができたときにもー時預か   

りをしてもらえてありがたい」「気軽に友達がつく   

れる」「身近なところで相談にのってもらえる」な   

ど同施設を評価する声が数多く聞かれた。  

○また、他の府県から引っ越してきた保護者からは、   

「福井県は子どもにやさしく、子育てしやすい。   

ぜひ2人目の子どもも欲しい。」との声もあり、福   
井モデルの効果をうかがうことができた。  

○福井県は、共働き世帯の割合が全国1位、女性の   

有業率も全国1位、三世代同居世帯の割合が全国   

2位などの特色を有するが、逆に「働きに出ない   

母親は肩身が狭い」などの悩みもあるようだ。  

【結婚相談所】  

○県内各地から9名の結婚相談員の方々との懇談が行われた。  

○平成20年度の登録者数は、男性2892人、   

女性804人であり、成婚数は57。登録会   

員の年齢構成は高く、男性は40歳、女性   

は35歳くらいで登録する者が多いとのこ   

と。本人ではなく、親が登録に来るケース   

も多いそうだ。女性の登録者数が少ないの   

が悩みとのこと。  

○お見合い形式のマッチングが主であるが、   

パーティー等のイベントも開催している。   

イベント前に行う男女別「講習会」も好評   

のようだ。  

○マッチングしても女性からお断りするケースがほとんどであるとのことで、相談員は   

皆一様に「男性の押しが足りない」と嘆いていた。また、最近の若者は趣味も「読書・   

映画鑑賞」など、「家でひとりでやるもの」が多いとの声も。  

8  
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○長男と結婚して親と同居するケースは福井でも少なくなっているようである。  

【西川知事との懇談】  

○福井県は、少子化対策に力を入れているとのことで、「ふくい3人っ子応援プロジェク   

ト」として3人目以降の子どもについて、妊婦健診から3歳までの保育料、医療責等   

を無料化するなどの取組みが行われている。結婚相談所の取組みもその一環である。  

○西川知事からは、国に対して、病児保育など地方にとって使い勝手が悪い仕組がある   

など、「都会仕様」になっている制度がある   

ことの指摘がなされた。  

○安心こども基金も、「待機児童対策」が主で   

あり、待機児童のいない福井県には使い勝   

手が悪いとの指摘があった（担当部長より）。  

○また、本年3月に「ふくい2030年の姿」   

検討会が、将来の福井人の「暮らしの姿」   

をとりまとめた報告書についての紹介があ   

った。  

【県市町の担当職員との懇談】  

○県および県内の9市町（福井県、福井市、敦賀市、勝山市、鯖江市、越前市、坂井市、   

永平寺町、越前町、若狭町）の児童・子育て支援の担当課長等との意見交換が行われ   

た。  

○各市町から、それぞれの自治体における独自の取組みや国への要望等についての発表   

があった。近年、市町村合併により誕生した自治体が多く、人口減少への問題意識を   

強く持っていることがうかがわれた。  

○子育てに関する経済的支援について、国や   

県の基準を超えて実施しているところが   

多くみられた。とくに、越前市は児童扶養   

手当と同様の給付を父子家庭にも実施し   

ているとのこと。また、公立保育所の民営   

化を課題に掲げるところが多かった。  

○新米お父さん教室や父子手帳の交付（鯖江   

市）、マイ保育園登録制度（敦賀市）など   

の独自の取組みなども紹介された。  

○国への要望としては、病児保育や一時預かりなど、一定の利用人数を確保しないと補   

助金が出ないものがあり、「都会中心」になっているとの指摘がなされた。  

9  
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【清川メッキ】  

○専務取締役と総務部長より説明のあと、意見交換を行った。  

○従業員234名（男性152名、女性82名）の企業であり、平成20年度には9名の育児   

休業取得者があったとのこと。ただし、すべて女性であり、男性の育児休業取得は課   

題であるとのこと。従業員のほぼすべてが「共働き」である。平均年齢は35～36歳と   

比較的若く社内結婚が多いとの説明があった。  

○食育講座、絵本の読み聞かせ講座などを独   

自に開催しているが、その講師料は県から   

の補助制度を活用している。  

○女性の管理職がいないが、「昇進したくな   

い」女性が多いとの福井県内の企業の調査   

結果もあるとのこと。  

○委員からは、「育児休業は、女性だけがと   

るのでなく、男性も取得して女性が早く職   

場復帰するなど、負担を分担していくこと   

が重要である」などの指摘があった。  
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「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」地方懇談  

（宮崎県）  

○行程   

平成21年6月1日（月）  

出席委員：安藤委員、勝間委員、松田委員、宮島委員  

11：15～12：15 行政関係者等との懇談  

場 所：宮崎県庁  

参 加：宮崎県、宮崎市、宮崎労働局、宮崎商工会議所  

13：15～14：00 あおぞら幼稚園（保育園併設）の職員及び保護者との懇談  

主 体：学校法人みやざき福祉学園  

開＿園：昭和49年5月1日（平成14年に移転・・改築し、現  

在のあおぞら幼稚園と改称）  

職 員：15名  

定 員：120名  

概 要：無料で預かり保育を実施（長期休暇を除く）、併設の  

あおぞら保育園と制度上の許容範囲内で連携■協力  

14：15～15：00JA宮崎中央の担当者との懇談（婚活事業等）  

設 立：平成9年2月1日  

組合員：30，362人  

職 員：715人  

概 要：パートナー確保対策検討委員会を設置し、独身の若い  

農業後継者のための異業種交流等を通じた結婚支援  

活動を実施  

15：15～16：00 ヤングJOBサポートみやざきの担当者との懇談  

開 所：平成17年5月30日  

（延岡サテライト 平成19年8月6日開所）  

相談員：4名（延岡サテライト1名）  

対象者：おおむね40歳未満  

概 要：個別相談、就職支援セミナー及び職業紹介などの事業  

を実施  
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地方懇談（宮崎）  

【行政関係者】  

○宮崎県、宮崎市、宮崎労働局、宮崎商工会議所の子育て支援関連部局担当者との懇   

談を行った。  

○宮崎県における次世代育成関係の予算は289億（対前年度2．5％増で県予算の   

約5％）となっている。平成21年度の事業としては、子育てに優れた技能を有す   

る人材を登録し、子育て支援センター等で活用してもらう「子育て応援人材バンク」   

の構築や、行政、企業及び団体が両立支援の応援を宣言したリサービスの提供を行   

う「みんなで子育て応援運動」により、社会全体で子育てを応援する機運の醸成を   

図る取組などの紹介があった。  

○宮崎県においては、入院、入院外とも小学校入学前の乳幼児に対して医療費の一部   

を助成している  

○宮崎県特有の子育て支援としては、中山間地域が多いため、自宅から通学できない   

高校生のための寮を設置している。  

○若者の有効求人倍率については、全国の0．46に対し宮崎県の0．41と全国と   

の差は縮まっているが、25歳から34歳までについては厳しい状況にある。  

○都市部では3世帯同居率は低いが、同じ生活圏に住む近居率は高い。  

○男性の育児休暇の取得が進まない理由として、男女共同参画に対する意識が低いこ   

とが考えられる。男性の育児休暇取得率については算出されていない現状もあった。  

○宮崎市からは、待機児童はないが、中心市街地と農村部において保育需要の差が大   

きく、重卓的に対応すべき地域がある。そのため、保育所や児童クラブの拡充を図   

っていきたいが、増やせば増やすほど潜在的なニーズが表面化するとの問題も指摘   

された。また、保育所の定員ごとの運営費支弁の算定上、定員の弾力化に不都合が   

生じるとの問題点や、児童扶養手当を父子家庭にも支給すべきとの指摘があった。  

○国への意見として、市からは認定こども園の推進のため平成22年度までは「安心   

こども基金」による補助があるが、将来的に需要の減少が見込まれる中で、平成2  

3年度以降の見通しが立たないことから、認  

定こども園を増やすことができない現状が  

あることが指摘された。また、財源の確保が  

大きな課題であり、基本的な部分は国が責任  

をもって行い、ソフト事業については自治体  

の独自事業のための自由な裁量を認めてほ  

しいとの要望が出された。また、県からも子  

育て支援のための財源確保や安心こども基  
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金の区分間の弾力的な流用を求める意見が出た。  

○商工会議所からは、空き店舗の活用やポイントカード等を通じた子育て支援に取り  

組んでいることが紹介された。  

【あおぞら幼稚園】  

○施設を見学した後、みやざき福祉学園の職員、在園児の父母、「おやじの会」会長   

及び未就園児の父母との懇談を行った。  

○職員からは、預かり保育を無料にしたところ保護者からの反応が大きく、専業主婦   

家庭の利用者も多いことが紹介された。また、保育所と幼稚園に対する公費補助や   

職員の待遇に差がある問題が指摘された。  

O「おやじの会」会長からは、地域の関わりが薄くなっていると感じるため、昔なが   

らの良い地域との関わりを子ども達に伝えるための活動を行っているとの報告が   

あった。また、働いていない母親への支援が少ないため、専業主婦家庭など、理由   

を問わず預かり保育をしてもらえると子育てを楽しくできるとの意見が出された。  

○県外から転勤してきた未就園児の父母からは、転入当時は子育てに関する情報の提   

供が少なく、サークル活動も少なかった。現在、サークル活動を行っているが、法   

人格を持っていないと市などの公的な機関を利用して情報を発信できないとの声   

があった。  

○国への要望として、職員からは、保育園と併設されているが、幼稚園と保育園に対  

する補助制度について平等化を図って欲しい  

との要望や、認定こども園に移行については、  

現時点では移行するメリットはないとの指摘  

があった。父母からは、子どもへの乳幼児に  

対する医療真の助成など補助金制度の地域間  

格差をなくして欲しい、どんな家庭でも子ど  

もが小さいうちは子どもと接する時間を作れ  

る「子どもにやさしい」国になって欲しいと  

の要望があった。  

【JA宮崎中央】  

○婚活事業を企画しているパートナー確保対策委員会委員長等との懇談を行った。  

○パートナー確保対策検討委員会を設置し、各支店独身者1名、既婚者1名の委員を  
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おき、20～30人規模のイベントを企画しており、毎年2～3組のカップルが誕   

生している。予算は100万円（うち20万円は成婚祝金）。  

○男性は農協の組合員かつ青年部盟友、女性は広告等で募集している。男性は30～   

40歳。無料ではなく参加費（例：男性1万5干円、女性1万円）を徴収している。  
○女性とコミュニケーションをとるのが苦手な男性に対して研修会を実施している。  

○農家の男性をめぐる問題点としては、農業をしていると女性との出会い自体が少な   

い（職場での出会いがない）、農家出身の女性などからは逆に知識がありすぎて敬   

遠されることが上げられるとの報告があった。ただ、実際の農業を行っている立場   

としては、イメージよりは辛いものではなく、農家は子育てしやすく実際に離婚率   

も低いので、結婚するまでの問題が一番大き   

いとの意見が出された。  

○女性とコミュニケーションをとるのが苦手   

な男性が多いので、ホテルでのパーティー形   

式ではなく種子島などへの宿泊付きの旅行   

形式でイベントを開催し、男性と女性が打ち   

解ける時間を確保できるようエ夫をしてい   

る。  

【ヤングJOBサポートみやざき】  

○センター長より施設の概要説明の後、懇談を行った。  

040歳未満を対象としており、利用者としては、無職者や学生が多い。また、複数   

回数利用している利用者が多いとの説明があった。平成20年度は利用者数2，6   

82人、登録者数269人、就職決定者数71人となっている。学生が多い理由は、   

学校でも支援を行っているが、様々な理由で就職できない人が多いことが上げられ   

る。．  

0企業からの求人については、高度の専門性が求められる場合が多く（介護や看護な   

ど）、なかなか無資格者の希望（営業や事務）とマッチする求人がないため、就業   

環境は厳しい状況にある。  

○小さな子どもを持つ人にとっては、報酬の低い「内職」であってもニーズが高い。  

○職業訓練の効果については、パソコンについては必要なスキルだがそれだけで就職   

するのは難しいのが現状である。一方、職業訓練自体は、周りの人と自分を比較す   

る機会になり、自分に必要なスキルについて考えるきっかけになるなど、得られる   

ものは大きいとの意見も出された。  

○若年者の雇用の問題は、職業高校が総合化することにより専門教育を受ける時期が  
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後ろ倒しになることにより専門性を備えた   

学生が育たないことや、普通科志向の高校   

においても職業教育というものがなくなっ   

てきていることなど学校教育に課題がある   

との指摘があった。  

○今後は、サービス業や製造業だけではなく、   

農業や畜産業に視野を広げていくことが必   

要だとの意見も出された。  
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「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」  

緊急アピール  

経済不況の影響もあって、都市部を中心に待機児童が急増するなど、保育の  

受け皿不足が深刻になっています。現在、保育制度の改革について議論されて  

いるところですが、現状の政策枠組みの中でも、早急に可能な限り子育て環境  

を改善し、国民が安心して子育てができるよう、小渕優子少子化対策担当大臣  

から「安心こども基金」の大幅増額などを含む「子育て創生＆安心プラン～待  

ったなしの少子化対策～」（平成21年4月14日）が発表されたところです。   

「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」として、「安心こども基金」  

の財源が各自治体や関係者において子育て環境の改善のために有効に使われ、  

「子育て創生＆安心プラン」の内容が実効性ある施策として早急にかつ確実に  

実施されるよう、強く求めると同時に、とりわけ下記の点に留意すべきである  

ことを要望いたします。   

＊待機児童がいる自治体は、認可保育所の定員やクラス編成を弾力化し、受け   

入れ児童を増やすこと。  

＊保育ママや保育所の分国など小規模で設置が容易な受け皿を早急に増やすこ   

と。  

＊公共施設の用地や商店街の空き店舗、定員割れの幼稚園など既存の施設を利   

用して機動的に保育所を増やすこと。  

＊幼稚園の預かり保育や認定こども園を拡充すること。  

＊待機児童などの受け皿になっている認可外施設の質の向上や受け入れ増加の   

ために積極的に支援をすること。  

＊ファミリーサポートセンター、子育て支援センターなど地域の子育て支援を   

拡大するとともに、多様な主体の参加により、地域の子育て力の向上を図るこ   

と。  

＊病児保育・夜間休日保育を早急に整備すること。  

＊保育をになうすべての職員に一定の研修と待遇を保障し、保育従事者を増や   

すこと。  

＊ひとり親家庭、経済的に困難を抱える家庭・児童養護施設の退所者などに対   

して、きめ細かな支援をすること。  

＊父子家庭にも母子家庭と同様の支援を行うこと。  

＊不妊治療への経済的支援の充実を図ること。  

＊地域の周産期医療体制を早急に整備すること。  

以上  

平成21年4月21日  

ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム  

安藤 哲也  

勝間 和代  

松田 茂樹  

宮島 香澄  

佐藤 博樹  
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「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」立ち上げにあたり  

平成21年1月20日  

少子化対策担当大臣  

小渕優子  

ゼロから考える少子化対策  

プロジェクトチーム  

安藤哲也  

勝間和代  

松田茂樹  

宮島香澄  

佐藤博樹   

私がこのプロジェクト（以下PT）を立ち上げようという思いに至ったのは、子育てに  

関する多くの「なぜ？」に出会ったからに他なりません。私自身の体験や周囲の友人の声  

ばかりでなく、少子化対策担当大臣というお役目をいただき、さらに多くの方々のお話を  

お伺いする中でその「なぜ？」は私の中で拡大するばかりでした。   

－なぜ、こんなに不安を感じながら出産・子育てをしなくてはならないのだろう。   

－なぜ、一人で働きながら、子供を育てることがこんなにも大変な社会なんだろう。   

一なぜ、結婚もしたい、子どもも産みたいという当たり前の希望がなかなかかなえられ  

ないのだろう。   

私がお話した方の一人は、「子育てが辛い」と言って涙しました。もちろん子育てには大  

変な面もありますが、子の笑顔に触れ、その成長を喜び、親である私たち自身も学び、お  

互いに感謝や愛情を紡いでいくものがその日常だと思います。しかし、今この国は、子育  

てそのものを自身の喜びとして素直に受け止めることがなかなかできない状況にあるので  

はないでしょうか。   

そのようなことを強く感じ始めた時がまさに5年に一度の「少子化対策大綱」の見直し  

の時期でした。日本にとって、これからの5年はこれまでの5年とはまったく意味の違う  

時間になると思います。子育て支援も含めた社会保障のあり方をめぐる議論も今後かなり  

活発化してゆきます。少子化に目を転じると、第2次ベビーブームに生まれた世代が40  

代を迎える時期でもあります。   

私は、強い危機感を覚えました。もっと少子化について国民のみなさまと共通の理解を  

得て、改めて将来のあるべき姿を示していかなくては、本当に手遅れになってしまうので  

はないかと。私自身は少子化問題は、子供を持ちたいと思っている皆さんや、産み育てる  

ことに直面している方々だけでなく、世代を超えて月本に暮らす誰もが「今自分自身に何  

ができるか」を考えていかなくてはならない問題と強く考えています。  
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大臣になった時、私は「みなさまと共に悩み、共に歩む大臣でありたい」と述べました。  

このPTも様々なことに悩み考え、一緒に答えを見つけていくプロセスを国民のみなさま  

と共有したいと考えています。集まっていただいた委員の皆さんには私のこの問題意識を  

理解していただき、同じ危機感を共有しています。   

私たちの思いと覚悟をどうかご理解頂き、子どもたちの笑顔のあふれる日本の未来を築  

いていけるよう、皆様のご理解とご協力を切にお願い申し上げます。  
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